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１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連
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① くらしの脱炭素化

② 公共部門の脱炭素化

③ バリューチェーン全体の脱炭素化

④ 再エネ主力電源化等に向けた取組
（上記以外）

1．エネルギー需要側の脱炭素化の取組
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① くらしの脱炭素化

② 公共部門の脱炭素化

③ バリューチェーン全体の脱炭素化

④ 再エネ主力電源化等に向けた取組
（上記以外）

1．エネルギー需要側の脱炭素化の取組
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くらしの脱炭素化に向けた進捗・課題と施策の方向性
進捗・課題 施策の方向性

脱炭素型ライフスタイルへの転換

住宅・建築物の脱炭素化

家庭部門の脱炭素化には、日常生活に関するGHGの排出量削減に
資する生活様式等の転換が必要であり、2022年10月「デコ活」（脱
炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）を開始。2024
年2月、暮らしの全領域での課題とその解消に向けた仕掛けをまとめた
「くらしの10年ロードマップ」を策定。

啓発にとどまらない活動にすべく、国、自治体、企業、団体等で共に、
国民・消費者の新しい暮らしを後押しするデコ活応援団（官民連携協
議会）を立ち上げ。（会員数2,400超。官民連携プロジェクト数は93。
（2025年5月末現在））

脱炭素に資する製品・サービスを効果的・効率的に社会に実装するた
め、2024年3月デコ活補助事業を開始。これまで広域規模事業13件、
地域規模事業3件の合計16件を採択。

温対法に基づく地域地球温暖化防止活動推進センターが、各県で啓発
活動等を実施。

国民・消費者に対し、気候変動等の理解や関心を高め、行動変容の意
義・メリットを伝え、インセンティブにつながる機会を提供すること等が課題。

「くらしの10年ロードマップ」については、デコ活アクションの導
入・実践率を毎年フォローアップ。今後は、排出量の多くを占
める暖房・給湯用需要及び照明・家電製品に対して、重点
的･効果的な施策を実施する。また、中間地点で進捗評価を
行い、必要に応じてロードマップを見直す。

2050年ネットゼロの実現に向け、暮らしの全領域（衣食住・
職・移動・買物）について、将来の豊かな暮らしの全体像･
絵姿を提示する。

デコ活応援団のさらなる会員数増加や効果的な官民連携
プロジェクトの組成、地域センターとの有機的連携を促進。

これらの取組により、国民・消費者のライフスタイル転換、行動
変容をより強力に促進し、家庭部門の排出削減のみならず、
地域の脱炭素化やGX製品の購入拡大等、時代のニーズ
に即した経済・社会全体における削減を推進する。

住宅・建築物について、関係省庁が連携して、規制・制度、予算措置
等により、新築・既築ともに省エネ化・脱炭素化を進めてきたところ。

新築については、ZEH化率27.6％、ZEB1.3％（2023年度）と
なっており、建築コストが高くなることなどから、更なる取組が必要。とりわ
け、既築については、新築に比べて対策が遅れている。

建築物の建設時等を含むライフサイクル全体でのCO2排出量の把握に
係る取組は限定的。

住宅・建築物の省エネ化・脱炭素化に関する進捗状況や
規制制度の動向を踏まえ、補助事業等を通じた支援を行
うとともに、省エネ化・脱炭素化した住宅・建築物の便益に
ついて情報発信を行う。

運用時だけでなくライフサイクル全体での建築物のCO2排
出量の算定・削減に係る取組を、政府内の制度化の検討
とあわせて支援していく。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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（参考）家庭部門からのエネルギー起源CO2排出量の内訳

 2022年度の家庭部門からのエネルギー起源CO2排出量を燃料種別に見ると、電力消費に由来する排出が最も多
く、全体の69%を占めている。次いで、都市ガス、灯油、LPGとなっている。

 用途別に見ると、照明・家電製品等に由来する排出が48％と最も多く、次いで、給湯用、暖房用となっている。

燃料種別排出量 用途別排出量

2022年度
家庭部門からの

エネルギー起源CO2排出量
1億5,800万トン

冷房用
4%

（680万トン）
暖房用
20%

（3,080万トン）

給湯用
24%

（3,810万トン）

台所用コンロ
5%

（740万トン）

照明・家電製品
等

48%
（7,510万トン）

電力
69%

（1億840万トン）

都市ガス
13%

（2,090万トン）

LPG
7%

（1,080万トン）

2022年度
家庭部門からの

エネルギー起源CO2排出量
1億5,800万トン

灯油
11%

（1,800万トン）

※四捨五入の関係で、合計値が一致しない場合がある。
＜出典＞（左図）温室効果ガスインベントリ、総合エネルギー統計（資源エネルギー庁）を基に作成

（右図）温室効果ガスインベントリ、家庭部門のCO2排出実態統計調査（環境省）を基に作成

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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「デコ活」（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）

脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの実現に向けた国民の行動変容、ライフスタイル転換のムーブメントを起こすための国民
運動。令和４年10月に発足し、令和５年７月に愛称を「デコ活」（※）と決定。８月にはロゴマーク・メッセージ、デコ活
アクション、デコ活宣言などを発信。
（※）二酸化炭素(CO2)を減らす(DE)脱炭素(Decarbonization)と、環境に良いエコ(Eco)を含む"デコ“と活動・生活を組み合わせた新しい言葉

2030年代にかけて、 生活がより豊かに、より自分らしく快適・健康になり、2030年度温室効果ガス削減目標も同時に達成
する、新しい暮らしの絵姿を提案。（※1）

デコ活応援団（官民連携協議会）を通じ、国民・消費者の新しい豊かな暮らし創りを強力に後押し。（※2）
令和６年２月、衣食住等あらゆる生活場面で豊かで脱炭素に貢献する暮らしに向けた“くらしの10年ロードマップ”を策定。

「脱炭素につながる新しい豊かな
暮らしの10年後」の絵姿（※1） デコ活応援団(官民連携協議会) （※2）

国、自治体、企業、団体、消費者等による協議会

①デジタル活用や製品、サービスを組み合わせた新たな豊かな暮らしの
パッケージ提案、機会・場の創出など消費者への効果的な訴求に
向けた連携

②各主体の取組で得られた知見・経験・教訓の共有ベストプラクティスの
横展開

③政府施策への提案・要望(環境省普及啓発予算の具体的な使い
道・アイデア等)

ロゴ・メッセージアクション

デコ活宣言

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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くらしの10年ロードマップ（概要）
 国民・消費者目線で、脱炭素につながる豊かな暮らしの道筋（課題と仕掛け）を全領域（衣食住・職・移

動・買物）で明らかにし、官民連携により行動変容・ライフスタイル転換を促進（令和６年２月作成）

課題解消に向けた仕掛け (主な対策) 2024~2026 2027~2029 2030~国民にとってのボトルネック

意
欲

実
践

導入メリット・意義が不明

昔のイメージのまま敬遠

手間・難しさの忌避感

問題への理解･関心不足

初期費用・大規模支出

導入に時間がかかる

機会・情報が限定・不十分

慣習・制度が実践を妨げ

メリット・意義、最新情報を導入機会と同時に伝達（商業・公共施設等を体験・体感の場に）
新築/既存住宅リフォーム+太陽光発電設備・高効率給湯器等のパッケージ化 住
商品・ブランド別のエシカル度の見える化 衣
サステナブルツアー (出張・旅行 等)、カーボンオフセット付き旅行保険等 移

科学的情報等を行動とセットで提供（DXを活用したワクワク感、楽しさなどの動機付け）

サブスクリクション型サービスやPPA・リース、環境配慮型ローン等の提供拡大

通常リフォームに合わせた+αの断熱、家電販売時の省エネ・再エネのパッケージ提案 住

リペア、アップサイクル・染め直し等、衣類の交換会、回収リサイクルの場の拡大 衣

フードシェアリング、フードドライブ・フードバンク活動、エシカル商品サービス等の拡大 買・食

テレワークとマッチするよう必要に応じてルール見直し、必要なサービス・インフラ・情報提供 職

データ活用した行動見える化、ディマンドレスポンス、住民・従業員へのインセンティブ拡大

基盤

基盤

費用対効果に優れた気付き・ナッジの提供 基盤

公的支援情報を分かりやすく提供し、複数補助制度の一括申請の受付を拡大 住

行動制約

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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「くらしの10年ロードマップ」に係る消費者アンケート調査（第２回）について

 「くらしの10年ロードマップ」の進捗把握のため、消費者の取組実施状況に関するアンケートを実施。
（第２回消費者アンケート結果（調査期間令和7年1月10日～14日）を令和7年3月21日に公表。）

 衣・食・住・職・移動・買物・基盤の７分野36項目において、導入・実践等を調査。
 前年調査と比較すると住宅「外」分野における、「新築」に関する項目では、「導入・実践」の割合が上昇してお

り、進捗傾向が認められた。（調査対象：地域・年代別に人口動態に即して割り付けた全国の成人6,500人）

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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「デコ活」における連携・サポートの例
「デコ活応援団」による

連携・マッチング
脱炭素型「取組・製品・サービス」

の発信
補助金事業による

社会実装型取組支援

マッチングファンド方式により、
民間の資金やアイディア等を動員
し、「新しい豊かな暮らし」を支
える製品・サービスを効果的・効
率的に社会に実装するためのプロ
ジェクトを実施。
※補助率：定額（1/3相当）

組織（企業・自治体・団体）、個
人単位で「デコ活宣言」を呼びかるとと
もに、けポータルサイトにおいて、「脱炭
素につながる新しい豊かな暮らしを支
える取組・製品・サービス」の登録を受
付け。登録いただいたものは、ポータル
サイトやSNS等で発信。
脱炭素に資する取組・製品・サービス

社会実装型取組支援
デコ活応援団を通じ、マッチングファンド方式により、
民間の資金を動員(レバレッジ)、ニーズに即した具
体的な選択肢を提示することで波及効果を拡大

仕組みの横展開により
効率的に普及拡大

デコ活応援団
民間資金動員で
効果をレバレッジ

ニーズに即した
製品・サービス

官民連携で「デコ活」の効果的な実
施につなげるため、国・企業・自治体・
団体等の連携・実践の場＆情報共
有・意見交換の場として、企業・自治
体・団体等による官民連携協議会
「デコ活応援団」を設立。３か月に１
回のオンライン会合を開催し、新規取
組提案による企業や自治体等のマッ
チング機会として活用。

支援

「デコ活応援団」
（新国民運動官民連携協議会）

2,401主体
（1,403企業、342自治体、374団体、282個人）

令和7年5月末現在

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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エコドライブ・カーシェアリングの取組

 地域地球温暖化防止活動推進センターや「デコ活応援団」の枠組みを活用して、エコドライブ・カーシェ
アリングの取組を推進。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化

エコドライブ カーシェアリング

実施内容 期間中に1日以上、ノーマイカー通勤かエコドライブ通
勤、または両方を実施。
事業所（営業所、支店、出張所等）単位で参加。

実施主体 長野県地球温暖化防止活動推進センター
長野県環境保全協会

プロジェクト名 信州スマートムーブ通勤ウィーク2024

対象 長野県内に所在する事業所
（176事業所、41,252人が参加）

実施時期 令和６年９月20日～10月４日

実施内容 マンションの入居者が使いたい時だけ手軽 にスマ
ホアプリでEV自動車を予約し使用できるEVシェア
リングサービスの提供。

実施主体 九州電力株式会社

プロジェクト名 電気自動車シェアリングサービス

対象 マンション居住者

実施期間 通年
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デコ活 Positive Action Initiative

 環境省と有志企業が連携し、消費者の脱炭素につながるアクションの見える化を目指す。
 2025年2月に、消費者の脱炭素アクションのCO2排出量データベースを発表。

目的 デコ活データベース

１時間あたり0.36kgのCO2削減 １着あたり9.5kgのCO2削減

１食あたり0.01kgのCO2削減 １日あたり1.8kgのCO2削減

リユース品の衣類をオンライン
(EC、フリマアプリ等)で購入する

エアコンの使用時間を減らす

食べ残しをしない 在宅勤務を実施する

中古

購入する

脱炭素に資するアクションのCO2削減量のデータベースを作成
• 今後は、デコ活データベースを活用したサービスの社会実装を目指す

生活の様々な場面で行った脱炭素に繋がるアクションを
見える化し、インセンティブを提供することを目指す

官民連携で取り組む

※デコ活データベース（Ver.1.1）を使用

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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デコ活データベースを活用した民間での実証

 参加者の環境行動により削減されたCO2排出量を可視化し、参加者にフィードバック。
 環境省 デコ活データベースを活用。

概要 取組イメージ

出所： 富士通、ANA X、東芝データ、川崎市、市民の環境行動によるCO2削減量を環境省のデータベースを用いて可視化する国内初の実証実験を開始 : 富士通

参画組織 富士通
ANA X
東芝データ
川崎市

実証期間 2025年2月27日
～2025年3月28日

対象者 川崎市の居住者と
在勤者

内容 参加者がアプリを通じ記
録した移動、購買、環境
行動のデータから、CO2
削減量を可視化

CO2削減量の社会的
価値や本データベースの
社会実装に必要な要素
について検証

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化

https://pr.fujitsu.com/jp/news/2025/02/25.html
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昼の電力需要創出に向けたモデル実証（デコ活） 
 「デコ活」の取組として、令和6年度に、再エネ導入拡大により生じる昼の余剰電力の有効活用に向けたモデ

ル実証を実施。機器の自動制御や市場連動型電気料金プランの活用により、上げDRの効果を確認できた
一方で、消費者の認知やインセンティブ、機器の設定等に課題があることが分かった。

 令和7年度も引き続き、昼間の電力需要創出と消費者便益最大化に向け、モデル実証を実施する。

背景 実証事業の概要

•近年、再生可能エネルギーの導入量増加により、出力制御の対象地域・量が
拡大・増加傾向

•解決策として、昼間の電力需要を創出する「ディマンド・リスポンス (DR)」が効果的
•昼の電力利用への行動変容と、それによる生活者の利益・利便性を訴求

「上げDR」を促す取組を実施、昼の電力利用への
シフトに向けた効果や消費者の利益・利便性に
ついて検証

再エネ導入拡大により生じる、昼の余剰電力の有効活用に向けて、
行動変容と生活者利益を訴求

蓄電池・エコキュート・EV等を
所有する家庭を対象に、HEMS
機器等を用いた機器制御型DR
と、手動で制御する行動変容型
DRを実施

Nature株式
会社、
関西電力株
式会社

市場連動型電気料金プランを
活用した行動変容型DR、
蓄電池・洗濯乾燥機・食洗器・
浴室乾燥機をIoT機器を
活用して自動制御する
機器制御型DRを実施

株式会社
Ｌｏｏｏｐ

事業者 実証概要

14

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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（参考）昼の電力需要創出に向けたモデル実証結果 （Nature/関西電力）

 蓄電池・エコキュート・EV等を所有する家庭を対象に、HEMS機器等を用いた機器制御型DRと、手動で
制御する行動変容型DRを実施。

実証期間

実証対象

実証参加世帯

サンプル数

制御対象

実施内容

主な検証内容

2024年10月21日(月)～ 同年11月30日(土)

蓄電池・エコキュート・EV等を所有する家庭

HEMS機器等で需要家機器の自動制御を行うグループ (以下、機器制御グループ) と、需要家自身で手動
制御するグループ (以下行動変容グループ) に大別

機器制御グループ: 88件
行動変容グループ: 356件

蓄電池・エコキュート・EV 等

実施グループを機器制御グループ (複数機器制御・単独機器制御いずれも含む) と行動変容グループへ区分し、
いずれも再エネ出力制御が発生する可能性が高い、ないしは電力市場での電力量価格がほか時間帯と比して
低い時間帯において、上げDR実施指令を行う

• 電力需要を昼にシフトすることによる消費者便益の検証
• 消費者視点での、最適な電力利用を目的とした行動変容型ディマンド・レスポンス (DR) や機器制御型

DRのあり方の検証

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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（参考）昼の電力需要創出に向けたモデル実証結果 （Looop）

 市場連動型電気料金プランを活用した行動変容型DR、蓄電池・洗濯乾燥機・食洗器・浴室乾燥機をIoT
機器を活用して自動制御する機器制御型DRを実施。

実証① 市場連動型電気料金プランを
活用した行動変容型DRの実証

実証② 家庭用蓄電池の市場連動制
御による機器制御型DRの実証

実証期間 • 2024年11月20日(水)
• 2024年11月24日(日)
• 2025年 1月 8日(水)
• 2025年 1月12日(日)

• 2025年2月3日(月)～2月17日(月)の
2週間

• 2025年1月8日(水)～１月29日(水)の
3週間

サンプル数 • 電気料金0円提供の群:約6,000世帯
• ネガティブプライス提供の群:約6,000世帯

• 40世帯 • 各機器 5世帯

制御対象 ー 蓄電池 洗濯乾燥機、食洗器、浴室乾燥機

実施内容 市場連動型電気料金プランの契約者に対し、
実証期間において電気料金を0円で提供する群
及び、ネガティブプライスで提供する群を用意し
行動変容型DRを促す

家庭用蓄電池の導入者に対し、実証期間にお
いて市場連動型の充放電制御を行う

指ロボット(遠隔で家電のボタンを押せるIoT機
器)を通じ、実証期間中、家電を市場価格が安
い時間帯に稼働させる制御を実施する

主な検証内容 • 1. 実施時間帯の上げDR量
• 2. 実施時間帯以外の下げDR量
• 3. キャンペーン中の上げDRによる電気代

削減効果
• 4. 参加者の行動変容への意識変化

(アンケートにより測定)

• 1. 家庭用蓄電池の市場連動制御による
使用電力量(系統買電量)の変化

• 2. 家庭用蓄電池の市場連動制御による
電気代の変化

• 3. 蓄電池DR普及に係る各種課題の
洗い出し －安定通信状況等

• 4. 家庭用蓄電池の市場連動制御による
意識の変化 (アンケート及び、
インタビュー等により測定)

• 1. 指ロボット導入による電気代削減効果 
• 2. 指ロボット導入による使用電力量の変

化 
• 3. 指ロボット導入によるお客様の受容度

(インタビューにより測定) 
• 4. 指ロボットによる家電制御に関する

定性課題

実証③ 指ロボットによる家電の市場連
動制御による機器制御型DRの実証

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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温対法に基づく地球温暖化防止活動推進センターについて
 地域地球温暖化防止活動推進センターは、都道府県知事や政令指定都市等が指定。地域センターは、

地球温暖化防止に関する啓発・広報活動、地方公共団体・温暖化防止活動団体等が行う地域に適した
「脱炭素社会実装」の支援などを実施。
※全国地球温暖化防止活動推進センターは、国民・事業者に向けた情報提供・支援、地域センターへの情報共有、 研修、関係組

織との連携補助等を実施。

 令和３年の温対法改正で、地域センターの事務として事業者向けの啓発・広報活動が追加。

京都府センター：住宅の脱炭素化加速事業
断熱キャンペーンでは、推進員や団体等と連携して実施し、認知
度向上・断熱ニーズ掘り起こしや、工務店等事業者にツールを提
供、情報発信等で連携。実務者研修会を実施して、高断熱高
気密の施工ができる事業者の底上げ。

熊本市センター：地球温暖対策実行計画の策定支援
及びオンサイトPPA導入支援
センターが連携している熊本県球磨村、あさぎり町、五木村の地
球温暖対策実行計画の策定支援とオンサイトPPAの導入を行う
公共施設及び事業者に対する導入支援。
オンサイトPPAの導入支援、ZEB化等の補助金申請業務に係る
支援、関係業者へのヒアリングによる実現性の高い執行スケ
ジュールや計画変更に関する提案。

鳥取県センター：省エネ診断員・教員の育成と事業者・
生徒の脱炭素の推進
質の高い省エネ診断により、事業者の脱炭素経営を加速化させ、
質の高い環境教育により、生徒の学びを行動変容につなげる。
鳥取県が認定した診断員にセンターが事業者別の傾向と診断
注意点などの教育をし、診断員の診断精度を高め、多様な事業
所への省エネ診断を実施し脱炭素を促進する。さらに小中学校
で環境教育を進める教員向けの冊子教材と、eラーニングコンテン
ツを提供し、鳥取県内の環境教育の質を高める。

群馬県センター：スマートムーブ（公共交通）の推進

県内事業所に対しエコ通勤優良事業
所としての認証登録を推奨し、インフラ
としての公共交通維持のための機運を
盛り上げるため地域公共交通の再構
築をテーマにフォーラム開催。
また、GunMaaS（※）講習会の実
施。
※スマホを活用し、交通手段見える化、
割引サービス、マイナカード活用、デー
タの交通計画への反映、等

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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住宅の脱炭素化に向けた取組

2050年ネット・ゼロの実現に向け、新築住宅・既存住宅ごとに様々な対策を実施。
新築住宅：ZEH及びZEH-M（ゼッチ・マンション）の支援を実施。なお、2024年度からは、ZEHよりも省エネ性能を大幅に

向上させた「GX志向型住宅」に対する支援を開始。
既存住宅：窓や外壁の断熱リフォームを支援。特に国土交通省及び経済産業省と連携の下、住宅省エネキャンペーンを展

開し、環境省では断熱性能の高い窓への改修を支援。

断熱リフォーム（窓、外壁等）

• 令和7年度当初予算額：(戸建)5,550百万円の内数
  (集合)2,950百万円の内数

• 既存住宅の断熱リフォーム支援事業
  令和６年度補正: 940百万円

既存住宅

主要居室の
部分断熱改修が可能

先進的窓リノベ2024事業（窓）＜GX＞
• 断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業
（経済産業省・国土交通省連携事業）    
（令和６年度補正予算額:135,000百万円）

内窓
既存の
サッシ

内窓設置 外窓交換 ガラス交換

※エネルギーの消費量が正味 で概ねゼロ以下であ
る住宅

３省連携
キャンペーン

支援実績
R5年度：
203,365戸（戸建）
40,301戸（集合）

支援実績
R5年度：6,754戸

支援実績
R5年度:2,830戸(低層)

100戸(中層)
1,792戸(高層)

支援実績
R5年度：
83戸（戸建）
14,169戸（集合）

ZEH※、ZEH+
• 戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・
ハウス（ZEH）化等支援事業
令和７年度当初予算額：5,550百万円

ZEH-M（ゼッチ・マンション）
• 集合住宅の省CO2化促進事業

令和７年度当初予算額：2,950百万円

新築住宅

V2H設備又はEV充電設備等について補助額
を加算。

子育てグリーン住宅支援事業
（うちGX志向型住宅）＜GX＞

• 脱炭素志向型住宅の導入支援事業
（経済産業省・国土交通省連携事業）
令和６年度補正：50,000百万円

３省連携
キャンペーン

・断熱等性能等級６以上
・エネルギー消費量削減率（再エネ除く）：35％以上
・エネルギーの消費量が正味で概ねゼロ以下 など

（参考）令和６年（2024年）度補正・令和７（2025年）度当初の関連予算事業一覧

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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建築物の脱炭素化に向けた取組
2023年度は、 2050年ネット・ゼロの実現に向け、新築・既存建築物のZEB 化を支援。特に改修に関

して、外皮の高断熱化と高効率空調機器等の導入による既存建築物の省CO2改修を支援するための
事業を新設。

加えて、ライフサイクルCO2を算定・削減し、かつ先導的な取組を行う新築ZEBへの支援について検討を
実施（2024年度当初予算にて予算化）。

新築・既存ZEBの支援
• 建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のう

ち、ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支
援事業（経済産業省連携事業）

（令和７年度当初予算：3,820百万円の内数）
（令和6年度補正予算：4,800百万円の内数）

 外皮性能向上
 高効率空調
 高効率照明 など

 太陽光発電
 バイオマス発電 な

ど

『ZEB』 Nearly
ZEB

ZEB
Ready

ZEB
Oriented

省エネ ▲50%
以上

▲50%
以上

▲50%
以上

▲40%又
は

30%以上

省エネ＋
創エネ

▲100%
以上

▲75%
以上 ー ー

ZEBの概念図とランク

支援実績
 R5年度： 45件(新築)、7件(既築)

LCCO2削減型ZEBの支援
• 建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のう

ちLCCO2削減型の先導的な新築ZEB支援事業
（国土交通省連携事業）
 （令和７年度当初予算：3,820百万円の内数）

調達 施工

運用

修繕 解体・廃棄

C
O
2
排
出

ZEB

建築物のライフサイクルCO2のイメージ

●そのほか運用時の以下の先導的な取組も特に評価する。
・災害に対するレジリエンス性の向上
・自営線を介した余剰電力の融通
・建材一体型太陽光電池の導入 等

算
出
及
び
削
減
を
求
め
る

2024当初～
既存建築物のZEB水準への改修支援＜GX＞
• 業務用建築物の脱炭素改修加速化事業
（経済産業省・国土交通省連携事業）

（令和７度当初予算：1,200百万円）
（令和６年度補正予算：11,175百万円
 ※４年間で総額34,373百万円の国庫債務負担

事業のイメージ

ZEB基準の水準の省エネルギー性能の確保

2023補正～

（参考）令和６年（2024年）度補正・令和７（2025年）度当初の関連予算事業一覧

断熱窓

照明空調

断熱材

給湯

外皮の高断熱化

高効率空調機器等の導入

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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デコ活補助事業による住宅分野の断熱・省エネ推進施策事例
連携協同型省エネリフォーム推進タスクフォース（仮称）の取組み（R7年度採択事業）

 デコ活補助事業を通じて、省エネ住宅に関連する事業者、業界団体を中心とした多様な主体からなる
コンソーシアムを設立し、①需要サイド②供給サイド双方のボトルネックを解消する取組を実施。

 需要の喚起とあわせて、喚起した需要を着実に取り込む体制の充実を図ると共に、住宅省エネキャン
ペーンと 連携することで、消費者の行動変容を強力に後押しする。

取 組 概 要
省エネリフォーム普及における3つのボトルネックに対し、
それぞれを解消する仕掛けを展開
 ①消費者の認知不足
   -メリット・効果を知らない、知る機会が少ない
 ②営業力不足
   -メリット・効果を消費者に説明できる事業者が少ない
 ③技術力不足
   -施工ができる事業者が限られる

ボ ト ル ネ ッ ク を 解 消 す る 仕 掛 け

事 業 実 施 者
【代表事業者】

住友不動産株式会社
【共同事業者名】

一般社団法人住宅開口部グリーン化推進協議会
一般社団法人JBN・全国工務店協会
三協立山株式会社
株式会社LIXIL
YKK AP株式会社
住友不動産ハウジング株式会社

その他、住団連、日本サッシ協会、建築開口部協会、日本リ
フォーム産業協会、リノベーション協議会等 リフォームに関係
する様々な業界団体とも連携

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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住宅脱炭素NAVIによる情報提供

 ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）やZEH-M（ゼッチ・マンション）の普及促進、既存住宅の断熱改修
などの有効性を幅広く解説するポータルサイト（住宅脱炭素NAVI）を公開。（2025.3.21～）

 高断熱住宅、断熱リフォームのメリットやZEHを普及する際の課題等を説明するとともに、お住まいの都道府
県・市区町村で活用可能な支援策を検索できる検索ページも用意。

 住宅の入手・リフォームを検討する一般消費者や一般工務店、自治体の皆様にご活用いただけるZEH情報
集約サイトを目指す。

https://policies.env.go.jp/earth/zeh/

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー①くらしの脱炭素化
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① くらしの脱炭素化

② 公共部門の脱炭素化

③ バリューチェーン全体の脱炭素化

④ 再エネ主力電源化等に向けた取組
（上記以外）

1．エネルギー需要側の脱炭素化の取組
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公共部門の脱炭素化に向けた進捗・課題と施策の方向性

 2025年2月、政府実行計画を閣議決定し、従来の
2030年度に50%削減する目標に加えて、2035
年度に65%削減、2040年度に79%削減（それ
ぞれ2013年度比）する新たな削減目標を設定。

 削減目標の実現に向けて、太陽光発電の最大限の
導入・建築物の省エネの徹底・再エネ調達等の具体
的な措置を規定。

 また、政府の率先的な取組として、ペロブスカイト太
陽電池の率先導入、GX製品の率先調達等を位置
付け。

 2023年度の政府全体の排出量は、2013年度比
で21.0%減少、2022年度比では3.0%増加。再
エネ調達率の減少に伴い、施設の電気使用に伴う排
出量が増加しており、ここ2年増加傾向。

 まずは2030年度削減目標の実現に向け、政府実行
計画で規定する措置について、ボトルネックを解消し
ながら、更に進めていく必要。

 GX製品や先端技術等※については、製造コストが高
い等の課題があるが、その価値を高く評価する市場
環境を整備し、普及を進める必要がある。

※ペロブスカイト太陽電池、グリーンスチール、CO2吸収型コンクリートなど
 2025年1月、グリーン購入法基本方針を閣議決定

し、２段階の判断の基準の見直し、グリーンスチールを
より高い環境性能に基づく基準として設定。

進捗・課題 施策の方向性

新たな政府実行計画に基づいて各府省庁が自ら実行する
措置を定めた実施計画を策定し、取組を着実に進めていく。
取組の実施状況について、「公共部門等の脱炭素化に関

する関係府省庁連絡会議」の枠組みを活用して着実にフォ
ローアップを実施するとともに、省庁間の連携を強化し、効
果的・効率的な取組、優良事例の横展開等を図る。
太陽光発電の導入加速化に向けて、構造計算書等の保

有状況等を調査し、導入候補となる施設を明確化、導入
計画を作成する。また、予算面の課題を踏まえ、PPA方式
の活用について検討を進める。

再エネ調達について、各府省庁の課題を踏まえ、環境配慮
契約法に基づく運用を適切に見直していく。（再エネ電力
メニューリストの充実、総合評価方式の検討等）
ペロブスカイト太陽電池について、施工方法の確立状況等

を踏まえた条件設定を行った上で、政府部門におけるポテン
シャルの精査を進め、GW級の量産体制構築に貢献でき
るタイミングで導入目標を設定し、率先導入による需要創
出を進める。
GX製品をはじめとした環境負荷低減が見込まれる先端的

な製品・サービスや技術の市場・需要創出に向け、グリーン
購入法を活用し、公共調達の分野から需要拡大に貢献。

公共部門の脱炭素化

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化



24

政府実行計画の概要（令和7年2月18日閣議決定）

再生可能エネルギーの最大限の活用・建築物の建築等に当たっての取組

財やサービスの購入・使用に当たっての取組 その他の温室効果ガス排出削減等への配慮

太陽光発電  2030年度までに設置可能な政府保有の建築物（敷地含む）の約50％以上に太陽光発電設備を設置、2040年度
までに100％設置を目指す。

 ペロブスカイト太陽電池を率先導入する。また、社会実装の状況（生産体制・施工方法の確立等）を踏まえて導入目標
を検討する。

建築物の建築  2030年度までに新築建築物の平均でZEB ready相当となることを目指し、2030年度以降には更に高い省エネ性能を
目指す。また、既存建築物について省エネ対策を徹底する。

 建築物の資材製造から解体（廃棄段階も含む。）に至るまでのライフサイクル全体を通じた温室効果ガスの排出削減に努
める。

公用車/
ＬＥＤ

 2030年度までにストックで100%の導入を目指す。

電力調達  2030年度までに各府省庁での調達電力の60％以
上を再エネ電力とする。以降、2040年度には調達電
力の80%以上を脱炭素電源由来の電力とするものとし、
排出係数の低減に継続的に取り組む。

GX製品  市場で選ばれる環境整備のため、率先調達する。

 自然冷媒機器の率先導入等、フロン類の排出抑制に係る
取組を強化

 Scope３排出量へ配慮した取組を進め、その排出量の削減
に努める。

 職員にデコ活アクションの実践など、脱炭素型ライフ スタイル
への転換に寄与する取組を促す。

※ Scope３排出量： 直接排出量（Scope1）、エネルギー起源
間接排出量（Scope2）以外のサプライチェーンにおける排出量

 政府実行計画：政府の事務・事業に関する温室効果ガスの排出削減計画。（地球温暖化対策推進法第20条）
 今回、2035年度に65%削減・2040年度に79%削減（それぞれ2013年度比）の新たな目標を設定し、

目標達成に向けて取組を強化。［現行計画の2030年度50％削減（2013年度比）の直線的な経路として設定］
 毎年度、中央環境審議会において意見を聴きつつフォローアップを行い、着実にPDCAを実施。

※  ZEB Ready：50％以上の省エネを図った建築物

※ 電動車は代替不可能なものを除く

※ GX製品：製品単位の削減実績量や削減貢献量がより大きいもの、
CFP（カーボンフットプリント）がより小さいもの

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化
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政府部門における温室効果ガス総排出量の推移【調整後排出係数】

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化

 2023年度の政府全体における温室効果ガス総排出量は1,741千tCO2であり、2013年度比で21％減少。
 施設の燃料使用による排出量が減少したものの、施設の電気使用に伴う排出量が増加したことで前年度比では3%増加。
 再エネ調達率の減少※に伴い施設の電気使用に係るCO2排出係数が増加したことによる影響と考えられる。

※2030年度までに調達する電力の60％以上を再エネ電力とすることを目標としているが、2023年度の再エネ調達率は19.1％（前年度比1.6pt減）。

※図中の数値は小数点以下を四捨五入して表示。上記の変動率は、小数点以下を含めた数値で算出したもの。
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進捗状況（2023年度実績）

対象 目標値 2023年度の進捗
（前年度からの進捗）

温室効果ガス排出量
（調整後排出係数）

 2030年度までに50％削減
 2035年度までに65％削減
 2040年度までに79％削減

（いずれも2013年度比）

21.0％減（注）
（2.2pt増加）
注：調整後排出係数

太陽光発電
 2030年度までに設置可能な建築物（敷地含む）の約

50％以上に太陽光発電設備を設置
 2040年度までに設置可能な建築物（敷地含む）の100％

に設置を目指す

設置可能な建築物（敷地含む）への
導入割合：21.6%

（1pt増加）

建築物の建築
 新築建築物は原則ZEB Oriented相当以上
 2030年度までに新築建築物の平均でZEB ready相当とな

ることを目指す
 2030年度以降には、更に高い省エネ性能を目指す

2022年度以降の新築建築物の状況：
『ZEB』相当 2件

Nearly ZEB相当 0件
ZEB Ready相当 4件

ZEB Oriented相当 7件

公用車の電動化
 新規導入・更新については2022年度以降全て電動車
 2030年度までにストック100％を目指す

※ 電動車：EV、FCV、PHV、HV
※ 電動車に代替不可能なものを除く

2023年度の新規導入・更新における
電動車の割合：73.4％

ストックでの導入率：39.2%
（5.7pt増加）

LED照明  既存設備を含めた政府全体のLED照明の導入割合を2030
年度までに100％とする

導入率：39.4％
（7.5pt増加）

電力調達
 2030年度までに調達電力の60％以上を再エネ電力とする
 2030年度以降、再エネ電力を60%以上調達した上で、

2040年度においては、調達電力の80%以上を脱炭素電源
由来の電力とする

再エネ電力調達割合：19.1％
（1.6pt減少）

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化
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取組推進、実施状況の点検

〇公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議
・構成員：全府省庁の担当課室長
・事務局：環境省地球温暖化対策課
・概  要：太陽光発電の最大限の導入をはじめとする、政府実行計画に定める目標の達成に向け、関係府省庁間

の緊密な連携を確保するため、令和５年９月に設置。毎年度実施している政府全体の実施状況調査の
結果を共有し、必要な検討や取組の円滑な実施を図る。年２回程度（春・秋頃）開催。

〇中央環境審議会カーボンニュートラル行動計画フォローアップ専門委員会
・委員長：大塚 直（早稲田大学）
・概  要：関係府省庁参加の下、実施状況の調査結果に基づき、政府実行計画の進捗状況の点検を行う。直近

では令和７年６月18日に開催し、2023年度実績及び今後の取組について意見を聴取した。

〇地球温暖化対策推進本部幹事会
・議  長：内閣官房副長官補（内政担当、外政担当）
・構成員：各府省庁局長・審議官級
・概  要：中央環境審議会の意見とあわせて、政府実行計画の進捗状況の点検結果を報告する。

【参考：政府実行計画の実施状況の点検方法】 政府実行計画（令和7年2月18日閣議決定）より抜粋

各府省庁は、毎年度、政府実行計画及び各府省庁の実施計画の進捗状況を厳格に、かつ定量的に点検し、目標達成の蓋然
性の向上に努めるものとする。環境省は、点検結果を取りまとめ、各府省庁の参加の下で中央環境審議会の意見を聞いて、その
意見と併せて点検結果を地球温暖化対策推進本部幹事会に報告するものとする。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化
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2023年度実施状況のまとめと今後の取組

出典：2025年度中央環境審議会地球環境部会カーボンニュートラル行動計画フォローアップ専門委員会資料２ 抜粋

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化

【2023年度実施状況】
○ 2023度の温室効果ガス総排出量は、2013年度比で21.0%の減少となった。 2022年度比では3.0%増加であり、２年連

続で増加している状況。
○ 温室効果ガス総排出量が増加した原因としては、 2022年度と同様に、再エネ調達率の減少に伴いCO2排出係数が増加した

ことにより、施設の電気使用に伴うCO2排出量が増加したことによる影響が大きいと考えられる。政府実行計画に基づく削減目
標の実現に向けては、再エネ調達に関する課題を整理し、取組を強化する必要がある。

○ また、太陽光発電の導入等、その他の数量目標を伴う措置についても、各目標に対して十分とはいえない状況であり、一層の取
組強化が必要。

【今後の取組】
○ 今後は、政府実行計画で定めた目標の達成に向けて、特に以下の点に重点的に取り組む必要がある。その際、公共部門等の

脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議も活用して関係府省庁間で緊密に連携して進めていく。
・電力供給における再エネ調達について、環境配慮契約法に基づく取組（再エネ調達実践ガイド等の共有、仕様書における最低

限の再エネ調達比率の設定等）を適切に推進していく。また、各府省庁における課題を整理するとともに、課題を踏まえ、環境
配慮契約法に基づく運用を適切に見直す（総合評価方式の導入等）。また、再エネ電力メニューリストの充実を図る。

・太陽光発電について、各府省庁の太陽光発電整備計画の具体化を図るとともに、予算や人材面等の課題を踏まえ、PPA方式
を活用した民間参画等により、導入拡大につなげていく。

・建築物における省エネルギー対策について、新築建築物のZEB化に向けては、FU調査等を通じてより詳細な状況を把握しなが
ら、優良事例の共有等により取組を促進していく。また、既存建築物については、省エネ診断やBEMSを踏まえた運用改善を実
施するとともに、建築物の維持管理に係る契約において、チェックリストやベンチマーク指標を活用し、排出削減の工夫の余地や
エネルギー消費量や温室効果ガス排出量の確認を促す。さらに、建築物の設計や改修に係る契約についても、チェックリストの検
討を進める。加えて、改修時には中長期的・段階的なZEB実現に向けた計画を検討する。

・電動車やLED照明については、更新時や施設改修・移転時等の導入を徹底するとともに、計画的な整備を実現するため、導入
予定を各府省庁ごとに定めていく。
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政府施設への太陽光発電の導入に向けた取組
 政府実行計画に基づき、太陽光発電の最大限の導入等に取り組むこととしていること等を踏まえ、関係府省庁間の

緊密な連携を確保し、必要な検討、情報共有等を図るため、環境省が事務局となり、全府省庁を構成員とする
「公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議」を設置。（令和５年９月）

 令和６年３月に開催した第２回連絡会議において、府省庁ごとに導入目標※を設定（合計0.06GW）し、
導入目標の達成に向けて各府省庁において太陽光発電整備計画を策定。

 環境省では、構造計算書等の保有状況等を調査し、導入候補となる施設の明確化、整備計画への反映に着手。
また、予算面の課題を踏まえ、初期費用がかからないPPAモデルの導入促進を図るための手引きを作成・周知する
等の取組を実施。

分類指標 件数
グループ① 構造計算書、電力需要量データ（30分値）、単線結線図を全て保有している建築物 8件
グループ② 構造計算書は保有しているが、電力需要量データ（30分値）、単線結線図のいずれか

又は両方を保有していない建築物
26件

グループ③ 構造計算書を施設で保有していない建築物 48件
グループ④ 施設の事情等により、引き続き調査を継続する建築物 83件

※ 事業性検討等に必要となる、構造計算書・電力需要量データ（30分値）、単線結線図に着目して分類。電力需要量データ（30分値）、単線結線図は、保有して
いない場合でも、電力会社等から入手することが可能。他方、構造計算書は、多くの場合で再作成が必要となることから優先順位を落とした。なお、構造計算書がない
場合の対応は、①地方整備局に保存されていれば依頼、②建築事務所等へ再作成を依頼、③建築基準法の範囲内で設置の３パターンによる導入が想定される。

※ 構造計算書、年間電力需要量データ（30分値）、単線結線図は、太陽光発電導入検討・施工時に必要と考えられる書類。

導入候補箇所の調査・検討結果
（対象：環境省の太陽光発電整備計画に位置付けられているA判定（設置可能性が高い）又はB判定（設置可能性は高いが、懸念事項あり）の建築物）

※「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和3年10月22日）において、公共部門を率先して実行することで6.0GW分の導入を見込むとされたことを踏まえ、
政府保有施設（各府省庁）、地方公共団体保有施設（施設種別）に関する導入目標（容量ベース）を設定。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化
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ペロブスカイト太陽電池の政府施設への率先導入

 令和7年2月に閣議決定した政府実行計画において、政府部門における温室効果ガスの排出削減目標を
達成するため、政府が保有する建築物等への率先導入や、社会実装の状況（生産体制、施工方法の確
立等）を踏まえた導入目標等の検討が位置付けられた。

 政府実行計画に基づく取組は、令和5年9月に設置した「公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連
絡会議」を活用し、各府省庁間で緊密な連携を確保しながら取組を進めている。

 今年3月に開催した第４回連絡会議において、政府保有施設における設置に適した屋根や壁面の面積に
ついて、各府省庁への調査結果を踏まえ、一定の条件の下で試算した結果を公表した。

 今後、施工方法の確立状況等を踏まえた条件設定を行った上で、政府部門におけるポテンシャルの精査を
進め、GW級の量産体制構築に貢献できるタイミングで導入目標を設定する。

政府実行計画（令和7年2月18日） 抜粋
第四 措置の内容
１  再生可能エネルギーの最大限の導入に向けた取組
政府が保有する建築物及び土地について、太陽光を始めとした再生可能エネルギーの最大限の導入を率先して計画的に実施するため、以

下の措置を進める。また、地方公共団体等が保有する施設についても取組が進むよう、各府省庁において必要な支援や助言に努める。
(1) 略
(2) ペロブスカイト太陽電池の率先導入
今後、社会実装のフェーズに入るペロブスカイト太陽電池は、従来型の太陽電池では設置が困難な耐荷重性の低い屋根や建物の壁面等へ

の導入が可能となることから、政府が保有する建築物等への導入を率先して進める。また、具体的な導入目標等について、社会実装の状況
（生産体制、施工方法の確立等）を踏まえながら検討していく。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化
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（参考）一定の条件下における設置に適した屋根や壁面の面積
１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化

○ ペロブスカイト太陽電池の設置可能性がある屋根・外壁（政府全体）

○ 外壁の種類別 （政府全体）（㎡）

※設置可能性判定は、以下に示す設問への回答から簡易的に評価したものであり、現時点において、ペロブスカイト太陽電池の導入が可能であることを意味するものではない。
【屋根】
・令和6年度調査では、従来型の太陽光発電設備を念頭に作成した簡易判定基準において判定レベルCとしている屋根（大波スレート屋根、テント式屋根）に対象を限定。
・以下の設問への回答を元に、設置可能性を簡易的に判定。
「建築物の耐震対策の有無」、「平均積雪量」、「建替え・改修計画の有無」、「建替え・改修計画の実施予定時期」、「建築物の屋根や屋上における空きスペースの面積」、
「建築物における電力使用状況」「空きスペース全体が年間を通じて日影になるか」

【外壁】
・以下の設問への回答を元に、設置可能性を簡易的に判定。
「建築物の耐震対策の有無」「平均積雪量」「建替え・改修計画の有無」、「建替え・改修計画の実施予定時期」「建築物における電力使用状況」「「方角」「年間を通じて日
影になるか」「ベランダや外階段等、他の用途で使用している、または使用する予定がある」「ペロブスカイト太陽電池を設置できない他の要因の有無」
・設置可能性がある外壁の面積は、各施設の延床面積から以下の式により換算したうえで、北面に相当する面積を除外したもの。
設置可能性がある外壁面積（㎡）＝総外壁面積－外部建具＝（延床面積（㎡）×1.0（㎡/㎡））ー（延床面積（㎡） ×0.1（㎡/㎡））

※防衛省は、全国の駐屯地・基地等を対象に、自衛隊施設の集約・建替え等、既存施設の更新に係る計画（マスタープラン）を作成しているところであり、計画ができたもの
から順次検討予定。このため、設置可能性がある屋根・外壁の件数及び面積は防衛省を除いた値。

第４回公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁
連絡会議（R7.3.25）資料4-1を時点修正
https://www.env.go.jp/page_01780.html屋根 外壁 （参考）

政府保有建築物数（件）

建築物(件) 176件 4,664件 22,843件

面積(m2) 5,728㎡ 3,254,020㎡ ―

コンクリート系
（湿式）

コンクリート系
（乾式） タイル系 ガラス系 木質系 金属系 その他 合計

894,599㎡ 475,766㎡ 1,441,997㎡ 82,698㎡ 14,358㎡ 141,974㎡ 202,628㎡ 3,254,020㎡
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GX製品等の市場創造に向けたグリーン購入法基本方針の見直し

GX製品等の環境価値が市場で適正に評価される仕組み・環境づくりを推進するため、グリーン購入法
基本方針を変更閣議決定 (令和7 (2025) 年1月28日) し、公共調達の分野から需要拡大に貢献。

2段階の判断の基準の定義を見直し

•GX製品をはじめとした環境負荷低減が見込まれる先端的な
製品・サービスを、より高い環境性能に基づく基準に位置
付けられるように2段階の判断の基準の定義を明確化。

グリーン購入法基本方針の見直し内容

共通の判断の基準を新たに設定

•従来の個別品目毎の基準に加え、新たに分野横断となる
共通の判断の基準を設け、令和6年度は「グリーンスチール」
をより高い環境性能に基づく基準として設定。

対象 より高い環境性能に基づく基準の要件等

原材料に鉄鋼
が使用された物
品注1注2

 原材料に鉄鋼が使用された物品の要件(AND
要件)
 削減実績量注3が付された鉄鋼であること
 当該物品に使用されている鉄鋼のカーボ

ンフットプリントが算定・開示されていること
注1:原材料に鉄鋼が使用された物品には役務分野及び公共工事分野の

品目は対象に含まれない
注2:グリーン購入法では上記を満たす鉄鋼を「グリーンスチール」として取り扱う。
注3:今回、一般社団法人日本鉄鋼連盟のガイドラインに従うものを採用

しているが、日本LCA学会における議論を踏まえ、削減実績量に関する
ガイドラインが新たに策定された際は、再度検討することとしている

参考: グリーン購入法基本方針(令和7年1月28日閣議決定)における共通の判断の基準

※調達に際しての支障や
供給上の制約等がない
限り調達

※

参考: グリーン購入法における2段階の判断の基準の考え方

「基準値２」

「基準値１」

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化
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（参考）グリーンスチールが使用されたオフィス家具の調達（東海市）

 東海市がオフィス家具を調達するにあたり、グリー
ンスチールを使用した製品※（ロッカー、オフィス
システム収納をそれぞれ3台ずつ）を採用。 
※ 日本製鉄が提供したNSCarbolex® Neutralを使用したオカムラ社

の製品を購入し、市長室・副市長室に設置。

 東海市は、グリーン購入法の調達方針が変更さ
れ「グリーンスチール」が使用される製品を積極的
に調達する方針が示されたことを踏まえ、地方自
治体として環境物品等への需要の転換を促進
するとともに、 同市の基幹産業である鉄鋼業の
GX推進を通じた温室効果ガス排出量の削減に
寄与するため、同製品を購入したとしている。

 グリーンスチールを採用したオフィス家具製品を自
治体が採用・発表した事例は、国内で初めてと
見られ、需要家におけるグリーンスチール購入の
取組が今後も進んでいくことが期待される。

（国内橋梁工事へのグリーンスチールの採用は、「福岡201号新
朝倉橋（上り線）外上部工工事」（国土交通省九州地方整
備局発注、2024年2月22日に横河ブリッジが発表）、「下庄跨
線橋橋梁上部工その４」（岡山県備中県民局発注、2024年
11月28日にJFEスチールが発表）などの事例がある。）

出所）経済産業省 GX推進のためのグリーン鉄研究会フォローアップ会合より引用

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー②公共部門の脱炭素化
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① くらしの脱炭素化

② 公共部門の脱炭素化

③ バリューチェーン全体の脱炭素化

④ 再エネ主力電源化等に向けた取組
（上記以外）

1．エネルギー需要側の脱炭素化の取組
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バリューチェーン全体の脱炭素化に向けた進捗・課題と施策の方向性

CNに向けてはバリューチェーン全体での削減が必要であり、その前提
としてScope3排出量の開示要請が高まっている。

一方で、中小企業の多くには脱炭素経営の意義・必要性が十分
浸透しておらず、算定・削減のためのノウハウや人材も不足。その結
果、削減取組につながるScope3排出量を得ることも難しい状況。

このため、バリューチェーン内での連携により構成企業の算定・削減を
進めるため、連携手法やデータ収集方法（エンゲージメント）に関
するモデル事業を、企業群に加え、業界単位でも実施。

また、地域単位で、中小企業の脱炭素経営支援体制を構築する
ためのモデル事業を全国26地域で実施。

脱炭素経営を担う人材を育成するため、「脱炭素経営アドバイザー
制度」を創設。

さらに、製品単位での排出削減や、削減に寄与する製品の消費者
への浸透を図るため、CFPモデル事業を実施。製品種ごとの算定・
表示ルールの共通化を目指し、業界支援も開始。

グリーンファイナンス市場は年々拡大傾向。一方で、「質」の担保や
裾野の拡大に課題。

進捗・課題 施策の方向性
エンゲージメントの優良事例を集約するとともに、業種単位で

のエンゲージメントの共通化を進め、バリューチェーン全体で
の排出量算定や削減取組を推進する。

全国各地で、継続的な中小企業支援体制を構築するととも
に、優良・先進事例を集約し、取組の他地域展開を図る。

地域金融機関や商工会議所等の支援機関において、プッ
シュ型で地域企業の脱炭素経営を支援できる人材育成を
進める。

業界、製品種毎のCFP算定・表示ルールの共通化等により、
CFP表示を一般化させるとともに、表示の改善等により消費
者の関心・理解度を深め、脱炭素化につながる商品選択を
進める。

グリーンファイナンス市場の意義や課題を改めて整理し、グ
リーンボンド等ガイドラインやグリーンリストの改訂及び市場参
加者の取組支援を通じて、さらなる市場の拡大と質の向上
を図る。

バリューチェーン全体の取組強化

大企業等がサプライヤー等の取引先の省CO2化を牽引し、
Scope3排出量の削減を図る取組を支援。
電化・燃料転換・熱回収等の積極的な省CO2投資や、

設備運用の徹底的な改善を支援。
与信等の事業上のリスクを、バリューチェーン上の大企業含め、

幅広く負担することで、中小企業の再エネ導入を推進。

大企業においてScope3排出量の削減を求める動きが増加している
が、積極的に取り組めている企業はまだ少ない。

これまでの省CO2対策は設備更新の機会を捉えて行う事例が多い
が、更なる削減に向けては前倒しでの設備導入が必要。

中小企業にとって、長期与信を必要とするPPA方式の活用は課題。

中小企業を中心とした工場・事業場の脱炭素化

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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Scope3の排出削減に取り組むことの重要性①
 バリューチェーンの各段階には多くの企業が存在しており、取引関係で繋がっている。
 「製品のライフサイクルの段階ごとに見た、バリューチェーン排出量」、「その他事業を支える活動ごとに見た、

バリューチェーン排出量」が存在し、ある者のScope1,2の削減は、他者のScope3の削減となる。

素材

製造

部品

製造

製品

製造

輸送・

小売
使用 廃棄

上流の間接排出（Scope3） 自社の排出
Scope 1,2

下流の間接排出（Scope3）

資本財

カテゴリ2

出張

カテゴリ6

通勤

カテゴリ7

ストック ヒトの流れ

投資

カテゴリ15

投資

リース（借）

カテゴリ8

リース（貸）

カテゴリ13

不動産

フランチャイズ

カテゴリ14

フランチャイズ

その他、事業を支える活動における排出量 これもScope3

製品のライフサイクルの段階における排出量

カテゴリ1：素材・部品製造の排出
カテゴリ4：輸送・配送（上流）に伴う排出 等

カテゴリ９：輸送・配送（下流）に伴う排出
カテゴリ11：販売した製品の使用に伴う排出
カテゴリ12：販売した製品の廃棄に伴う排出 等

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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Scope3の排出削減に取り組むことの重要性②

自社排出量に加えScope3排出量の削減に取り組むことで、他事業者と連携した削減や
バリューチェーン上の他者の排出削減が促進され、自社だけではできなかったCO2削減ができる。

 この取組は、サプライヤーのビジネスチャンスの拡大にもつながる。

取組例：素材の製造工程で革新的技術を導入
素材製造事業者は、自社の排出削減に成功！
→ 製品製造事業者は、Scop3排出量の削減に成功！

取組例：輸送事業者が梱包を簡素化
排出事業者は、自社の排出削減に成功！
→ 輸送事業者は、Scope3排出量の削減に成功！

素材製造事業者は、脱炭素化につながる素材を他社にも売り込める

輸送事業者は、脱炭素化につながる梱包を他社にも売り込める

素材
製造

部品
製造

製品
製造

輸送・
小売 使用 廃棄

取組例：省エネ性能が高い製品を製造
製品の購入・調達者は、自らの排出削減に成功！
→ 製品製造事業者は、Scop3排出量の削減に成功！

製品製造事業者は、脱炭素化につながる製品を売り込める

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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バリューチェーンからの要請状況

日商・東商の調査結果1では、で取引先等から脱炭素に関する何らかの
要請を受けた中小企業は４社に１社となっており、着実に増加傾向

 大企業中心にバリューチェーン全体の脱炭素化が求められることを背景に、取引先へCO2排出量の
可視化・削減を求める潮流が着実に高まっている状況。

 今後もその流れが拡大した際に、脱炭素経営対応が遅れていると、取引上のリスクとなる恐れがあり、
中堅・中小企業にも早期の対応が求められている。

1. 2024年3-4月の調査結果
出所: 中小企業庁「2023年版 『中小』企業白書」

取引先からの協力要請状況 大企業による要請（例）

取引先からの温室効果ガスの把握、削減に向けた協力要請
【あったと回答した企業の割合】

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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ネット・ゼロに向け中小企業の脱炭素経営の推進は不可欠

 産業・業務部門・エネルギー転換部門に限っても、日本全体の温室効果ガス（GHG）排出量
（11.5億t）のうち中小企業が１割～２割弱（0.9億t～2.1億t）を占めており、ネット・ゼロ実
現には中小企業の取組も不可欠。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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バリューチェーン全体での脱炭素化推進モデル事業

 中小企業を含めたバリューチェーン全体での脱炭素化を進めるため、サプライヤーエンゲージメントに代表される、取引先企業
に対しての働きかけの取組をモデル事業を通じて支援。また業界単位でのScope３算定・１次データ取得の共通ルールや、
エンゲージメント方針に関する共通ガイダンス等の策定に向けた取組も支援。
 令和５年度は個社５件、令和６年度は個社３件・業界企業群３件を選定。
 今後も業界共通ルール整備や、バリューチェーン上で連携した削減計画の具体化および実行に向けた支援を実施予定。

取組
内容

１次データを活用したScope3カテゴリ１算定ガイドラ
イン作成を検討し、試行版として整理した。
業界特性に応じた２種類の算定方法や、

各種論点への対応方法、今後の課題等について記
載。今後、実証等を経てガイド化を予定。

企業個社の取組支援

業界単位の取組支援

（令和６年度 例）  株式会社カナエ

本社：大阪府 事業：軟包装資材の販売・受託包装加工

（令和６年度 例）  一般社団法人プレハブ建築協会

原材料（Scope3のカテゴリ1）の1次データ
入手を進めるため、サプライヤーの意識醸成、
算定研修、算定ツール提供等を実施した。
モデル事業の成果を踏まえ、社内体制構築
も含めその他の上下流企業の算定・削減支
援について検討していく。

取組
内容

 代表：大和ハウス工業
 構成メンバー：
プレハブ建築協会、旭化成ホームズ、積水化学工業、積水ハウス、トヨタホー
ム、パナソニックホームズ、ミサワホーム

令和６年度 モデル事業の成果
【個社（３件）】サプライヤへの
Scope1,2,3/CFPの依頼方法、サプライヤの削
減施策検討事例の積上げ⇒ガイド反映
【業界・企業群（３件）】
業界共通の削減効果試算方法の整備、
Scope3カテゴリ1算定や、1次データ取得方法
検討手順や論点等の積上げ⇒ガイド反映

バリューチェーン全体の脱炭素化に向けた
エンゲージメント実践ガイド

モデル事業結果を踏まえ、
取引先企業への働きかけ
方法について取りまとめ。

Scope3のカテゴリ１※の
削減のためのサプライヤと
の連携に向けて、下請法
に抵触しない意識醸成や
算定の働きかけなどを紹介

※購入した製品・サービス

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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中小企業における脱炭素化促進に向けた環境省の取組
 脱炭素経営の方向性に関わらず、ベーシックなアプローチを「知る」「測る」「減らす」の３ステップを取組共通項として用意
 サプライチェーン全体での脱炭素化促進に向け、環境省では中小企業に対して、多様性のある事業者ニーズを踏まえて、

地域ぐるみでの支援体制の構築を行い、算定ツールや見える化の提供、削減目標・計画の策定、脱炭素設備投資に取り組
んでいく
取組のステップ 取組が評価され企業価値が向上、投融資や事業機会が拡大

取組の動機付け
（知る）

排出量の算定
（測る）

削減目標・計画の策定、脱炭素設備投資
（減らす）

【動機付けを促す資料の例】 算定ツールや見える化の提供
• 支援人材が、中小企業を回る際

に使う対話ツールの提供
• これまで一定以上の排出事業者

のみ利用できたGHG排出量の電
子報告システム（EEGS）を中
小・中堅事業者に算定ツール
（見える化）として提供開始。

※R6年6月より利用開始

カーボンフットプリント（CFP）を活用した官民におけるグリーン製品の調達の推
進と、その基盤となるガイドラインの整備

地域ぐるみでの支援体制の構築
※R5年度は16地域、R６年度は10地域で各地域特性を活かした支援体制構築を推進

• CO2削減目標・計画策定支援
（モデル事業・補助）

• 削減目標・計画に係るセミナー開
催、ガイドブック策定

事業者に対して、削減計画策定支
援（モデル事業やガイドブック等）

• 省CO2型設備更新支援
（1/3, 1/2 or CO2削減比に応じた補
助）

• サプライチェーン企業が連携した設
備更新（1/2 or 1/3補助)

• ESGリース促進
• 環境金融の拡大（金融のグリーン

化）
• グリーントランスフォーメーション推進計

画を実施するために必要な設備資金
（環境・エネルギー対策貸付）

事業者に対して、脱炭素化に向け
た設備更新への補助、ESG金融の
拡大等

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業

 普段から中小企業との接点を持つ地域金融機関・商工会議所等の経済団体等と地方公共団体等の支援機関が連
携し、脱炭素経営普及を目指す、地域ぐるみでの支援体制構築に向けたモデル事業を実施

 R5年度は全国で16件、R6年度は全国で10件のモデル地域を採択し、各地域特性を活かして支援体制構築に向け
た取組を推進

 引き続きモデル事業を推進するとともに、今後こうした取組を全国に広げるべく、本年度は、同様の取組を周辺地域に
波及させるモデル事業等も実施予定。

採択されたモデル地域（R5・R6）地域ぐるみでの支援体制構築（イメージ）

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化



43

脱炭素アドバイザー資格制度の認定事業

出所: 脱炭素アドバイザー資格の認定制度の特設ページ（https://policies.env.go.jp/policy/decarbonization_advisor/）

試験合格者へ資格付与

一般事業
法人等

脱炭素アドバイザー
資格制度

認定ガイドライン

民間資格
制度

民間資格
制度

民間資格
制度

適合性を
審査・認定

環境省認定制度
脱炭素アドバイザーGHG排出量計測

脱炭素化のアドバイス
関連した融資等

脱炭素アドバイザー資格制度の認定（イメージ） 認定資格（2025年４月時点）
資格制度の名称（五十音順） 運営事業者

ベーシック 銀行業務検定試験サステナブル経営サポート 株式会社 経済法令研究会（銀行業務検定協会）

サステナビリティ検定「サステナビリティ・オフィサー」 一般社団法人 金融財政事情研究会

炭素会計アドバイザー資格3級 一般社団法人 炭素会計アドバイザー協会

GX検定 ベーシック 株式会社 スキルアップNeXt

JCNA カーボンニュートラル・アドバイザー・ベーシック 一般社団法人 日本カーボンニュートラル協会

SDGs・ESG金融 株式会社 銀行研修社（一般社団法人金融検定協会）

アドバンスト サステナビリティ脱炭素アナリスト 一般社団法人 金融財政事情研究会

脱炭素経営アドバイザー 株式会社 経済法令研究会（銀行業務検定協会）

炭素会計アドバイザー資格２級 一般社団法人 炭素会計アドバイザー協会

GX 検定 アドバンスト 株式会社 スキルアップNeXt

JCNA カーボンニュートラル・アドバイザー・アドバンスト 一般社団法人 日本カーボンニュートラル協会

カーボンニュートラルアドバイザー 株式会社 銀行研修社（一般社団法人金融検定協会）

中小企業が自社の温室効果ガス排出量を計測し、それに基づく削減対策を進めるためには、中小企業と日常的な接点を
持つ人材が相応の知識を持った上で、アドバイザーとして機能することが必要。
上記の課題に対応するため、脱炭素アドバイザー資格制度の認定の枠組みを創設し、環境省が策定するガイドラインに適

合した資格制度を認定する。
中小企業と接点多い地域の主体（金融機関の営業職員、商工会議所の経営指導員、自治体職員等）の資格取得を

促すことによって、脱炭素化のアドバイスや実践支援を行う人材育成を国として後押しする。
上記に限らず、大企業を含む事業法人の担当者や経営コンサルタントなど、幅広い主体の資格取得を促し、地域社会全

体を脱炭素化に向けて変革していくための人的基盤を強化する。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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温室効果ガス排出量算定・報告・公表（SHK）制度の活用

１．排出量の増減の状況
２．排出原単位の増減の状況
３．排出量の削減に関し実施した措置
（①省エネ、②再エネ、③エネルギー転換、④その他の実施した措置）

４．排出量等の算定方法及び算定の基礎となるデータの管理方法
５．排出量及び調整後排出量以外の排出量並びに吸収量等
（１）排出量及び調整後排出量以外の排出量

（①サプライチェーン排出量算定・削減の取組、
②企業グループ全体の排出量）

（２）他の者の排出量の削減に貢献する取組及び削減貢献量
（①CCUSで他の者の排出量の削減に寄与した量、②その他）

（３）調整後排出量の調整に活用したクレジット以外のクレジットの
取得・活用

（４）自らの吸収等の取組及び吸収量等
６．排出量等の信頼性向上

（①排出量等に対する自らの確認、②第三者による検証又は保証）
７．気候変動関連の目標、計画及び情報開示

• 様式２の運用は、制度開始時から行っており、
順次記載事項を追加してきたところ。

• 集計が終わっている直近2022年度は、27事業者が
様式２を用いて報告があった。

• 報告内容の公表サイトでは、様式２の項目で検索
することができない。

• 非対象事業者の自主登録は、2024年６月から運用開始。
• エネルギー使用量等を入力すると、係数を用いた算定の

手間が省けるために、特にマンパワー・ノウハウのない
中小企業向けに工夫をしたもの。

• 2024年度は、３事業者から自主登録があった。

地球温暖化対策推進法に基づき、全国約13,000の対象事業者が、毎年度の温室効果ガス排出量等を
報告。排出量以外にも、サプライチェーン排出量、削減貢献量、目標・計画・情報開示なども任意で報告
可能だが、利用者は極めて少ないことから、率先取組のPRとして活用を促していく。
2024年度から、報告義務対象者以外の事業者も任意で算定・公表を行うことを可能にしたが、利用者

は 極めて少ないことから、算定ツールとしての活用を推進していく。
SHK制度における任意報告事項（様式２） 非対象事業者の自主的な登録

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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温室効果ガス排出削減等指針①

 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）では、①事業者に対して事業活動に伴う排出削減等（第23条）、
②日常生活における排出削減への寄与（第24条）を求めており、事業者が講ずべき措置について、温室効果ガス排出
削減等指針として、主務大臣が取りまとめ、公表することとしている。

 指針では、BtoC事業者が講ずべき措置として、消費者による脱炭素型の製品等の積極的な選択に資するよう、
正確かつ適切な情報の把握及び提供に努めることを明記している。

BtoC製品・サービスを製造/輸入/販売/提供する事業者
脱炭素型のビジネスモデルへの積極的転換

設備を導入・使用する事業者（≒全事業者）
脱炭素経営の実践、脱炭素技術の前倒し導入

環境省
指針が幅広い事業者に参照されるようにアウトリーチ＋指針に沿って上記取組を行う事業者を支援・後押し

温室効果ガス排出削減等指針（指針）
1.事業活動に伴う排出削減等に関する事項

①排出削減等の適切かつ有効な実施に係る一般的取組
②設備に関する排出削減等に係る措置

2.日常生活における排出削減への寄与に係る措置に関する事項
①BtoC事業者が講ずべき一般的取組
②BtoC事業者が講ずべき具体的な措置

指針に沿った事業者による以下の取組の実践を誘導

 資材及び原材料等の調達に関して、CFPが算定、削減及び開示されている
ものや、企業の脱炭素投資によって生み出された製品単位の温室効果ガス
の排出削減量が大きいものを選択すること、並びに製品の設計及び製造に
関して、自ら製造する製品が、事業の下流の取扱いにおいて温室効果ガス
の排出の量の削減に貢献することが望ましいことを明記。

 「建設業」における削減対策として建設機械の脱炭素化や建設段階におけ
る製品単位の排出削減量が大きい建材等の活用について追記。

 事業者が日常生活用製品等のGHGの排出に関する情報を提供するに
当たって、カーボンフットプリント（CFP)等の算定・表示を行う際には、国内
外のガイドライン・業界ルール等や取組動向に留意しつつ、消費者による脱
炭素型の製品等の積極的な選択に資するよう、正確かつ適切な情報の
把握及び提供に努めることを明記。

 事業者が、国や地方公共団体が促進する日常生活に関する温室効果ガス
の排出の量の削減等に資する生活様式の転換等を図るための活動（デコ
活等）と連携することが望ましいことを追記。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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温室効果ガス排出削減等指針②

環境省では、指針に沿った取組を事業者に促すため、事業者が取り組むべき対策の網羅的なリス
ト、指針で規定されている対策に係る詳細な個票、ガイドブック等を策定し、随時更新するとともに、
専用のウェブサイトを設け、関係する情報の普及に努めている。

指針に位置づけられた削減対策の詳細や、各主体向けのガイドなど、脱炭
素化に向けたお役立ち情報を掲載

• 中小事業者が、指針の内容に沿っ
て具体的な取り組みを進めるにあ
たって、対策の紹介に留まらず、取
組の意義・メリットや、取組のステップ
とステップ毎のポイントなどを整理

• 中小事業者版のほか、地方公共
団体版、ばい煙発生施設版、
BtoC事業者版、金融機関版の５
つの主体向けのガイドブックも策定

• 削減対策の詳細や導入効果
（エネルギー消費量、CO2排出
量、エネルギーコストの削減量）
等について紹介

• 設備別・業種別に検索できるよう
になっている

出所: https://www.env.go.jp/earth/ondanka/gel/ghg-guideline/ -

指針の構成 指針ウェブサイト

指針

ファクト
リスト

参考情報
(ガイドブック)

ファクトリストの内容を一般化した上で、
告示として策定

指針の見直し・拡充に向けた基盤情報として、
事業者に求められる基本姿勢、

取り組むべき網羅的な対策リスト、
参考となる定量情報（性能・コスト水準）を整理

指針に沿った取組を事業者に促す情報として、
指針で規定された各対策の詳細情報、

事業者にとってより分かりやすい定量情報（削減
効果、投資回収年数等）の試算事例等を整理

概念的

具体的

次年度以降の
指針の更なる
見直しに活用

対策個票 中小事業者向けガイドブック

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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工場・事業場の省CO2投資への支援

企業間で連携した省CO2設備投資の促進により、バリューチェーン全体でのCO2排出削減を推進。
加えて、エネルギー起源CO2排出量のより少ない設備・システムへの改修等を行う事業者を支援し、積極的

な省CO2設備投資を後押しするとともに、支援した知見を普及展開し、省CO2化の浸透を図る。

脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業(SHIFT事業)
【令和7年度予算額2,786百万円/令和6年度補正予算額3,000百万円】

事業概要（補助率：1/2、1/3、補助上限：15億円）
代表企業と取引先である連携企業（中小企業等）が行う省CO2効

果の高い設備の導入を補助金で支援する（３カ年以内） 。

• 省CO2効果の高い機器の導入促進、
長期間にわたるCO2削減効果を発現

• CO2排出量を毎年度モニタリング
することでCO2削減量を見える化

• 支援実績から優良事例を広く発信

補助事業の実施 補助事業の効果

設備導入により
省CO2型システム
へ改修

工場・事業場の運用改善をタイムリーに実施し、
CO2削減
データ等を用いて、適正な設備容量への改修計画を
策定、設備更新が図られることでCO2削減

データにより設備稼働の
現状・課題を見える化

①省CO2型システムへの改修支援事業
（補助率：1/3、補助上限：1億円または5億円）
中小企業等におけるCO2排出量を大幅に削減する電化・燃料転換・熱回収等

の取組により、CO2排出量を工場・事業場単位で15%以上又は主要なシステム
系統で30%以上削減する設備導入等を行う民間事業者等を補助金で支援する
（３カ年以内）。

②DX型CO2削減対策実行支援事業（補助率：3/4、補助上限：200万円）
DXシステムを用いた中小企業等の設備運用改善による即効性のある省CO2化や

運転管理データに基づく効果的な改修設計などのモデル的な取組を行う民間事業者
等を補助金で支援する（２カ年以内）。

良好なパートナーシップのもと脱炭素化を推進

事業効果

需要家・投資家
からの評価

バリューチェーン全体の
省CO2設備投資の促進

代表企業

CO2排出削減・産業競争力強化・GX市場創造の実現

連携企業代表企業

製品に関する
CO2(CFP等)

新たな取引先
の獲得

CO2排出量の
削減について合意

連携企業

排出削減対策の実施
（省CO2設備の導入等）

Scope3排出量削減のための企業間連携による省CO2設備投資促進事業
【令和7年度予算額2,000百万円】

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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（参考）Scope3排出量削減事例

＜事業効果＞
 更新設備のCO2削減率（２社計）：約29％
 工場の生産能力向上、取引先とのコミュニケーション増

サントリーグループの包材調達によるCO2排出量は、サ
ントリーの国内バリューチェーン全体排出量の3分の1を占
めている。
取引先2社のCO2排出削減を支援し、バリューチェーン

全体のCO2排出量削減を推進。
株式会社CSIジャパンでは、PETボトルキャップ製造設備

のコンプレッサーとチラー更新で187ｔ-CO2／年を削減。
東洋製罐株式会社では、飲料缶製造ライン等で使用す

る受電用変圧器更新で14ｔ-CO2／年を削減。

＜工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業・企業間連携先進モデル支援での採択事例＞

サントリーホールディングス株式会社

＜事業効果＞
 CO2削減率（４社計）：約36％
 エネルギーコスト削減額（４社計）：12,755千円／年
 連携企業含めた省エネ意識、CO2削減に関する技術レ

ベルの向上

自動車部品メーカーに金属材料を供給する福井鋲螺株
式会社が主導し、Scope3排出量の削減を実現。
外注先の石川メッキ工業株式会社、原材料仕入れ先の

株式会社ワイヤーテクノ、グループ会社の和幸理研株式会
社、自社内５工場の設備の使用状況を調査し、使用頻
度が高い設備の高効率化、太陽光発電の導入を実施。
CO2排出量の削減、エネルギーコストの削減だけでなく、仕

入れ先との“寄り添い活動”を通じて信頼関係を深める。

福井鋲螺株式会社

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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SHIFT事業による燃料転換等の支援

予算額
（補正含む） 採択実績

CO2削減量×耐用年数
（t-CO2）

R3 40億円 136 1,514,066

R4 37億円 50 1,063,436

R5 76.9億円 137 1,028,800

R6 73.6億円 178 567,014

総計 227.5億円 501 4,173,316

全体 ボイラ 空調 HP
冷凍・
冷蔵

工業炉・バーナー・
CGS

工場 252 123 40 6 5 33

事業場 249 32 166 63 50 0

総計 501 155 206 69 55 33

SHIFT事業の工場・事業場毎の導入設備1

SHIFT事業の設備導入事業における採択実績及びCO2削減量

1. 設備毎の数字は、複数の設備を導入している場合の重複計上を含む 

 環境省では「脱炭素技術等による工場・事業場の省CO２化加速事業（SHIFT事業）」により、
企業の設備更新・電化・燃料転換を支援。

 重油等の排出係数が大きい燃料から、都市ガス等への燃料転換を図ることで、工場・事業場にお
けるCO2排出量の削減を推進。

食料品製造工場での事例

C重油焚き蒸気ボイラータービン発電設備を都市ガス焚き蒸気ボ
イラータービン発電設備に燃料転換することで、工場全体のCO2
排出量を約23％（約40,000 t-CO2/年）削減。加えて、オ
ペレーション、メンテナンス性の向上も図られる。

＜日本食品化工株式会社（富士工場）＞

<C重油焚き
蒸気ボイラータービン等>

<都市ガス焚き
蒸気ボイラータービン等>

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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中小企業の再エネ導入に向けた課題

 バリューチェーン上の企業からの要請、電気料金の高騰への対策等の観点から、自身の保有する施設への
太陽光発電の導入を考える中小企業が増えてきており、特に初期投資不要なPPA方式に対する期待値
が高い。

 一方、10～20年程度の長期契約となるPPA方式の活用にあたっては、長期の与信を必要とすることが多く、
中小企業において自社の温室効果ガス削減対策として再エネを導入するにあたり課題となっている。

 与信等の事業上のリスクをバリューチェーン上の企業も含め、関係者で幅広く負担することで、中小企業の
再エネ導入に向けた課題を解消することが求められる。

PPAは与信等の観点から、
事業が成立しないことも多い

与信等の事業上のリスクを幅広い関係者で
負担することで乗り越えられないか

PPA
（10～20年程度の

契約期間）

PPA事業者電力の需要家
バリューチェーン上の企業

保険会社等金融機関等

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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サステナブルファイナンスの推進

脱炭素分野への投資の促進

グリーンファイナンス

2023年度に実施した施策の概要と今後の取組

TCFD提言に沿った情報開示の推進ESG金融ハイレベル・パネル、ESGファイナンス・アワード

トランジション・ファイナンス
• 気候変動対策の着実な移行やイノベーションに向けた取組に

対して資金供給を促進すべく、「トランジション・ファイナンス
にかかるフォローアップガイダンス」や、「ファイナンスド・エミッ
ションの課題解決に向けた考え方」についてとりまとめた。

• 世界初の政府によるトランジション・ボンドとして「クライメート・
トランジション・ボンド・フレームワーク」に基づく「クライメート・
トランジション・ボンド」を発行した。

• 「令和５年度地域金融機関向けTCFD開示に基づくエン
ゲージメント実践プログラム｣を実施し、エンゲージメントに取
り組む地域金融機関に有益と考えられる事項を提示した
「金融機関におけるTCFD開示に基づくエンゲージメント実
践ガイダンス」を公表。

• 金融機関がポートフォリオ・カーボン分析及び移行戦略を検
討するに当たり必要となる取組と課題を明確化し、投融資
先企業の脱炭素化に向けた取組を促進すべく、金融機関
４社に対してパイロットプログラム支援を行い、「ポートフォリ
オ・カーボン分析を起点とした金融機関向け移行戦略策
定ガイダンス」を取りまとめた。

• 金融・投資分野の各業界トップと国が連携し、ESG金融に関
する意識と取組を高めていくための議論を行い、行動する場で
ある「ESG金融ハイレベル・パネル」の第７回会合を開催。

• ESG金融または環境・社会事業に積極的に取り組み、インパ
クトを与えた機関投資家、金融機関、企業等を表彰する
「ESGファイナンス・アワード・ジャパン」を実施。

• 「株式会社脱炭素化支援機構」を設立し、脱炭素に資す
る多様な事業への投融資（リスクマネー供給）を実施。

• 環境金融の拡大に向けた利子補給事業により、地域金
融機関の融資行動の変革と地球温暖化対策のための設
備投資を促進。

• 脱炭素社会の構築に向けたESGリース促進事業により、
リース手法を活用した先端的な設備への投資を促進。

• グリーンファイナンスサポーターズ制度を設置し、市場拡大
に向けた普及促進活動やノウハウ提供を実施。

• グリーンファイナンス発行支援事業によりグリーンファイナンス
での資金調達に係る追加的費用を補助。

• グリーンファイナンスに関する検討会においてグリーンボンド等
ガイドラインや、グリーンリストに関するワーキンググループにて
グリーンリストの改定作業を実施。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化



52

消費選択・調達行動が排出量・排出削減に与えるインパクト

（出典）令和6年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書を基に環境省で作成

 我が国の温室効果ガス排出
量を消費・固定資本形成毎
に見ると、全体の約７割が
消費・調達によるものという報
告がある。

 暮らしにおける消費選択、官
民の調達行動が、我が国の
排出量・排出削減に大きな
インパクトを持つ。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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カーボンフットプリント（CFP）に係るモデル事業

 CFPモデル事業では、令和４年度個社４件、令和５年度個社５件、令和６年度個社４件・業界企業群２件を選定。
 本事業の効果として、過年度の参加企業は、従来品との比較優位を定量的に消費者に訴求できるようになったことに加えて、

算定手法をノウハウとして社内に蓄積できたこと、どのプロセスでどれぐらい排出されたのかが可視化できたこと、施策による削減
インパクトの大小が定量的に分かるようになり、削減戦略に活用できることなどを挙げている。

株式会社ゴールドウイン レコテック株式会社 佐川急便株式会社株式会社Ｉ－ｎｅ、山田製薬株式会社
令和６年度 個社モデル事業の対象製品・サービスと実績例

シャンプーのCFPの9割以上が使用
段階であること、ボトルに比べた場
合のパウチのCFPの削減率を確認

THE NORTH FACE 
バルトロライトジャケット

原材料調達段階での排出量が
全体の約8割を占めることを確認

pool resin製 緩衝材

バージン材を使用した場合よりも、
レジン、緩衝材ともに

CFPが削減されることを確認

飛脚宅配便

宅配便1個当たりのCFPと
再配達によるGHG排出量を算出

BOTANIST 
ボタニカルシャンプー モイスト 

令和６年度 業界支援モデル事業の対象業界・企業群と成果
履物全般文具・事務用品

• 一般社団法人全日本文具協会
• プラス株式会社
• コクヨ株式会社
• シヤチハタ株式会社
• ニチバン株式会社
• 株式会社リヒトラブ
• ゼブラ株式会社

• チヨダ物産株式会社
• 東邦レマック株式会社
• TOSMAX株式会社
• 株式会社ダイマツ
• 山三商事株式会社

文具・事務用品 
カーボンフットプリント
製品別表示ルール

カーボンフットプリント (CFP) 算定・表示ルール
対象製品：履物 (Footwear)
Ver. 1.0

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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カーボンフットプリント表示ガイド

 「カーボンフットプリントの表示等の在り方検討会」における議論を踏まえ、実務の現実性と表示の妥当性の
バランスを取ったCFP表示や背景情報の提供を推進し、企業の取組促進と消費者の行動変容につなげる
ことを目的に、環境省・経済産業省は、令和７年2月「カーボンフットプリント表示ガイド」を公表。

 本ガイドは、事業者のGHG削減取組に関するコミュニケーションツールとしてのCFPの、消費者における認知
度・理解度を高めるため、CFPの表示を促進することを目的とし、その表示方法と算定に関わる情報の
提供に関する考え方を示すもの。

 CFPを表示しなければならないという義務、又はCFPの表示をする際の義務的記載事項について規定する
ものではない。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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目指すべきグリーン製品・サービス市場の姿

 デマンドサイドにおける消費者・官民が脱炭素に資するグリーン製品・サービス※の価値を理解して
購買・消費することが予見でき、サプライサイドにおける各企業の積極的・継続的な脱炭素投資が
行われるような市場を形成することが必要ではないか。

 サプライサイドとデマンドサイドの取組が好循環した市場の定着に向けて、どのような施策が必要か。

目指すべきグリーン製品・サービス市場が形成された社会のイメージ

サプライサイドでの脱炭素投資とデマンドサイドでの購買・消費が
かみ合う好循環が形成され、社会に定着（バリューチェーンのグリーン化）

 積極的・継続的にバリューチェーンの脱炭
素化を推進

 自社の製品・サービスの脱炭素化が企業
価値・競争力・売上げの上昇に直結

環境価値を有し、高品質なグリーン製品・サービスが従来品と競争力を持つ形で提供される

グリーン製品・サービスの価値を評価した購買・消費を行う

サプライヤー・最終製品メーカー 消費者・官民

グリーン製品・
サービス  グリーン製品・サービスが競争力を

持ち、広く流通・販売されている
 グリーン製品・サービスの価値を理解

して、購買・消費を判断

※排出削減努力により、CFPの低減や削減実績量・削減貢献量の
創出等が図られたものを想定。

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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サプライサイドとデマンドサイドの取組の好循環に向けて
 2050年ネット・ゼロ及びＧＸの実現には、あらゆる分野、あらゆる主体における排出削減が必要であり、そのためには、国内で

の脱炭素分野への投資と、その結果生み出される脱炭素に資するグリーン製品・サービスが市場で積極的に評価されることに
よる需要創出の両輪が必要。

 バリューチェーンにおけるサプライサイドでの脱炭素投資とデマンドサイドでの消費・調達の好循環に向けて必要な施策を検討
するため、「グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会」を開催。（本年５月～）

 今後、大手企業がサプライヤー等と連携した取組を後押しすること等により、Scope3を含めた企業単位及びCFP等の製品
単位の排出削減、与信等の課題から再エネの活用が十分に進んでいない中小企業における自家消費型太陽光発電の
導入等を進めていく。

小売・
提供事業者

<サプライサイド> <デマンドサイド>
脱炭素投資・調達先選択 グリーン製品・サービスの需要の顕在化

サプライヤー
最終製品
メーカー

物流
事業者

消費者

リサイクル事業者
グリーン製品・サービスの見える化
• どのような製品・サービスの需要を創出していくか。
• どのようにグリーン製品・サービスを消費者に対し

て分かりやすく訴求するか。
消費者の需要喚起
• グリーン製品・サービスに対する消費者の需要を

喚起するために、どのような施策が必要か。

サプライサイドの企業・製品の排出量の算定
• 中小企業含めたサプライサイド企業のCO2

排出量や製品カーボンフットプリント等の算定
を進めるために、どのような施策が必要か。

バリューチェーン全体の排出削減
• バリューチェーン全体の排出削減に向けて、

省エネ・再エネ、調達先選択等の行動を促す
ために、どのような施策が必要か。

1

2

3

4

グリーン
製品・サービス

グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会

高村ゆかり 東京大学未来ビジョン研究センター教授（座長）

伊坪徳宏 早稲田大学理工学術院創造理工学部
環境資源工学科教授

稲垣孝一 Green×Digitalコンソーシアム 
見える化WG 主査

北村暢康 The Consumer Goods Forum
日本サステナビリティローカルグループ共同議長

末吉里花 一般社団法人エシカル協会 代表理事

渡慶次道隆 株式会社ゼロボード 代表取締役

藤崎隆志 公益財団法人日本環境協会エコマーク事業部長

森原誠 ボストンコンサルティンググループ
マネージング・ディレクター＆パートナー

※オブザーバーとして、計16の関係省庁・団体が参画

検討事項 委員（敬称略）

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー③バリューチェーン全体の脱炭素化
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① くらしの脱炭素化

② 公共部門の脱炭素化

③ バリューチェーン全体の脱炭素化

④ 再エネ主力電源化等に向けた取組
（上記以外）

1．エネルギー需要側の脱炭素化の取組
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再エネ最大限導入を地域共生型で進めるために

 NDCや2050年ネットゼロの実現に向け、地域や自然と共生しながら、再エネを最大限導入。地域資源である再エネを活
用し、地域からのGX、経済活性化、災害に強い地域づくりに貢献。

 太陽光については、次世代型太陽光や初期費用ゼロ型等の先進技術・方式の需要創出に取り組みつつ、公共施設、ビ
ル、工場、倉庫等の屋根や壁面等において集中的・重点的に導入拡大。

 再エネ設備の廃棄・リサイクルについて、制度的な議論やリサイクル技術の高度化等を進め、計画的に対応。

①地域脱炭素を通じた地域共生型再エネ導入

④効果的・効率的な環境配慮
②公共施設への率先導入と需要創出

③民間・住宅における自家消費の更なる推進

⑤計画的かつ適正な廃棄・リサイクルの実施

生物多様性・自然との共生が確保された再エネ導入に向け、風力に係る
環境アセスの最適化や自然を生かした再エネ技術実証等を推進。

政府や自治体の施設、独立行政法人等での導入を推進。
ペロブスカイト太陽電池については、2025年から早期に国内市場を立ち上げ、
2025年がペロブスカイト元年となるよう、需要創出に取り組む。

民間・住宅における自家消費の更なる推進に向け、初期費用ゼロ型太陽光
やソーラーカーポート、建材一体型太陽光等への支援に取り組む。

今後の廃棄のピークを見据え、適正な廃棄・リサイクル実施に向け、計画的
に対応。

脱炭素先行地域での取組や温対法に基づく促進区域等の活用を推進。

バイオガスプラント(北海道上士幌町)

神奈川県厚木市

促進事業計画の認定事例
(富山県氷見市)
出所：
氷見ふるさとエネルギー
株式会社、氷見市

ソーラーカーポート

新宿御苑ミュージアム

建材一体型太陽光
資料提供：大成建設株式会社・株式会社カネカ
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民間企業等による自家消費型太陽光発電の促進
（令和３年度～令和６年度補助事業の実施結果）

 民間企業における自家消費型太陽光発電や蓄電池の導入を加速するため、補助事業を実施。令和3～6年度にかけて、
屋根太陽光、ソーラーカーポート、営農地、ため池等への太陽光発電652MWを支援。

建材一体型太陽光発電

需要家（民間企業等）

太陽光パネル等設置

電気利用料

PPA 発電事業者

初期投資ゼロで自家消費。
大手電力、地域新電
力のほか、ガス、石油、
通信等様々な担い手。
脱炭素への移行を支
えるビジネスに。

■PPAモデル

再エネポテンシャルを有効活用するため、地域との共生を前提と
した上での新たな手法。

■ソーラーカーポート

片山工業株式会社の本社工場の駐車場に自家消費型の太陽光
発電設備を搭載したカーポートや蓄電池システム、EV充電設備を導
入した事業である。

【自己所有】 サングルポ阿南協同組合 【オンサイトPPA】 みずほリース株式会社

太陽光発電及び蓄電システムの導入により、宮崎大学内の2つのキャン
パスで施設全体の約2割程度の電力消費量を再エネ電力で賄うことを
目的とした事業である。

【需要場所】ショッピングプラザアピカ
【発電容量】338kW

【需要場所】国立大学法人宮崎大学（2キャンパス）
【発電容量】3,160kW

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 合計

屋根太陽光 184MW 175MW 120MW 88MW 567MW

ソーラーカーポート 8MW 16MW 23MW 14MW 61MW
営農型・ため池等 2MW 9MW 11MW 3MW 25MW

合計 194MW 200MW 154MW 105MW 653MW
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ペロブスカイト太陽電池の初期需要の創出

 ペロブスカイト太陽電池の早期の社会実装に加え、事業者の一定の投資予見性を確保し、生産体制構築
を促す観点から、初期需要の創出を行う。

 GI基金による実証事業等により得られている知見を踏まえつつ、将来の普及も見据えて拡張性が高い設置
場所への導入を支援することで、社会実装モデルの創出を目指す。

項目 概要

補助対象者  地方公共団体・民間企業等

補助対象費用  性能基準等を満たすフィルム型ペロブスカイト太陽電池モジュール・付帯設備及びその設置費用

主な要件  従来型の太陽電池では設置が難しい場所に導入する事業であること
 一定以上の導入規模が見込めること
 需要地と近接し、一定上の自家消費率があること
 施工・導入後の運用・実績に関するデータを提出できること 等

補助率  2/3、3/4※
※防災力の強化やサプライチェーンの脱炭素化に資する等の一定の要件を満たすもの

公募時期  令和７年秋頃を予定

補助期間  2カ年

※上記の項目はいずれも検討中のものであり、実際の要件等については公募開始時の情報を参照。
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お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業
（経済産業省連携事業）

補助事業対象の例

間接補助事業（補助率：２／３、３／４）

ペロブスカイト太陽電池の導入初期における発電コストの低減のため、将来の普及
フェーズも見据えて拡張性が高い設置場所（同種の建物への施工の横展開性が高い場所、
需要地と近接した場所や自家消費率が高い場所、緊急時の発電機能等が評価される場所
等）への導入を支援することで、社会実装モデルの創出に貢献する。
＜対象＞
・従来型の太陽電池では設置が難しい場所に導入する事業であり、一定の要件を満たす
もの

＜主な要件＞
・導入するフィルム型ペロブスカイト太陽電池が性能基準を満たすこと
・同種の屋根等がある建物への施工の横展開性が高いこと
・導入規模の下限、補助上限価格
・施工・導入後の運用に関するデータの提出 等

軽量・柔軟などの特徴を有するペロブスカイト太陽電池は、これまで太陽電池が設置困難であった場所にも設置を可能とするとととも
に、主な原料であるヨウ素は、我が国が世界シェアの約30%を占めるなど、再エネ導入拡大や強靱なエネルギー供給構造の実現にもつ
ながる次世代技術である。ペロブスカイト太陽電池の国内市場立ち上げに向け、その導入を支援することで、導入初期におけるコスト
低減と継続的な需要拡大に資する社会実装モデルの創出を目指す。

ペロブスカイト太陽電池の国内市場立ち上げに向け、社会実装モデルの創出に貢献する自治体・民間企業を支援します

地方公共団体、民間事業者・団体

令和7年度～
環境省 大臣官房 地域脱炭素推進審議官グループ 地域脱炭素事業推進課 電話：03-5521-8233
環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341
資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課 電話：03-3501-4031

■補助対象

フィルム型ペロブスカイト太陽電池の導入イメージ

【令和７年度予算 5,020百万円（新規） 】
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環境アセスメントの最適化等による風力発電促進

 洋上風力発電事業について、国が海洋環境等の保全の観点から調査を行った上で促進区域等を指定する
とともに、これに相当する事業者の環境影響評価手続の一部を適用除外とする仕組みについて検討し、適正
な環境配慮を確保しつつ円滑な事業の実施を促進する。

 陸上風力発電事業についても、事業特性を踏まえた効果的・効率的な環境影響評価の実施を図るため、
必要な措置を講ずる。 

＜地球温暖化対策計画（令和７年２月）＞

〇洋上風力について
・令和６年３月、洋上風力発電事業について、適正な環境配慮を確保するための新たな環境影響評価
制度の在り方に関する答申がとりまとめられた。
・答申を踏まえて、第217回国会において、国が海洋環境等の保全の観点から調査を行った上で促進区
域等を指定し、これに相当する事業者の環境影響評価手続の一部を適用除外とする仕組みを盛り込ん
だ再エネ海域利用法改正法案を提出した。（令和7年6月3日成立）
〇陸上風力について
・令和７年３月、風力発電事業に係る環境影響評価の在り方に関する答申が取りまとめられた。
・答申では、立地誘導による導入促進、現行の法対象規模を下回る事業に係る効果的かつ効率的な環
境配慮の確保、建替事業に係る効果的かつ効率的な環境影響評価手続の実施が求められている。
・答申を踏まえて、第217回国会において、陸上風力発電を含む、工作物の建替事業に係る配慮書手続
の見直しを盛り込んだ環境影響評価法改正法案を提出した。（令和7年6月13日成立）
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（参考）海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に
関する法律の一部を改正する法律案

背景・必要性

○我が国における2050年カーボンニュートラルの達成に向けて、
洋上風力発電は、再生可能エネルギーの主力電源化に向け
た切り札とされている。

○2030年までに1,000万kW、2040年までに3,000万kW～4,500万
kWの案件形成目標を掲げており、領海及び内水における海洋
再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促
進に関する法律（以下、「再エネ海域利用法」という。）に基づく
案件形成の促進に加え、我が国の排他的経済水域（以下、
「EEZ」という。）における案件形成に取り組んでいく必要がある。

○こうした中、現在の再エネ海域利用法では、適用対象を「領海
及び内水」としており、EEZについての定めはないことから、
EEZにおける海洋再生可能エネルギー発電設備の設置に係る
制度を創設する。

○また、洋上風力発電事業の案件形成の促進に当たって、海洋
環境等の保全の観点から適切な配慮を行うため、海洋再生可
能エネルギー発電設備整備促進区域（以下、「促進区域」とい
う。）の指定の際に、国が必要な調査を行う仕組みを創設する。

【目標・効果】
EEZにおける海洋再生可能エネルギー発電設備の設置許可や、

海洋環境等の保全に配慮した海洋再生可能エネルギー発電設
備整備促進区域の指定を通じて、海洋再生可能エネルギーの
導入拡大を図る。
（KPI）

2030年までに1,000万kW、
2040年までに3,000万kW～4,500万kWの案件形成

法案の概要

○EEZに設置される洋上風力発電設備について、長期間の
設置を認める制度を創設。

【ＥＥＺにおける洋上風力発電設備の設置までの流れ】

④経済産業大臣及び国土交通大臣は、協議会において協議が調った

事項と整合的であること等の許可基準に適合している場合に限り、

設置を許可することができる。

③経済産業大臣及び国土交通大臣は、仮の地位の付与を受けた事業

者、利害関係者等を構成員とし、発電事業の実施に必要な協議を

行う協議会を組織するものとする。

②募集区域に海洋再生可能エネルギー発電設備を設置しようとする

者は、設置区域の案や事業計画の案を提出し、経済産業大臣及び

国土交通大臣による仮の地位の付与を受けることができる。

①経済産業大臣は、自然的条件等が適当である区域について、公告

縦覧や関係行政機関との協議を行い、募集区域として指定すること

ができる。

※EEZにおける洋上風力等に係る発電設備の設置を禁止し、募集区
域以外の海域においては設置許可は行わない。

○促進区域（領海及び内水）及び募集区域（EEZ）の指定等
の際に、海洋環境等の保全の観点から、環境大臣が調査
を行うこととし、これに伴い、環境影響評価法の相当する手
続を適用しないこととする。

（令和7年6月3日成立）
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（参考）洋上風力発電事業に係る環境配慮イメージ
１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー④再エネ主力電源化等に向けた取組
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（参考）「今後の環境影響評価制度の在り方について（答申）」及び
「風力発電事業に係る環境影響評価の在り方について（二次答申）」

①前回法改正事項の点検

（配慮書手続の在り方）
 配慮書手続は制度として維持していくことが適当。今後は、当該手続をより効果的に機能させるために、複数案の考え方等について検討を進め、関係法令等の見

直しや、ガイドラインの整備を進めていくことが必要。
（報告書手続の在り方）
 報告書手続は制度として維持していくことが適当。今後は、環境省が発電所事業の報告書を取得することができる仕組みを早急に構築し、事後調査等の実施結

果を一元的に管理・分析することによって、後続事業全体に係るより効果的かつ効率的な環境影響評価の実施につなげていくことが期待される。

②陸上風力発電の導入促進に当たって必要となる環境配慮の確保

（立地誘導による導入促進）
 陸上風力発電事業による環境影響（鳥類、景観、騒音等）の程度は、一般に、風車の立地場所や配置によるところが大きいため、環境影響を回避・ 低減し、

環境配慮が確保された陸上風力発電事業を最大限導入するためには、環境影響の懸念が小さい適地へ、事業を誘導する仕組みの検討が必要。
（現行の法対象規模を下回る事業に係る効果的かつ効率的な環境配慮の確保）
 風力発電事業では、現行の法対象規模未満（3.75万kW未満）の事業であっても、立地によっては、環境影響の程度が著しいものとなるおそれがあるため、例え

ば、第二種事業の規模要件を引き下げ、立地により、環境影響の程度が著しいものとなるおそれがあるものを法の対象とする等の措置が求められる。
（建替事業に係る効果的かつ効率的な環境影響評価手続の実施）
 区域や規模等に大きな変更がない建替事業については、現行の配慮書に代わり、事業の概要や、事後調査等の実施結果等を踏まえた発電所の設置に 係る環

境配慮の方針等を記載した簡潔な書類を作成・公表し、必要に応じ国が意見を述べる等の仕組みを設けることが適当。なお、建替事業に係る配慮書手続の見直し
は、それぞれの事業特性を考慮 し、風力発電事業以外の他の事業種も対象となり得る制度とすることが適当。

③現行制度の課題等への対応

（環境省による環境影響評価図書の継続的な公開）
 様々な公益に資するよう、環境省が環境影響評価図書を継続的に公開することが可能となるような制度上の仕組みを早急に確立するべき。
（戦略的環境影響評価の実現）
 戦略的環境影響評価の実現に向けて、持続可能性アセスメントも視野に入れ、検討を進めていくことが求められる。
（累積的な環境影響への対応）
 諸外国の事例等を整理の上、累積的な環境影響評価に係る技術的な考え方等について検討を行い、ガイドライン等を策定していくことが必要。
（環境影響評価に係る技術の向上と環境情報基盤の充実化）
 生物多様性保全等の観点から、技術的なガイドライン等の整備を進めていくことが求められる。また、アセスに係る人材育成、環境情報基盤の充実化に 取り組む

ことが必要。
（環境影響評価法の対象とすべき新たな事業に関する検討）
 海洋等において将来的に実施が見込まれる大規模な新規事業について、あらかじめ事業の動向を注視し、科学的知見の収集を図っていくことが必要。

（令和7年3月6日、中央環境審議会）
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（参考）環境影響評価法の一部を改正する法律案の概要
工作物の建替えの時期を迎える事業に対する環境影響評価手続（アセス手続）の見直しを図るとともに、アセス
手続において作成した書類（アセス図書）に含まれる環境情報の活用を進める。
■ 背景
○ 環境影響評価法は、事業者自らが事業の実施前に環境保全のための検討をし、よりよい事業計画を作り上げていくためのプロ

セスを定めた手続法。
○ 同法の施行から四半世紀以上が経過し、アセス手続の対象となる工作物も建替えの時期を迎える事業が生じている。
○ 現行法は、事業の位置や規模が大きく変わらない建替えに対する規定がなく、新規事業と同様に事業位置の検討や周辺環境の調査を課して

おり、適正な環境配慮は維持しつつ、合理化することが可能。
○ 現行法に基づく事業者によるアセス図書の公表期間は概ね１か月程度に限られている。後続事業者における効果的なアセスの実施や近傍の

複数の事業による累積的な環境影響の評価に、既存のアセス図書の情報を十分に活用できない。

■ 主な改正内容
①建替事業を対象としたアセス手続の見直し

○ 建替事業 (※) に係る配慮書（建替配慮書）については、位置が大きく変わらない
ことから、事業実施想定区域に係る周囲の概況などの調査を不要とする一方で、
既存事業の環境影響を踏まえ、新設する工作物についての環境配慮の内容を
明らかにすることとする。  
※ 既設工作物を除却又は廃止し、同種の工作物を同一又は近接した区域に新設する事業。

  ○ 環境大臣等は、既存事業に伴う懸念事項を含め、建替配慮書に対する意見を述べる
ことを可能とする。

②アセス図書の継続公開 
○ 事業者による縦覧等の期間後においても、環境大臣がアセス図書を入手した上で、

インターネットにより継続公開することを可能とする。
※このほか、平成23年改正において手当てする必要があった法第21条、第41条

及び第54条について、規定の修正を行う。
＜施行期日＞

公布の日から起算して2年を超えない範囲で政令で定める日。
ただし、②については公布の日から起算して１年を超えない範囲で政令で定める日

（令和7年6月13日成立）
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水素社会の実現に向けた取組
■水素社会実現に向けて、地方創生にもつながる再エネ等の地域資源を活用した実証事業や水素活用機器

等への補助事業を推進。
■2023年度は、例えば、水素と生ごみより製造したバイオガスを用いてメタネーションを行う実証事業、既存LP

ガス配送トラックに水素吸蔵合金を混載し大学宿舎等で利用するサプライチェーン構築実証などを実施。

交通分野における水素関連の技術開発・実証事業や導入支援事業
水素内燃機関を活用した重量車両の開発・実証を支援するとともにFCバス、FCフォークリフトの導入補助を実施
地域における自立分散型エネルギーシステム構築事業や水素利活用機器の導入支援事業

地域での自立分散型水素利活用につながる支援や水素への移行期における混焼機器等の導入支援

再エネ等を活用した水素社会推進事業
地域特性に応じて「つくる」「はこぶ・ためる」「つかう」
の一気通貫した水素サプライチェーン実証事業を、
これまで13地域で実施

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー④再エネ主力電源化等に向けた取組
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SHK制度におけるカーボンリサイクル燃料の扱いについて

 温室効果ガス・排出量算定・報告公表制度（SHK制度）は、温対法に基づき、温室効果
ガスを一定量以上排出する事業者に、排出量の算定と国への報告を義務付ける制度。

 R6年度報告（R5年度実績）までは、自らが排出する温室効果ガスを回収した場合は、
その回収分は報告すべき排出量にカウントしないとしている一方、合成メタンを含む
カーボンリサイクル製品の利用者が排出計上するルールとなっていた。

 カーボンリサイクルの促進の観点から、昨年度ルールの詳細について検討を進め、回収
価値とそこから生じる排出削減価値の移転が原排出者・利用者間で合意されていることを前提とし、
排出削減価値の移転の結果を排出削減価値分を基礎排出量に反映することとした。これに必要な
法令等の改正を行い、 R7年度報告（R６年度実績）から適用開始。

＜具体的なイメージ＞

原排出者 利用者回収者

CO2回収価値
3,000[tCO2]

原排出者 回収者 CR製品製造者 利用者

デフォルト 3,000 － 3,000

価値の移転後

3,000 ー 0

0 ー ー 3,000

1,500 ー ー 1,500
▲1,500

例：ガス会社

CR製品製造者

CO2 CH4

 CO2と証書を一緒に調達し、
排出ゼロメタンとして販売する

 証書を調達せず（CO2を安く
譲り受ける等して）通常のメタ
ンと同じように販売する 等

3,000

3,000 ▲3,000

3,000
▲3,000

3,000 ▲1,500

CO2
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地球温暖化対策技術開発と社会実装
 将来にわたる大きな温室効果ガスの削減が期待できる地球温暖化対策技術の開発・実証を強力に推進。

主なプロジェクトの概要は以下のとおり。

CCU技術の活用

 CO2を資源として有効利用す
るCCU（Carbon Capture 
and Utilization）技術の社
会実装に向け、人工光合成技
術を活用してCO2からCOを電
気分解する技術の開発・実証
を推進。

GaNデバイスによる省エネ

革新的触媒技術の開発・実証

バイオマス資源循環 グリーン水素製造 プラスチック資源循環

多元素ナノ合金・非在来型プロセス

触媒製造＆リサイクル

窒化ガリウム（GaN）等を活用し、電気自動車・データ
センター等パワーエレクトロニクスシステムを搭載する分野
でのエネルギー効率の最大化を目指して、GaNウエハ、デ
バイス、モジュール・最終製品（EV車両）の開発・実証
を一気通貫で実施。

超急速充電器・車載用高性能充電
システム（オンボードチャージャー）

高品質GaN種結晶
超低抵抗な
OVPEウエハ

大電力に適した
縦型デバイス

EV用インバーターSiCSi GaN

損失5W⇒0.75W

エ
ネ

ル
ギ

ー
損

失

CO2排出量
-85%

GaNインバータ活用による省エネ効果

農業系バイオマス等の地域資源の活用・循環、グリーン水素製造
のための触媒技術の開発・実証を推進。

インバータのイメージ図

１．エネルギー需要側対策・再エネ・省エネ関連 ー④再エネ主力電源化等に向けた取組



70

２．地域脱炭素関連
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地域脱炭素ロードマップ（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議※決定・同年10月22日閣議決定地球
温暖化対策計画）に基づき、脱炭素事業に意欲的に取り組む地方公共団体等を複数年度にわたり継続的かつ包
括的に支援する地域脱炭素推進交付金 により、
①脱炭素先行地域：脱炭素と地域課題解決の同時実現のモデルとなる脱炭素先行地域を2025年度までに少なく

とも100か所選定し、2030年度までに実施
②重点対策加速化事業：全国で重点的に導入促進を図る屋根置き太陽光発電、ZEB(ゼロエネルギービルディング)、

ZEH (ゼロエネルギーハウス)、EV(電動車）等の重点対策加速化事業を実施

★

地域脱炭素ロードマップ(令和3年6月9日国・地方脱炭素実現会議決定）の概要
地域脱炭素ロードマップの主要施策

★★

（令和４年度創設、令和７年度予算額：385.2億円、令和６年度予算：425.2億円）

〇見えてきた課題や新しい技術への対応

脱
炭
素
で
強
靭
な
活

力
あ
る
地
域
社
会
を

全
国
で
実
現

全
国
で
多
く
の

脱
炭
素
ド
ミ
ノ

〇少なくとも100か所の脱炭素先行地域を選定

〇全国で重点対策加速化事業を選定

※国・地方脱炭素実現会議構成メンバー
＜政府＞ 内閣官房長官（議長）、 環境大臣（副議長）、 総務大臣（同）、

内閣府特命担当大臣（地方創生）、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣
＜地方自治体＞ 長野県知事、軽米町長、横浜市長、津南町長、大野市長、壱岐市長

2022 2030 20502025

〇地域脱炭素の基盤（地域金融機関・地域中核企業・
都道府県等を巻き込んだ横展開の取組）を構築

２．地域脱炭素関連
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(参考)地域脱炭素ロードマップの進捗状況(1)脱炭素先行地域づくり
〇脱炭素先行地域(2030年度までに民生部門の電力消費と中心に
CO2排出の実質ゼロを実現する地域)について、88地域を選定し、
地域脱炭素推進交付金により支援。

〇脱炭素先行地域の範囲を超えて活躍しうる地域エネルギー会社等
との連携により、脱炭素先行地域外への展開に向けた地域脱炭素
の基盤構築を推進。(脱炭素先行地域の取組を波及させる仕組)

〇選定された脱炭素先行地域の先進性・モデル性の類型について、
「地域課題解決」、「地域脱炭素の基盤創出」等の４つの観点から
整理し、2024年3月以降公表。

〇毎年度のフォローアップを通じて、特筆すべき取組事例や課題克服
事例を発信。

〇事業開始後３年程度を目途に中間評価を実施し進捗を確認。

(2)脱炭素の基盤となる重点対策の全国実施
〇全国で重点的に導入促進を図るべき屋根置き等の自家消費型太
陽光発電、ZEB・ZEH、地域共生型再エネ、ゼロカーボン・ドライブ
等の取組を地方公共団体が複数年度にわたり複合的に実施する重
点対策加速化事業については、171地方公共団体を選定し、地域
脱炭素推進交付金（令和6年度予算425億円、令和5年度補正
予算135億円）により支援。

〇地方公共団体・事業者等の利便性向上の観点から、地域脱炭素
の取組に対する関係府省の主な支援ツール・枠組み(1府6省174
事業)を2022年度以降、毎年度取りまとめ公表。

〇地方公共団体実行計画（事務事業編）に基づいて行う公共施
設等の脱炭素化に係る地方単独事業に対して、脱炭素推進事業
債を2023年度に創設（事業費1000億円。2023年度同意等予
定額は約604億円。）

※主な取組を記載

(3)地域の実施体制構築と国の積極支援のメカニズム構築
〇地方環境事務所が中心となった地方支分部局間の連携や地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業等により地域の支援体制を確保。
〇区域の排出量算定ツール（自治体排出量カルテ）や地域経済循環分析ツール等の政策立案等に資するツールを提供。
〇脱炭素まちづくりアドバイザー制度を創設しこれまで96件の専門家を地方公共団体に派遣。また、地方公共団体職員等に対する研修を実施
〇脱炭素アドバイザー資格制度認定事業により、脱炭素化推進に向けて適切な知識を備えた人材がその機能を発揮できるように取組を推進
〇株式会社脱炭素化支援機構による投融資(2025年現時点37件)やふるさと融資の特例により金融面から支援。
(4)ライフスタイルイノベーション
〇カーボンフットプリント(CFP)算定指針公表や企業のCFP算定支援により脱炭素化の見える化を促進。
〇脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの実現に向けた国民の行動変容を起こすための国民運動として、デコ活を推進。
(5)制度改革等（ルールのイノベーション）
〇地域共生型再エネの促進に向け、地球温暖化対策推進法に基づく再エネ促進区域制度を創設。56の再エネ促進区域が設定済。
〇洋上風力について、環境影響評価法の相当する手続を適用しないこととする制度の創設を盛り込んだ再エネ海域利用法の改正法案を検討。
〇地熱発電について、地熱開発のリードタイムを二年短縮するとともに、自然公園法・温泉法の運用見直しやIoT活用によるモニタリングを実施。
〇住宅・建築物について、建築物省エネ法を改正し、原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け。

地域脱炭素ロードマップの進捗状況
２．地域脱炭素関連
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ゼロカーボンシティ

 2025年6月30日時点で1182自治体（46都道府県、655市、22特別区、398町、61村）が
ゼロカーボンシティを表明。前回(2025年3月31日)より21自治体増加。

■環境省では、「2050 年に CO2（二酸化炭素）を実質ゼロにすることを目指す旨を公表した地方自治体」を
ゼロカーボンシティとして集計・公表しております。 

ゼロカーボンシティとは

1182自治体

4

宣言自治体数の推移

（国のカーボンニュートラル宣言）

都道府県別表明割合新規表明自治体

※表明数は都道府県自体及び市区町村の合計

都道府県名 表明済合計 表明割合 都道府県名 表明済合計 表明割合
北海道 170 94% 滋賀県 10 50%
青森県 20 49% 京都府 20 74%
岩手県 26 76% 大阪府 33 75%
宮城県 21 58% 兵庫県 27 64%
秋田県 12 46% 奈良県 8 20%
山形県 26 72% 和歌山県 6 19%
福島県 25 42% 鳥取県 11 55%
茨城県 38 84% 島根県 14 70%
栃木県 26 100% 岡山県 20 71%
群馬県 22 61% 広島県 13 54%
埼玉県 53 83% 山口県 9 45%
千葉県 37 67% 徳島県 7 28%
東京都 52 83% 香川県 11 61%
神奈川県 29 85% 愛媛県 11 52%
新潟県 21 68% 高知県 20 57%
富山県 14 88% 福岡県 39 64%
石川県 15 75% 佐賀県 11 52%
福井県 12 67% 長崎県 15 68%
山梨県 28 100% 熊本県 29 63%
長野県 45 58% 大分県 12 63%
岐阜県 24 56% 宮崎県 18 67%
静岡県 25 69% 鹿児島県 32 73%
愛知県 33 60% 沖縄県 7 17%
三重県 25 83%

新潟県 南魚沼市 山口県 美祢市

鳥取県 岩美町 山口県 岩国市

群馬県 伊勢崎市 北海道 蘭越町

群馬県 桐生市 千葉県 旭市

兵庫県 三木市 石川県 中能登町

福岡県 八女市 北海道 寿都町

香川県 綾川町 東京都 東大和市

鹿児島県 伊仙町 北海道 仁木町

北海道 神恵内村 東京都 立川市

神奈川県 愛川町 大分県 豊後大野市

北海道 新冠町


都道府県別表明数

				※データは作成時点で更新（元のExcelからコピーして値を貼付け） サクセイ ジテン コウシン モト アタイ ハリツ

				D:\Box\大臣官房_地域脱炭素政策調整担当参事官室\02.作業依頼対応\01 ゼロカーボンシティ関係\◆【作業用】表明団体リスト

				【作業用】ZCC表明団体リスト(240401~) .xlsm　（都道府県別表明数シートからコピーして値を貼付け）



						都道府県番号 トドウフケンバンゴウ		都道府県名 トドウフケン メイ		都道府県
表明済 トドウフケン ヒョウメイ		市町村
表明済 シチョウソン ヒョウメイ スミ		表明済
合計 ヒョウメイ ゴウケイ		表明前 ヒョウメイ マエ		総数 ソウスウ		表明割合 ヒョウメイ ワリアイ				都道府県名 トドウフケン メイ		都道府県
表明済 トドウフケン ヒョウメイ		市町村
表明済 シチョウソン ヒョウメイ スミ		表明済
合計 ヒョウメイ ゴウケイ		表明前 ヒョウメイ マエ		総数 ソウスウ		表明割合 ヒョウメイ ワリアイ

						1		北海道		1		164		170		0.9444444444		180		94%				滋賀県		1		9		10		10		20		50%

						2		青森県 アオモリケン		1		19		20		0.487804878		41		49%				京都府 キョウトフ		1		19		20		7		27		74%

						3		岩手県 イワテケン		1		25		26		0.7647058824		34		76%				大阪府 オオサカフ		1		32		33		11		44		75%

						4		宮城県 ミヤギケン		1		20		21		0.5833333333		36		58%				兵庫県 ヒョウゴケン		1		25		27		16		42		64%

						5		秋田県 アキタケン		1		11		12		0.4615384615		26		46%				奈良県 ナラケン		1		7		8		32		40		20%

						6		山形県 ヤマガタケン		1		25		26		0.7222222222		36		72%				和歌山県 ワカヤマケン		1		5		6		25		31		19%

						7		福島県 フクシマケン		1		24		25		0.4166666667		60		42%				鳥取県 トットリケン		1		9		11		10		20		55%

						8		茨城県 イバラキケン		0		38		38		0.8444444444		45		84%				島根県 シマネケン		1		13		14		6		20		70%

						9		栃木県 トチギケン		1		25		26		1		26		100%				岡山県 オカヤマケン		1		19		20		8		28		71%

						10		群馬県 グンマケン		1		19		22		0.6111111111		36		61%				広島県 ヒロシマケン		1		12		13		11		24		54%

						11		埼玉県 サイタマケン		1		52		53		0.828125		64		83%				山口県 ヤマグチケン		1		6		9		13		20		45%

						12		千葉県 チバケン		1		35		37		0.6727272727		55		67%				徳島県 トクシマケン		1		6		7		18		25		28%

						13		東京都 トウキョウト		1		49		52		0.8253968254		63		83%				香川県 カガワケン		1		9		11		8		18		61%

						14		神奈川県 カナガワケン		1		27		29		0.8529411765		34		85%				愛媛県 エヒメケン		1		10		11		10		21		52%

						15		新潟県 ニイガタケン		1		19		21		0.6774193548		31		68%				高知県 コウチケン		1		19		20		15		35		57%

						16		富山県 トヤマケン		1		13		14		0.875		16		88%				福岡県 フクオカケン		1		37		39		23		61		64%

						17		石川県 イシカワケン		1		13		15		0.75		20		75%				佐賀県 サガケン		1		10		11		10		21		52%

						18		福井県 フクイケン		1		11		12		0.6666666667		18		67%				長崎県 ナガサキケン		1		14		15		7		22		68%

						19		山梨県 ヤマナシケン		1		27		28		1		28		100%				熊本県 クマモトケン		1		28		29		17		46		63%

						20		長野県 ナガノケン		1		44		45		0.5769230769		78		58%				大分県 オオイタケン		1		10		12		8		19		63%

						21		岐阜県 ギフケン		1		23		24		0.5581395349		43		56%				宮崎県 ミヤザキケン		1		17		18		9		27		67%

						22		静岡県 シズオカケン		1		24		25		0.6944444444		36		69%				鹿児島県 カゴシマケン		1		30		32		13		44		73%

						23		愛知県 アイチケン		1		32		33		0.6		55		60%				沖縄県 オキナワケン		1		6		7		35		42		17%

						24		三重県 ミエケン		1		24		25		0.8333333333		30		83%
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「都道府県別表明数」と
「新規表明団体」の両シートを更新する事

../../../◆【作業用】表明団体リスト

新規表明団体

				※自治体名は表明順（表明数によって適宜サイズ感は調整） ジチタイ メイ ヒョウメイ ジュン ヒョウメイ スウ テキギ カン チョウセイ



						新潟県		南魚沼市 ミナミウオヌマ シ				山口県		美祢市

						鳥取県 トットリケン		岩美町 イワミチョウ				山口県 ヤマグチケン		岩国市 イワクニシ

						群馬県 グンマケン		伊勢崎市 イセサキシ				北海道 ホッカイドウ		蘭越町

						群馬県 グンマケン		桐生市 キリュウシ				千葉県 チバケン		旭市 アサヒ シ

						兵庫県		三木市 ミキシ				石川県 イシカワケン		中能登町 ナカノトマチ

						福岡県 フクオカケン		八女市 ヤメシ				北海道 ホッカイドウ		寿都町 スッツチョウ

						香川県 カガワケン		綾川町 アヤ ガワ チョウ				東京都 トウキョウ ト		東大和市 ヒガシヤマトシ

						鹿児島県		伊仙町 イセン マチ				北海道		仁木町

						北海道 ホッカイドウ		神恵内村				東京都 トウキョウ ト		立川市 タチカワシ

						神奈川県 カナガワケン		愛川町 アイカワマチ				大分県 オオイタケン		豊後大野市 ブンゴオオノシ

						北海道 ホッカイドウ		新冠町 ニイカップチョウ























































































































































































































































































































































































「都道府県別表明数」と
「新規表明団体」の両シートを更新する事




都道府県別表明数

				※データは作成時点で更新（元のExcelからコピーして値を貼付け） サクセイ ジテン コウシン モト アタイ ハリツ

				D:\Box\大臣官房_地域脱炭素政策調整担当参事官室\02.作業依頼対応\01 ゼロカーボンシティ関係\◆【作業用】表明団体リスト

				【作業用】ZCC表明団体リスト(240401~) .xlsm　（都道府県別表明数シートからコピーして値を貼付け）



						都道府県番号 トドウフケンバンゴウ		都道府県名 トドウフケン メイ		都道府県
表明済 トドウフケン ヒョウメイ		市町村
表明済 シチョウソン ヒョウメイ スミ		表明済
合計 ヒョウメイ ゴウケイ		表明前 ヒョウメイ マエ		総数 ソウスウ		表明割合 ヒョウメイ ワリアイ				都道府県名 トドウフケン メイ		都道府県
表明済 トドウフケン ヒョウメイ		市町村
表明済 シチョウソン ヒョウメイ スミ		表明済
合計 ヒョウメイ ゴウケイ		表明前 ヒョウメイ マエ		総数 ソウスウ		表明割合 ヒョウメイ ワリアイ

						1		北海道		1		164		170		0.9444444444		180		94%				滋賀県		1		9		10		10		20		50%

						2		青森県 アオモリケン		1		19		20		0.487804878		41		49%				京都府 キョウトフ		1		19		20		7		27		74%

						3		岩手県 イワテケン		1		25		26		0.7647058824		34		76%				大阪府 オオサカフ		1		32		33		11		44		75%

						4		宮城県 ミヤギケン		1		20		21		0.5833333333		36		58%				兵庫県 ヒョウゴケン		1		25		27		16		42		64%

						5		秋田県 アキタケン		1		11		12		0.4615384615		26		46%				奈良県 ナラケン		1		7		8		32		40		20%

						6		山形県 ヤマガタケン		1		25		26		0.7222222222		36		72%				和歌山県 ワカヤマケン		1		5		6		25		31		19%

						7		福島県 フクシマケン		1		24		25		0.4166666667		60		42%				鳥取県 トットリケン		1		9		11		10		20		55%

						8		茨城県 イバラキケン		0		38		38		0.8444444444		45		84%				島根県 シマネケン		1		13		14		6		20		70%

						9		栃木県 トチギケン		1		25		26		1		26		100%				岡山県 オカヤマケン		1		19		20		8		28		71%

						10		群馬県 グンマケン		1		19		22		0.6111111111		36		61%				広島県 ヒロシマケン		1		12		13		11		24		54%

						11		埼玉県 サイタマケン		1		52		53		0.828125		64		83%				山口県 ヤマグチケン		1		6		9		13		20		45%

						12		千葉県 チバケン		1		35		37		0.6727272727		55		67%				徳島県 トクシマケン		1		6		7		18		25		28%

						13		東京都 トウキョウト		1		49		52		0.8253968254		63		83%				香川県 カガワケン		1		9		11		8		18		61%

						14		神奈川県 カナガワケン		1		27		29		0.8529411765		34		85%				愛媛県 エヒメケン		1		10		11		10		21		52%

						15		新潟県 ニイガタケン		1		19		21		0.6774193548		31		68%				高知県 コウチケン		1		19		20		15		35		57%

						16		富山県 トヤマケン		1		13		14		0.875		16		88%				福岡県 フクオカケン		1		37		39		23		61		64%

						17		石川県 イシカワケン		1		13		15		0.75		20		75%				佐賀県 サガケン		1		10		11		10		21		52%

						18		福井県 フクイケン		1		11		12		0.6666666667		18		67%				長崎県 ナガサキケン		1		14		15		7		22		68%

						19		山梨県 ヤマナシケン		1		27		28		1		28		100%				熊本県 クマモトケン		1		28		29		17		46		63%

						20		長野県 ナガノケン		1		44		45		0.5769230769		78		58%				大分県 オオイタケン		1		10		12		8		19		63%

						21		岐阜県 ギフケン		1		23		24		0.5581395349		43		56%				宮崎県 ミヤザキケン		1		17		18		9		27		67%

						22		静岡県 シズオカケン		1		24		25		0.6944444444		36		69%				鹿児島県 カゴシマケン		1		30		32		13		44		73%

						23		愛知県 アイチケン		1		32		33		0.6		55		60%				沖縄県 オキナワケン		1		6		7		35		42		17%

						24		三重県 ミエケン		1		24		25		0.8333333333		30		83%
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「都道府県別表明数」と
「新規表明団体」の両シートを更新する事

../../../◆【作業用】表明団体リスト

新規表明団体

				※自治体名は表明順（表明数によって適宜サイズ感は調整） ジチタイ メイ ヒョウメイ ジュン ヒョウメイ スウ テキギ カン チョウセイ



						新潟県		南魚沼市 ミナミウオヌマ シ				山口県		美祢市

						鳥取県 トットリケン		岩美町 イワミチョウ				山口県 ヤマグチケン		岩国市 イワクニシ

						群馬県 グンマケン		伊勢崎市 イセサキシ				北海道 ホッカイドウ		蘭越町

						群馬県 グンマケン		桐生市 キリュウシ				千葉県 チバケン		旭市 アサヒ シ

						兵庫県		三木市 ミキシ				石川県 イシカワケン		中能登町 ナカノトマチ

						福岡県 フクオカケン		八女市 ヤメシ				北海道 ホッカイドウ		寿都町 スッツチョウ

						香川県 カガワケン		綾川町 アヤ ガワ チョウ				東京都 トウキョウ ト		東大和市 ヒガシヤマトシ

						鹿児島県		伊仙町 イセン マチ				北海道		仁木町

						北海道 ホッカイドウ		神恵内村				東京都 トウキョウ ト		立川市 タチカワシ

						神奈川県 カナガワケン		愛川町 アイカワマチ				大分県 オオイタケン		豊後大野市 ブンゴオオノシ

						北海道 ホッカイドウ		新冠町 ニイカップチョウ























































































































































































































































































































































































「都道府県別表明数」と
「新規表明団体」の両シートを更新する事
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地方公共団体実行計画の策定状況

出所）環境省地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査結果（令和6年10月1日現在）
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/sakutei5.html（閲覧日：2025年4月1日）より作成

地方公共団体実行計画策定状況（2024年10月時点調査）

団体区分 回答団体数
事務事業編 区域施策編

策定団体数 策定率 策定団体数 策定率

都道府県 47 47 100.0% 47 100.0%
政令指定都市 20 20 100.0% 20 100.0%
中核市 62 62 100.0% 62 100.0%
施行時特例市 23 23 100.0% 23 100.0%
その他人口１０万人以上の市区町村 176 176 100.0% 156 88.6%
人口３万人以上１０万人未満の市区町村 483 482 99.8% 317 65.6%
人口１万人以上３万人未満の市町村 452 434 96.0% 165 36.5%
人口１万人未満の市町村 525 446 85.0% 151 28.8%
その他市区町村計
（政令指定都市、中核市、施行時特例市除く） 1,636 1,538 94.0% 789 48.2%

計（都道府県＋市区町村） 1,788 1,690 94.5% 941 52.6%
地方公共団体の組合 1,509 654 43.3%
計 3,297 2,344 71.1%

 地方公共団体実行計画の策定状況については以下の通り。小規模な団体における策定・実行が課題。

全ての地方公共団体へ
策定義務付け

都道府県、政令指定都市、
中核市、施行時特例市に

策定義務付け

２．地域脱炭素関連
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地方公共団体実行計画事務事業編の取組状況①（公共施設等の太陽光・ZEB）

■ZEBの各種認証を取得済の団体数・建築物数

■地方公共団体の公共施設における太陽光発電設備設置実績
（設備容量・累積値）

令和4年度
調査

令和5年度
調査

ZEBの各種認証を取得済の団体数（単位：団体）

ZEB認証取得建築物数経年変化（単位：件）

80
団体

115

146
団体

195

出所）環境省 地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査

■ZEBの各種認証別建築物数(R6年度まで累積(R6年度中設計予定含む))
認証区分 建築物数

ZEB 60
Nearly ZEB 64
ZEB Ready 284
ZEB Oriented 28
合計 436

■ZEBの各種認証を取得済の団体数・回答団体における割合（令和６年度）

 公共施設（建築物及び建築物に付属する敷地）における太陽光発電設備容量は継続して増加しており、令和６年度までに設置された設備容
量（予定含む）は令和３年度までに設置済の設備容量比で189MW、26.1%の増加となった。

 公共施設等のZEBの各種認証を取得済の団体数は令和５年度調査の146団体から170団体へと増加。
 公共施設等のZEB認証取得建築物数は令和6年度に436件であり、前年度から241件増加。認証種別に見ると、ZEB Readyが222と最

も多い。

[単位：MW]

724 760
846 913

令和３年度までに設置済 令和４年度までに設置済 令和５年度までに設置済

+26.1%

（+36MW） （+86MW）
（+67MW）

令和６年度までに
設置済・設置予定

令和6年度
調査

*「令和３年度までに設置済」、「令和４年度までに設置済」は令和５年度調査結果を掲載

170団体

436

団体区分 団体数 %

都道府県 14 29.8%
政令指定都市 12 60.0%
中核市 12 19.4%
施行時特例市 6 26.1%
人口１０万人以上で、上記以外の市区町村 25 14.4%
人口３万人以上１０万人未満の市区町村 54 11.3%
人口１万人以上３万人未満の市区町村 30 6.8%
人口１万人未満の市区町村 12 2.4%
地方公共団体の組合 5 0.3%

２．地域脱炭素関連
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地方公共団体実行計画事務事業編の取組状況②（公用車・再エネ電力メニュー調
達）
 一般公用車※における電動車※※導入割合は11.3%で、令和5年度調査の9.7％から1.6ポイント増加。台数ベースでは26,999台で、同22,901

台から17.9%増加。種類別内訳をみると、ハイブリッド自動車（HV）が8.4%、電気自動車（EV）が2.3％となっている。
 公共施設における調達電力量割合について、再エネ由来電力メニューによる調達を「40%以上」と回答している都道府県・市区町村は、令和5年

度調査と比較して令和6年度調査において25団体増加。一部事務組合においては、令和５年度調査から６団体増加。
 公共施設における調達電力量割合について、「0~40%」と回答している団体が最も多いが、再エネ由来電力メニューによる調達を「100%」と回答

した団体（都道府県・市区町村、一部事務組合）も18団体確認される。

■一般公用車における電動車導入割合（種類別）（令和６年度）※令和６年度調査実施時点
■公共施設等における再エネ由来電力メニューによる調達電力量割合

都道府県・市区町村(一部事務組合除く)

種類 台数 割合

全公用車 239,803
(235,363) 

電動車計 26,999
(22,901) 

11.3%
(9.7%）

電気自動車（EV） 5,503
(4,075）

2.3%
（1.7％）

燃料電池自動車（FCV） 335
(349) 

0.1%
(0.1％）

プラグインハイブリッド自動車
（PHV・PHEV）

1,056
(889) 

0.4%
(0.4%）

ハイブリッド自動車（HV） 20,105
(17,588) 

8.4%
(7.5%）

その他（ガソリン車、ディーゼル車等） 212,804
(212,462) 88.7%

*令和６年度調査は「不明」の回答を認めている。

※各数値の下段の（）は昨年度数値

*通常の行政事務の用に供する乗用自動車（乗車定員10名以下のものに限る。）であって、普通自動車・小型自動車
および軽自動車であるものをいう。消防車、救急車、パトカー等の特種用途車は対象外

**電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）、プラグインハイブリッド自動車（PHEV）、ハイブリッド自動車（HV）
を対象

調達電力量割合
団体数 団体割合

R5調査 R6調査 R5調査 R6調査

100% 4 5 0.2% 0.3%
80%以上100％未満 6 12 0.4% 0.7%
40%以上80％未満 37 55 2.2% 3.2%
40%未満
（0%を含まない） 429 389 25.5% 22.3%

0% 1,207
*不明含む 963 71.7%

*不明含む 55.2%

不明 ― 319 ― 18.3%

調達電力量割合
団体数 団体割合
R5調査 R6調査 R5調査 R6調査

100% 9 13 0.6% 0.9%
80%以上100％未満 13 13 0.9% 0.9%
40%以上80％未満 22 24 1.5% 1.7%
40%未満
（0%を含まない） 146 135 10.2% 9.3%

0% 1,239
*不明含む 1,141 86.7%

*不明含む 78.6%

不明 ― 126 ― 8.7%

一部事務組合（都道府県・市区町村除く）

２．地域脱炭素関連
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地域脱炭素（地域GX）
 2050年ネットゼロ・2030年度46％削減の実現には、地域・くらしに密着した地方公共団体が主導する地域脱

炭素の取組が極めて重要。
 地域特性に応じた地域脱炭素の取組は、エネルギー価格高騰への対応に資するほか、未利用資源を活用した産

業振興や非常時のエネルギー確保による防災力強化、地域エネルギー収支（経済収支）の改善等、様々な地
域課題の解決にも貢献し、地方創生に資する。

防災力・レジリエンス強化
 避難所等への太陽光・蓄電池の設置によるブラックアウトへの対応
 自営線マイクログリッド等による面的レジリエンスの向上・エネルギー効率利用

農林水産業振興
 営農型太陽光発電収入やエネルギーコスト削減による経営基盤の安定・改善
 畜産バイオマス発電収入や畜産廃棄物コスト削減による経営基盤の安定・改善
 林業の新たなサプライチェーン・雇用の創出

企業誘致・地場産業振興
 大規模な電力需要施設であるデータセンター、半導体企業等の誘致
 太陽光発電や風力発電などの関連地域産業の育成
 循環型産業（太陽光パネルリサイクル産業等）の育成

観光振興
 観光地のブランド力向上、インバウンド強化

再エネの売電収益による地域課題解決
 地域エネルギー会社等が再エネ導入等により得た利益の一部を還元し、地域

課題解決に活用
・ 地域公共交通の維持確保
・ 少子化対策への活用
・ 地域の伝統文化の維持に対する支援 等

地域経済活性化・地域課題の解決

・豊富な日照
→太陽光発電

・良好な風況
→風力発電

・間伐材や端材
・畜産廃棄物

→バイオマス発電

・荒廃農地
→営農型太陽光

・豊富な水資源
→小水力発電

・火山、温泉
→地熱発電、

 バイナリー発電

地域特性に応じた
再エネポテンシャル 産官学金労言

地方公共団体・

２．地域脱炭素関連
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脱炭素先行地域等の地方創生・地域経済活性化に資する事例（地域GX）

＜農林水産業振興＞

＜まちづくり＞

＜その他地域課題解決＞

＜企業誘致・地場産業育成＞

⑨営農型太陽光発電に
よる農業の持続性向上
（千葉県匝瑳市）

⑩脱炭素×スマート農業
（島根県邑南町）

①再エネ産業団地の創出
×データセンター等誘致
（北海道石狩市）

②国産中型風力発電×国産
メーカー・地元事業者育成
（北海道厚沢部町）

③県主導のRE100産業エリア
の創造×半導産業等誘致

（熊本県・益城町）

④脱炭素×金属工業団地
（使用済みPVリサイクル）

（富山県高岡市）

＜観光振興・インバウンド＞

⑰脱炭素×赤字ローカル線維持
（長野県上田市）

⑬文化遺産の脱炭素化
×観光振興（京都府京都市）

⑪木質バイオマス発電
による林業活性化
（高知県梼原町）

＜防災力・レジリエンス強化＞

⑮避難所等への太陽光・蓄電池の
設置によるブラックアウトへの対応

（石川県珠洲市）

⑫脱炭素×観光地活性化
（島根県松江市）

⑧営農型太陽光発電による
津波被災跡地の活用

（岩手県陸前高田市）

⑱地域協働型小水力発電による地
域内資金循環（岐阜県高山市）

※令和６年能登半島地震で珠洲市役所で導入した
太陽光発電及び蓄電池が機能発揮

⑤再エネ工業物流エリアの創出
（静岡県静岡市）

⑯下水処理場の脱炭素化×住民負
担の軽減（秋田県・秋田市）

⑥LRT沿線を核としたまちの脱炭素化
（栃木県宇都宮市・芳賀町）

ZED石狩

⑭脱炭素×復興まちづくり（福島県浪江町）

⑲脱炭素×地域バス路線維持
（鳥取県鳥取市）

※脱炭素と地域課題解決の同時実現モデルとなる
脱炭素先行地域として、全国40道府県117市
町村の88提案を選定

※ 1,161自治体（46都道府県644市22特別
区389町60村）が 「2050年までに二酸化炭
素排出実質ゼロ」（ゼロカーボンシティ）を表明
済み。

①
②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨⑩
⑪

⑫
⑬

⑭⑮

⑯

⑰⑱

⑦畜産ふん尿等を活用
した全町脱炭素化
（北海道上士幌町）

”農作物：大麦・大豆””農作物：ブドウ”

⑲

現在運行中のコミュニティバス

地元高校のスマート農業ハウス

浪江駅周辺の再開発完成イメージ

２．地域脱炭素関連
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脱炭素先行地域の選定自治体（第１回～第6回）

 脱炭素と地域課題解決の同時実現のモデルとなる脱炭素先行地域を2025年度までに少なくとも100か所
選定し、2030年度までに実現する計画。

 第１回から第６回までで、全国40道府県117市町村の88提案（40道府県71市37町9村）を選定し、
取組を実施。

年度別選定提案数 （共同で選定された市町村は1提案としてカウント、括弧内は応募提案数）
R4 R5 R6 R7

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回
25

(79)
19

(50)
16

(58)
12

(54)
9

(46)
7

(15)

２．地域脱炭素関連
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地域エネルギー会社による地域経済循環の創出
＜岡山県西粟倉村＞

再エネ導入による林業活性化
＜高知県梼原町＞

脱炭素先行地域の事例（令和８年度を目途に概ねの実現が見込まれるもの）

＜取組内容＞
 村全域の公共施設等へ太陽光発電等を導入するとともに、地域エネルギー会社「西粟倉

百年の森林でんき㈱」（令和5年3月設立）が、エネルギーマネジメントを通じて既存の小
水力発電、木質バイオマス発電等からの再エネ電力を村内で循環するシステムを構築

 廃棄される樹皮バークを活用したバイオマスボイラー等の導入や井水利用型空調等の導入
等、先行地域エリア内の概ねの設備導入を令和８年度中に完了する見込み。

村全域の公共施設等（庁舎、教育・福祉施設、産業・商業施設、村営住宅等） 総合庁舎周辺、雲の上の施設群、檮原町森林組合がある広野地区を東西に結ぶ範囲
＜取組内容＞
 既設の太陽光・小水力発電等の余剰電力も活用するとともに、新設する木質バイオマス

発電による排熱供給の実施や木質ペレット工場の増設（令和８年春の運転開始予
定）などにより脱炭素化と地域の雇用創出や林業の活性化等を図る。

 町の中心地と観光客が多く訪れる施設群に構築する地域マイクログリッド関連の設備を
令和８年春から運転開始予定。

小水力発電宿泊施設への太陽光発電導入 バイオマスボイラー
既設のバイオマス発電設備、風力発電設備、小水力発電設備、太陽光発電設備

２．地域脱炭素関連

ゼロカーボンベースボールパークの実現等を通じた行動変容・運輸部門の脱炭素化
＜兵庫県尼崎市＞

小田南公園内タイガース野球場等、大物公園、大物川緑地、阪神電車尼崎駅等市内６駅、
尼崎車庫
＜取組内容＞
 阪神タイガースファーム施設の移転に合わせ、同公園内の野球場等や大物公園への太陽

光導入等を行い、令和７年３月に、ゼロカーボンベースボールパークを開業。
 尼崎市内の阪神電車の駅（６駅）の脱炭素化、EVバス導入、ゼロカーボンナイター開催

等を通じて、市民やファン等の行動変容を促進する。
 グループ会社である阪急電鉄(株)、阪神電気鉄道(株)とともに令和７年４月から２社の

鉄道事業の全ての電力（全線・全駅)を脱炭素化することが決定。

ゼロカーボンベースボールパーク 大物駅に導入された太陽光発電

産業団地等の脱炭素化によるトランジションモデル
＜静岡県静岡市＞

清水駅東口エリア、日の出エリア(海洋観光開発エリア)、恩田原・片山エリア(工業物流エリア)
＜取組内容＞
 清水港製油所跡地等を活用した大規模開発の整備が進められる清水駅東口エリア等へ

の太陽光、自営線等の導入等により脱炭素化を図る。エリア内の概ねの設備導入が令和
８年度中に完了見込み。

 工業物流エリアにおいて、PPA事業者による同エリアに進出した企業へのPPAモデルの電力
供給サービスの供給等を通じて、再エネ工業物流エリアの創出。

 物流倉庫等の屋根にPPAによる太陽光発電設備と大型蓄電池を設置するとともに、マイ
クログリッドを構築し、自家消費の最大化等を図る。

清水駅
東口エリア

日の出エリア・恩田原・
片山エリアにおける

設備導入
室内練習場に導入された太陽光発電

(ゼロカーボンベースボールパークの
マスコットキャラクター「コラッキー」)
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重点対策加速化事業の計画策定状況

 全国で重点的に導入促進を図る屋根置き太陽光発電、ZEB・ZEH、EV等の取組を地方公共団体が複
数年度にわたり複合的に実施する重点対策加速化事業について、171自治体を選定（38府県、104
市、29町）

２．地域脱炭素関連
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地域エネルギー会社と連携したまちづくり
＜熊本県荒尾市＞

重点対策加速化事業の事例（核となる取組に関して特に進展が見られるもの）

脱炭素×新規就農者創出
＜島根県美郷町＞

脱炭素×地元事業者育成
＜山口県＞

 省・創・畜エネ関連産業が県内に多く立地している特色を踏まえ、「山口県産省・創・畜エ
ネ関連設備登録制度」を活用する事業において、県内地場産業の育成を図る。

 太陽光発電設備やEV・充放電設備等の導入に当たっては、多種多様（規模や用途、地
域）な県有施設を設定し、ゼロカーボンドライブの普及啓発拠点として整備する。

公共施設等の脱炭素化を通じたレジリエンス強化・
エネルギーの効率利用＜長野県箕輪町＞

 同一敷地内に存在する公共施設に太陽光発電・ソーラーカーポート、蓄電池、自営線マ
イクログリッド、EV、急速充電器等の整備を進め、脱炭素化と災害時のレジリエンス強化
の同時実現を図る。本年４月に役場周辺のソーラーカーポート等の整備事業が竣工。

 全ての公用車（特殊車両を除く）をEV化するとともにV2Ｘを設置し、施設との充放
電を行って夜間等における電力として活用するとともに、蓄電池と連動してピークカットを行
い、電気使用料金の削減などを図る。

 農山村地区の営農法人が取り組む営農型太陽光発電で再エネ設備の普及を図るとと
もに、高効率空調設備や電動車を導入することで、化石燃料を使わない「美郷ゼロカー
ボン農業モデル」を実現する。

 営農型太陽光発電を附帯する営農トレーニング施設・農業用ハウスのリース事業を通
じて、就農者の育成から独立までを支援する。また、研修施設の整備や就農支援体制
の整備等により、農業の担い手としての移住者の呼び込みを積極的に実施。

ゼロカーボン農業研修施設（2025年３月完成）

ソーラーパネル（遮光率30％）
※姉妹都市バリの植物で花木の「モリンガ」、「カチャムパン
ジャン」、柑橘類の「じゃばら」、美郷町でも採取でき特産に
も使われる「またたび」を栽培予定

 公共施設への再エネ供給について、地域エネルギー会社の「有明エナジー」と連携。有
明エナジーが市内の個人・事業者の屋根置き太陽光発電設備の余剰電力を九州エリ
アにおける一般的な売電価格より高く買い取り（9.5円/kWh）、公共施設へ供給。

 上記の取組の他にも、有明エナジーが主体となって公有地への大型系統用蓄電池の導
入を進め、九州地方の課題である太陽光発電抑制への対応と、停電時の非常用電源
としての活用を検討するなど、連携事業の拡大を予定している。

荒尾総合文化センターに導入された
↑太陽光発電設備及び蓄電池→

登録制度により設置された
太陽光発電設備（上）
地中熱利用設備（下）

整備が進む
・太陽光発電設備（左）
・ソーラーカーポートV2X双方向充電器（右）

出典：
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/0000000
15.000036744.html

２．地域脱炭素関連
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地域脱炭素2.0（2026年～2030年）

 脱炭素先行地域（脱炭素と地域課題の同時解決モデル）
→2025年度までに100カ所超(現在88)を選定、2030年度までに実現

 重点対策加速化事業（脱炭素先行地域に準じたモデル）
→ 200カ所程度の実施を目指す(現在148)

脱炭素×地域課題解決のモデル地域の創出

取組内容 効果

産
業
誘
致

北海道
石狩市

再エネ産業団地×
データーセンター誘致

洋上風力等の活用により、国内初の再エネ
100％データセンターが１施設開所。さらに２施
設の建設が進行中

熊本県
RE100産業団地

×半導体産業誘致
・地場産業育成

TSMC進出に合わせ、太陽光発電や木質バイオ
マス発電等を導入し、RE100産業エリアを創出。
当該エリアに新たに５社が進出し、今後も増加の
見込み

農
業
振
興

千葉県
匝瑳市

脱炭素
×農地再生・所得向上

営農型太陽光発電の売電収入により農業経営
の安定化・農地再生モデルを構築。現在、新規
就農者(移住者)３名、今後さらに増加見込み

公
共
交
通
維
持

長野県
上田市

脱炭素
×赤字ローカル線維持

上田電鉄別所線の線路沿いに太陽光発電等を
設置し電気代を40％程度削減。再エネ切替の
沿線住民に乗車ポイントを付与し路線の維持確
保を図る

鳥取県
鳥取市

脱炭素
×赤字バス路線維持

水力やバイオマス発電の余剰電力をEVバス等に
使用しコスト削減。地域公共交通の維持確保を
図る。

取組内容 効果

農
林
業
振
興

長野県
伊那市 脱炭素×林業振興

木質バイオマス発電・ボイラー設備導入・ペレット
製造ライン増設し市産材利用拡大。ペレット増産
により森林組合の売上0.9億円/年増加を図る

長野県
安曇野市

脱炭素
×林業振興(きのこ)

きのこ廃培地を活用した燃料を製造・活用し、木
質ボイラーを導入。廃培地処理費用を1.3億円/
年削減を図る

島根県
美郷町

脱炭素
×新規就農者創出

営農型太陽光発電を附帯する営農トレーニング
施設・農業用ハウスのリース事業を通じて、就農
者の育成から独立までを支援。移住移住就農
者の５人/年増加を図る

地域脱炭素1.0（2021年～2025年）

 脱炭素先行地域や重点対策事業で得られた実践的なノウハウ
や地方創生の観点からの優良事例の積極的発信

 特に地方創生の観点から有効な以下の事例については、個別
支援も検討

 避難施設・防災拠点等への再エネ・蓄電池の導入

 熱の脱炭素化や水素の活用、高度なエネマネシステムや
ペロブスカイト太陽電池等の新たな技術を地域に導入する
「地域GXイノベーションモデル」の構築

 促進区域制度のインセンティブ強化

 小規模市町村の脱炭素化について、都道府県や連携中枢
都市等と共同・連携して計画を策定・実施することを推進。

これまでのモデル事例の「普遍化」

2030～2035年を見据えた新たなモデル構築

人口減少社会を踏まえた対応

（農林水産業の所得向上）
 地方公共団体関与の営農型太陽光発電
 森林・農地クレジット、ブルーカーボン等の創出
（再エネ収益による地域課題解決）
 地域エネルギー会社による再生可能エネルギー地産地消、

収益の地域還元拡大

 地方公共団体の創意工夫の下、地方創生交付金も活用
して全国で普遍化

地域脱炭素2.0（2026年～2030年）

 新たな国土強靱化中期計画に基づき導入を加速化

２．地域脱炭素関連
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第４章 推進が特に必要となる施策
１．施策の内容
(5)地域における防災力の一層の強化《避難所環境の改善・充実》

○避難所等における再エネ・蓄エネ・コージェネレーション等を活用した自立分散型の電源・エネルギーシステムの構築
• 避難施設・防災拠点への再エネ・蓄エネ・コージェネレーション等の災害・停電時にも活用可能な自立分散型エネルギー設備の導入推進対策
≪目標≫

指定避難所（約82,000 か所）等のうち、緊急に整備が必要な公共施設等（4,000 か所）における災害時に活用
可能な再生可能エネルギー設備等の導入完了率

21％【2023年】 →  62.5％【2030年】 → 100％【2035年】
※『防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策』（R３～R７）において、中長期目標を以下の通り設定。

災害・停電時に機能発揮を可能とした避難施設・防災拠点の箇所数：1000箇所（令和7年度）

 避難施設・防災拠点における災害時に活用可能な再生可能エネルギー設備等の導入について、第一次国土強靱化実施中期計画（素
案）に位置付け、2030年度までに2,500施設、2035年度までに4,000施設への導入完了を目標として設定。導入を強力に推進していく。

第一次国土強靱化実施中期計画（2025年6月6日閣議決定）における
地域レジリエンス事業の位置付け

第１次国土強靱化実施中期計画（2025年6月6日閣議決定）における記載内容

2035年度までに
追加3,000箇所を支援

（2018-2024年実績で1,012カ所）

第１次国土強靭化実施中期計画（2025年6月6日閣議決定）概要資料における地域レジリエンス事業の位置づけ

地域レジリエンス事業
の記載

２．地域脱炭素関連
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骨太の方針2025・新資本実行計画・地方創生2.0基本構想（令和7年6月13日閣議決定）
地域脱炭素関連抜粋

経済財政運営と改革の基本方針2025（骨太の方針2025）（令和7年6月13日閣議決定）
第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現
３．「投資立国」及び「資産運用立国」による将来の賃金・所得の増加
（１）GXの推進

地域・くらしについては、脱炭素先行地域の先進的な取組の全国展開に向けて取り組むとともに、新技術の導入モデルの構築を検討する。インフラ ・建物・モビリティ 関
連分野の脱炭素化、建築物におけるＬＣＡ制度 の構築、表示ルールの策定による脱炭素型製品・サービスの普及、「デコ活」 やリユースの促進に取り組む。（略）
４．国民の安心・安全の確保
（１）防災・減災・国土強靭化の推進
（防災・減災・国土強靭化の推進）
地域の防災力強化のため、地域の実情を踏まえ、災害リスク情報の整理、分かりやすい防災気象情報の提供、学校を始め避難所等の耐災害性の強化や再エネ・蓄電池

の導入、地域の貴重な文化財を守る防災対策等に取り組む。(略）

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂版（新資本実行計画）（令和7年6月13日閣議決定）
３．GX・DXの着実な推進
（１）GX
②成長志向型カーボンプライシング構想の実行と更なる発展
ⅲ）地域・くらし、中小・小規模企業を含めたＧＸ推進
脱炭素先行地域を少なくとも100地域選定し、2030年度までに実現するとともに、地方創生と脱炭素を同時に実現する地域脱炭素の加速化に向けた取組を積極的に
支援する。また、水素技術、熱の脱炭素化、VPP等の新技術を地域で面的に導入する新たなモデル（地域ＧＸイノベーションモデル）の構築を検討する。さらに、地球温
暖化対策推進法に基づく地域脱炭素化促進事業制度の活用に関するインセンティブ強化や、地域エネルギー会社（日本版シュタットベルケ）による再生可能エネルギー
の導入拡大や地産地消を推進する仕組みについて検討する。（略）

地方創生2.0基本構想（令和7年6月13日閣議決定）
第３章 地方創生2.0の起動
６．政策パッケージ
（２）稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経済の創生～地方イノベーション創生構想～
（地域の再生可能エネルギー）
再生可能エネルギーの地産地消など地域脱炭素の推進による自立的な地域経済を実現するため、脱炭素先行地域や重点対策加速化事業等を通じて地域裨益型の再生
可能エネルギー等の導入を複数年度・複合的に支援し、得られたノウハウの発信や人的支援等により先行モデルの普遍化につなげる。あわせて、熱の脱炭素化や水素・ペロ
ブスカイト太陽電池 等の新技術を地域に実装する「地域ＧＸイノベーションモデル」の構築の検討、適切な営農を確保しつつ農業者の所得向上にも資する営農型太陽光
発電や炭素除去を含むカーボン・クレジットの促進、地域エネルギー会社による再生可能エネルギーの地産地消・地域課題解決の取組（日本版シュタットベルケ）を推
進する。（略）

２．地域脱炭素関連
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地域脱炭素フォーラム2025～地域脱炭素2.0に向けた官民連携の更なる強化～

 2050 年カーボンニュートラルの実現には、地域の脱炭素化が必要不可欠であり、脱炭素先行地域の実施等
を通じて加速する地域脱炭素のうねりを更に大きくし、地方創生に資する形で全国に波及させることが必要

 このため、各ブロック単位・全国9カ所で「地域脱炭素フォーラム2025～地域脱炭素2.0に向けた官民連携の
更なる強化～」を開催。

 開催目的
 地域脱炭素に精力的に取り組む地域の自治体、事業者、金融機関、学識者等による議論を通じて、地域の「産官学金労言」を挙げた施策

連携体制の構築を目指す。
 地域脱炭素の意義や地域脱炭素における官民連携の意義や課題などについて、オープンに議論を行い、住民、地域企業を始めとする多様

な主体を巻き込んだ脱炭素の大きなムーブメントを目指す。
 開催方法・日程等
 各地域の会場参加＋Ｗeb配信（下表参照）

第１回地域脱炭素フォーラム2025（横浜市開催）概要

ブロック 開催地 開催日

北海道 北海道札幌市 ６月11日（水）
東 北 宮城県仙台市 （未定）
関東① 神奈川県横浜市 ５月17日（土）
関東② 新潟県新潟市 （未定）
中 部 愛知県名古屋市 （未定）
近 畿 兵庫県神戸市 ５月25日（日）
中 国 広島県広島市 （未定）
四 国 香川県高松市 （未定）

九州・沖縄 福岡県福岡市 ６月15日（日）

２．地域脱炭素関連



87

３．フロン関係
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４ガス全体の排出量

 2023年における代替フロン等4ガス（HFCs、PFCs、SF6、NF3）の排出量は約3, 700
万t（CO2換算。以下同じ。）で、前年の2022年比約3.9％減となった。

 とりわけ代替フロン（HFCs）の排出量の減少による寄与が大きいことから、オゾン
層保護法・フロン排出抑制法に基づく施策による効果と考えられる。

図１ 代替フロン等4ガスの排出量の推移
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HFCs排出量の用途別の内訳

 2023年におけるHFCsの排出量は約3,170万t。
 その用途別の内訳では、冷媒用途からの排出が多く、全体の約９割を占めている。

図２ HFCs排出量の用途別の内訳（2023年）

冷媒用途 約 90 %
（約 2,850万 t）

その他の用途
約 ２ ％

発泡用途
 約 8 %

合計
約 3,170万 t

３．フロン関係
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冷媒用途のHFCs排出量の内訳

 冷媒用途のHFCsの排出量について、機器の種類別の内訳は業務用エアコンが約34％、
家庭用エアコンが約33％と多く、次いで業務用冷蔵冷凍機器が約23％となっている。

 機器のライフサイクル段階別の内訳では、製造時が約0.3%、使用時が約46%、廃棄
時が約54％となっている。

図３－１ 機器種類別の排出量（2023年）

業務用エアコン

家庭用エアコン

その他の機器
（カーエアコンなど）

図３－２ 機器ライフサイクル段階別の排出量（2023年）

業務用冷蔵冷凍機器

合計
約 2,850万 t約 33 %

（約 940万 t）

約 34 %
（約 980万 t）

約 9 %
（約 260万 t）

約 23 %
（約 670万 t） 廃棄時 使用時

約 54 %
（約 1,530万 t）

約 46 %
（約 1,310万 t）

製造時
約 0.3 %

（約 7万 t）

合計
約 2,850万 t

３．フロン関係
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機器種類別・ライフサイクル別のHFCs排出量の内訳

 機器使用時については、業務用冷蔵冷凍機器からの排出量が最も大きな割合を占めて
いる。

 機器廃棄時については、業務用エアコン・家庭用エアコンからの未回収量が多い傾向
がある。

機器製造時 機器使用時 機器廃棄時

業務用
冷蔵冷凍機器

約0.1％
（約3万 t）

約16％
（約454万 t）

約7％
（約210万 t）

業務用エアコン 約0.1％
（約4万 t）

約13％
（約369万 t）

約21％
（約608万 t）

家庭用エアコン 約0.01％
（約0.1万 t）

約10％
（約275万 t）

約23％
（約664万 t）

その他の機器
（カーエアコンなど）

約0.01％
（約0.2万 t）

約7％
（約212万 t）

約2％
（約47万 t）

約 16 %
（約 454万 t）

約 13 %
（約 369万 t）

約 10 %
（約 275万 t）

約 7 %
（約 212万 t）

約 7 %
（約 210万 t）

約 21 %
（約 608万 t）

約 23 %
（約 664万 t）

約 2 %
（約 47万 t）

約 0.1 %
（約 3万 t）

約 0.1 %
（約 4万 t）

約 0.01 %
（約 0.1万 t）

約 0.01 %
（約 0.2万 t）

図４ 機器種類別・ライフサイクル別のHFCs排出量（2023年）
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2023年度に実施した主な施策

【冷媒転換の促進】
 自然冷媒機器の導入補助事業について、複数年度にまたがる案件でも活用を可能にしたり、大

企業には自然冷媒機器への転換目標の設定・公表を求めたりするなど、リニューアルを実施。

【機器使用中の大気放出の抑制】
 常時監視システムの普及に向けて、漏洩の早期検知による電力消費量削減提案チラシや導入事

例集を作成。

【機器廃棄時の冷媒回収の徹底】
 自治体による建物解体現場への立入検査を約1,700件実施。実施件数は年々増加傾向。
 家庭用エアコンについて、冷媒フロン類を約2,493トン回収（令和５年度実績） 。
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図５－１ 漏洩早期検知による電力消費量削減提案チラシ 図５－２ 自治体による建物解体現場への立入検査件数
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●国際約束であるモントリオール議定書キガリ改正の確実な履行
●低GWP冷媒の開発（R7予算：5億円）、自然冷媒機器の導入支援（R7予算：70億円）
●フロン排出抑制法に基づく「指定製品制度」による機器の低GWP化の推進

●漏洩の早期発見につながる常時監視システムの定期点検における導入の検討
●改正フロン排出抑制法施行５年経過による法の見直しの実施

●改正フロン排出抑制法施行５年経過による法の見直しの実施【再掲】
●家庭用エアコンについて、個別設定された回収率目標（53.9%）の達成

※各施策検討の前提となる排出量の推計方法についても見直しを実施。

2030年目標に向けた今後の取組

① 冷媒転換の促進 

③ 機器廃棄時の冷媒回収の徹底

上記の対策を実施して、2030年目標値（897万t-CO2 （註））達成を目指す

② 機器使用中の大気放出の抑制

（註）本年２月の地球温暖化対策計画策定後の排出量の算定方法の見直しによって、同計画策定時の目標値から変更されている。

３．フロン関係
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４．廃棄物関連
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廃棄物分野のGHG排出量の推移

 廃棄物分野のGHG排出量は2000年度をピークに、その後は2009年度まで減少傾向が続き、近年は横ばいで推移して
いたが、2022年度の廃棄物分野全体のGHG排出量は約3,670万トンCO2である。1990年度からは約550万トン
CO2、2013年度からは約270万トンCO2の減少となっている。

 2022年度の内訳をみると、「廃棄物の焼却及び原燃料利用に伴うCO2・CH4・N2O排出」が約3,060万トンCO2と廃
棄物分野全体の約83%を占めており、「排水処理に伴うCH4・N2O排出」が約350万トンCO2（約10%）、「埋立に
伴うCH4排出」が約160万トンCO2（約4%）と続いている。

出典：（国研）国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス，日本国の温室効果ガスインベントリ報告書（2024年提出版）をもとに作図
https://www.nies.go.jp/gio/aboutghg/index.html#e

※ 「2022 年度の我が国の温室効果ガス排出・吸収量について」（環境省）におけるGHG排出分野の定義に基づき集計。
https://www.env.go.jp/press/press_03046.html

廃棄物分野※のGHG排出量の推移

４．廃棄物関連

https://www.nies.go.jp/gio/aboutghg/index.html#e
https://www.env.go.jp/press/press_03046.html
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循環経済は、資源循環と成長の好循環を目指す新たな経済の概念

 循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行は、資源や製品を経済活動の様々な段階で循
環させることで、資源効率性を上げ、新たな資源の採取、エネルギーの消費や廃棄物発生をミ
ニマム化するとともに、その循環の中で付加価値を生み出し、新たな成長の扉を開く鍵。

線形経済（リニアエコノミー）の限界
天然資源 大量生産 大量消費 大量廃棄

資源枯渇
資源採掘による環境負荷

廃棄による環境負荷
（海洋プラスチック、有害物質等）

脱炭素化の推進、産業競争力の強化、地方創生、経済安全保障への貢献

天然
資源

効率的生産

効率的利用

回収・
リサイクル

廃棄

• 環境配慮設計
• 再生材の利用
• リデュース

• リユース、シェア、サービス
化など、高い利便性と効
率化の両立

• 回収の拡大
• 再生材の供給増、

レアメタルの確保
• 技術革新、品質向上

循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行

資源の採掘から加工、廃棄に至るライフサイクルにおける大量の温室効果ガスの排出

４．廃棄物関連
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 「第五次循環型社会形成推進基本計画 ～循環経済を国家戦略に～」を、令和６年８月
２日に閣議決定。

背景等
 循環型社会形成推進基本計画（循環基本計画）は、循環型社会

形成推進基本法に基づく閣議決定計画（概ね５年ごとに策定）。

概要

課 題

資源や製品を循環的に利用し付加価値を創出する循環経済への移行を
国家戦略として位置付け

ネット・ゼロ、
ネイチャーポジティブ等

産業競争力強化・
経済安全保障

地方創生・
質の高い暮らし

循環経済を実現し、社会的課題を同時解決

循 環 型 社 会 の 形 成

①気候変動への対応・生物多様性の確保
②EUを中心にバッテリー・自動車・包装材等で再生材利用拡大の動き
 世界的な資源需要の増加・鉱物資源等の価格高騰と供給懸念

③人口減少・少子高齢化による地域経済の縮小への対応（地方創生）

第五次循環基本計画の閣議決定
４．廃棄物関連
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我が国の現状・課題と、解決に向けた道筋（循環経済先進国としての国家戦略）

環
境
制
約

へ
の
対
応

気温上昇・種の絶滅が加速

・ネット・ゼロ、ネイチャーポジティブとの統合的施策
（資源循環が約36％のGHG削減に貢献可
能）

・廃棄物の適正処理の確保、有害廃棄物対策

・資源消費の最小化、廃棄物の発生抑制
・気候変動、生物多様性保全、環境汚染防止
等の同時解決（シナジー推進）
・環境負荷と経済成長の絶対的デカップリング

産
業
競
争
力
強
化

経
済
安
全
保
障
・

バッテリー・自動車・包装材等で再
生材利用強化の動き

・環境配慮設計・高度な再資源化で再生材の利
用・供給拡大
・バリューチェーン循環性等の国際ルール形成主導

・ライフサイクル全体で徹底的な資源循環の実現

・国内外一体の資源循環体制構築

世界資源需要増で資源獲得競争
鉱物等資源の価格高騰と供給懸念

・輸入した鉱物・食料等の資源を最大限循環利用
・鉱物等の国内外一体的な資源循環を強化

・製品・サービスの競争力を向上

・我が国の国際的なプレゼンスを向上

地
方
創
生
・

質
の
高
い
暮
ら
し

地域経済の縮小、人口減少・少子
高齢化、空き家・空き店舗等

・地域の特性を活かした資源循環システムの構築

・地方公共団体が連携協働を促進

・地場産業の振興や雇用創出、コミュニティの
再生など、地域課題の解決

・地域資源の特性を生かした魅力ある地域づくり

大量生産・大量消費・大量廃棄型
の社会からの脱却が必要

・再生材を利用した製品、リユース・リペア、食品ロ
ス・ファッションロス削減等でライフスタイルを転換

・多様な選択肢の中で行動・ライフスタイルを転
換し質の高い暮らしを実現

・

主な課題・背景 主な政策的対応 実現される将来像

 資源循環への対応は、環境面のみならず、経済・社会面からも重要な社会的課題。
 循環経済への移行に国家戦略として取り組み、環境制約、産業競争力強化・経済安全保障、地方創

生・質の高い暮らしの実現という様々な社会的課題を同時に解決。

４．廃棄物関連
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第五次循環基本計画における国の取組のポイント

 製品等のライフサイクル全体における温室効果ガスの低減に貢献
（資源循環が約36％のGHG削減に貢献可能）

 天然資源消費量を抑制し地球規模の環境負荷低減

地方創生・質の高い暮らし 産業競争力強化・経済安全保障

ネット・ゼロ
ネイチャーポジティブ

政府全体で一体的に取り組み、循環経済への移行を実現

 地域経済の活性化・魅力ある地域づくり
ライフスタイル転換
地域特性を活かした資源循環モデル創出や

ネットワーク形成を主導できる中核人材の育成
 レアメタルを含む小型家電等の回収率向上
 「質」を重視した建設リサイクルの推進
農山漁村のバイオマス資源の徹底活用、

下水汚泥資源の肥料活用
長く使える住宅ストックの形成、インフラの

長寿命化の推進
 リユース・リペア等新たなビジネスの展開支援
食品ロス削減、サステナブルファッション推進、

使用済紙おむつのリサイクルへの支援

 ライフサイクル全体での徹底的な資源循環・再生材の利用拡大
（循環経済関連ビジネスの市場規模を2030年80兆円、2050年120兆円）

再資源化事業等高度化法の円滑な施行や産学官のプラットフォームの
活用による製造業・小売業等と廃棄物処理・リサイクル業の連携強化

廃棄物再資源化への機械化・AI導入等による高度化・供給拡大支援
太陽光パネルのリサイクル促進等に向けた制度的枠組み構築
国内外の資源循環ネットワーク拠点の構築や資源循環の拠点港湾の

選定・整備の推進

 国際的な資源循環体制を構築することで資源制約を克服
 G7等の国際的な場において循環経済のルール形成をリード
 ASEAN諸国の電子スクラップの我が国での再資源化体制の構築
金属スクラップの不適正な国外流出を抑制
 ASEAN諸国等へ廃棄物管理・リサイクル分野の制度・技術等支援、

インフラ輸出の促進

４．廃棄物関連
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バイオマスプラスチック類の普及

 従来素材の代替となるバイオマスプラスチック等の開発・実証・設備導入支援を促進した。

脱炭素型循環経済システム構築促進事業 プラスチック資源・金属資源等のバリューチェーン
脱炭素化のための高度化設備導入等促進事業

バイオマスプラ製造設備導入支援

バイオマスプラスチック製造設備

化石資源由来のプラスチックを代替する再
生可能資源由来素材（バイオマスプラス
チック等）の製造設備導入を支援する。

化石由来資源からバイオプラスチック等
への転換・社会実装化実証事業

プラスチック製品・容器包装、マイクロビーズや、
航空燃料等を、再生可能資源（バイオマス・
生分解性プラスチック、紙、CNF、SAF及びそ
の原料等）に転換するための省CO2型生産
インフラの技術実証を強力に支援する。

４．廃棄物関連
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一般廃棄物処理施設における廃棄物発電の導入状況について

 広域化・集約化が進み、ごみ焼却施設数は減少（1,162→1,004）しているが、廃棄物発電
を行う施設数は増加(338→411)。発電効率についても増加傾向。

ごみ焼却施設の余熱利用の推移

総発電電力量と発電効率 住民交
流施設

城山公園

西区
役所

熱供給

西部環境工場

新設自営線
約350ｍ

【熱】園芸ハウス
（花卉類の栽培）

【電気】スポーツ広場

 熊本市の西部・東部環境工場の発電を
一体化、地域の公共施設に供給。

 近隣の防災拠点には自営線を敷設し電
力供給し、防災機能の充実化を実現。
需要側での蓄電池制御＋マネジメントシ
ステムによる全体制御。電力供給先の
CO2排出量8割以上減、再エネ利用率
=地産地消率は95％に。

 近隣の農業施設等への熱供給を実施、

熊本市（地域エネルギー供給）

南部清掃工場（R4.1供用開始）
 鹿児島市では、バイオガス発生量が多い「

乾式メタン発酵」を「焼却発電」と組み合
わせたハイブリッド型の処理施設を整備。

 発生したバイオガスは、都市ガス事業者に
売却しており、これによって、全量焼却やガ
ス発電を併用する場合に比べて、温室効
果ガス（二酸化炭素）排出削減効果が
大きくなることが試算されている。

鹿児島市（ハイブリッド型）

出典：令和６年度一般廃棄物処理事業実態調査

廃棄物発電施設の取組事例

出典：https://www.env.go.jp/recycle/waste/
biomass/data/manual_r.pdf を一部改変

４．廃棄物関連
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廃棄物処理における取組 一般廃棄物処理施設からのエネルギー利活用

廃棄物エネルギーの有効利用等を推進する観点から、環境省として様々な観点からモデル事業等を
実施し、地方公共団体等の地球温暖化対策を支援。

廃棄物処理施設の余熱等を利用した
地域低炭素化モデル事業 事業イメージ

製造、加工
(高温利用）

生産(温室への低温利用等）

熱のカスケード
利用

●熱需要施設の組み合わせ利用
●公共施設の

低炭素化及び
防災化

●工場等への
大規模熱供給

廃棄物焼却施設

廃棄物発電電力を有効活用した
収集運搬低炭素化モデル事業 事業イメージ

＜過去に実施した事業＞

廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業
＜令和７年度予算 24,600百万円＞

廃棄物処理施設において、高効率な廃熱利用と大幅な省エネが可能な設備の導入により得
られるエネルギーを有効活用することで、エネルギー起源CO2の排出抑制を図りつつ、当該施
設を中心とした自立・分散型の「地域エネルギーセンター」の整備を進める。

廃棄物処理システムにおけるエネルギー利活用・脱炭素化対策支援事業
＜令和２年度予算 300百万円＞

廃棄物処理システム全体（収集運搬・中間処理・最終処分）の脱炭素化・省CO2対策を
促進する。さらに、廃棄物処理施設等からの余熱や発電電力を有効利用し、地域における
脱炭素化を図る。

廃棄物発電の高度化支援事業 ＜平成29年度予算  210百万円＞
• 廃棄物発電施設と電力供給先によるネットワークを構築して廃棄物発電による電力需給

を安定化するスキームについての実現可能性調査。
• 市町村等における廃棄物処理施設整備の計画段階でエネルギー利活用のあり方と一体

的に検討を行うことを促す枠組みの検討。

中小廃棄物処理施設における先導的廃棄物処理システム化等評価・検証事業
＜令和２年度予算 650百万円＞

中小規模廃棄物処理施設を有する自治体と先導的処理技術を有する企業が共同・連携し
て、先導的廃棄物処理システム化等を評価・検証する。

脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業
＜令和７年度予算 396百万円＞

省CO2に資する施設の技術面や廃棄物処理工程の効率化・省力化に関する実証事業や
検証等を行い、地域循環共生圏のモデルとなり得るかを調査する。

【実施期間：平成27年度～】

【実施期間：令和3年度～】

４．廃棄物関連
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食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針
４．廃棄物関連
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我が国の食品ロスの発生量の推移

  平成24年度より、食品ロスの発生量の詳細な推計を実施
  令和4年度は約472万トンと、前年度から約51万トン（約9.8％）減少
  内訳は、事業系が約43万トン（約15.4％）、家庭系が約８万トン（約3.3％）減少
  発生量全体では、2030年度半減目標を達成したが、中長期的な推移の注視が必要

※端数処理により合計と内訳の計が一致しないことがあります。 

４．廃棄物関連
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食品ロス発生要因の内訳

 我が国の食品ロスは472万トン
 食品ロスのうち事業系は236万トン、家庭系は236万トンであり、食品ロス削減には、
事業者、家庭双方の取組が必要。

 家庭系での取組によるCO2削減量は30.4万トン-CO2を見込む。

※農林水産省・環境省「令和4年度推計」

４．廃棄物関連
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５．吸収源対策
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1990年度 2013年度 2022年度

排出・吸収量 排出・吸収量 排出・吸収量 排出・吸収量

〔シェア〕 〔シェア〕 〔シェア〕 〔シェア〕 2013年度比 2022年度比
1,272 1,395 1,062 1,017 -378.1 -44.8

〔100%〕 〔100%〕 〔100%〕 〔100%〕 《-27.1%》 《-4.2%》
1,160 1,314 1,031 989 -325.4 -42.8

〔91.2%〕 〔94.2%〕 〔92.4%〕 〔92.3%〕 《-24.8%》 《-4.1%》
1,068 1,235 961 922 -313.7 -39.3

〔83.9%〕 〔88.5%〕 〔86.1%〕 〔86.1%〕 《-25.4%》 《-4.1%》
92.8 78.8 70.5 67.0 -11.8 -3.5

〔7.3%〕 〔5.6%〕 〔6.3%〕 〔6.3%〕 《-15.0%》 《-5.0%》
49.9 32.6 29.8 29.4 -3.2 -0.39

〔3.9%〕 〔2.3%〕 〔2.7%〕 〔2.7%〕 《-9.9%》 《-1.3%》
28.9 19.7 16.1 15.8 -3.9 -0.29

〔2.3%〕 〔1.4%〕 〔1.4%〕 〔1.5%〕 《-19.7%》 《-1.8%》
33.4 28.9 38.5 37.0 8.1 -1.5

〔2.6%〕 〔2.1%〕 〔3.5%〕 〔3.5%〕 《+28.2%》 《-3.9%》
ー ー -53.8 -53.7 ー 0.10
ー ー ー ー ー 《-0.2%》

一酸化二窒素（N2O）

代替フロン等４ガス

吸収源対策による吸収量

2023年度
変化量

《変化率》

合計

非エネルギー起源

メタン（CH4）

二酸化炭素（CO2）

エネルギー起源

吸収源対策の重要性
 2050年ネット・ゼロの実現に向けては、エネルギー起源CO2以外にも、メタン、N2O、フロン等の6.5

ガスの排出削減に加えて、吸収源対策による吸収量の大幅拡充が必要不可欠。

５．吸収源対策
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吸収源（CDR・CCUS）対策
 2050年ネット・ゼロ実現のためには吸収源対策が必要不可欠。森林に加え、ブルーカーボンやCO2吸収型

コンクリート等の新たなオプションを増やし、取り組みを拡大していく。
 CDR・CCUSの推進には、技術開発・社会実装への資金補助だけでなく、吸収量の算定方法の整備、クレ

ジット化のためのMRV・認証や取引基盤等の構築が鍵。

出典：IPCC第6次評価報告書 第３作業部会報告書 図5 e.f及び環境省解説資料

GHGインベントリ パリ協定６条

国
内

国
外

JCM等
クレジット

CDR技術・
MRV等2050年ネット・ゼロ実現には

吸収源対策が必要不可欠

CDR・CCUS
クレジット

創出事業者 マーケット機能

CDR・CCUS
クレジット
需要者

（GXリーグ等）

MRV・認証機能MRV・認証

クレジット対価

クレジット

５．吸収源対策
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ブルーカーボン
 我が国には、海草藻場（アマモ等）、海藻藻場（ワカメ、昆布等）、塩性湿地・干潟、マングローブ林など多様なブルー

カーボン生態系が存在。
 ブルーカーボン生態系は光合成によりCO2を吸収し、食物連鎖や枯死後の海底への堆積等により炭素を固定。
 CO2の吸収・固定の他、水質浄化、漁場環境の維持・改善、観光資源としての活用等、多面的価値を有することから、

2050年ネット・ゼロ、ネイチャーポジティブ、サーキュラーエコノミーの統合的推進の面でも極めて重要。
 今後、国内外の技術進展の動向なども踏まえつつ、沿岸域の取り組みに加え、沖合等を活用した大規模増殖・深海沈降

固定等の取り組みについて、関係省庁連携や官民連携による推進体制を構築して検討を進めていく。

温室効果ガスインベントリへの反映状況

 2024年に国連へ提出した温室効果ガスインベントリで
は、世界で初めて、海草藻場・海藻藻場による吸収量
を合わせて算定・報告。

 2025年提出インベントリにおけるブルーカーボン生態系
による吸収量は約34万トン(2023年度）。

マングローブ林

2023年提出イン
ベントリで反映済

藻場(海草・海藻)

2024年提出イン
ベントリで反映済

塩性湿地・干潟

今後検討

＜写真＞
UNEP「Blue Carbon」：https://wedocs.unep.org/handle/20.500.11822/7772、
環境省：https://www.env.go.jp/nature/saisei/

ブルーカーボンに関する重点調査

 ブルーカーボンの調査を起点とした地域創生につながる
取組を推進。地方公共団体、漁業関係者、民間企業
等と連携・協力しながら、地域ニーズに沿った藻場造成
の入口となる試験栽培や関連データの取得を実施。

深海貯留に関する調査

 深海域における海藻類の挙動や
周辺環境に及ぼす影響等につい
て調査・検討を実施。

福岡県宗像市
• CO2吸収固定、化石燃料削減検討
• 食品利用を見据えた「ひじき」の試験増

殖
• 衛星画像解析等による藻場MAP作成
• 海域・水質調査、バイオ燃料化検証

青森県風間浦村
• CO2吸収固定、化石

燃料削減検討
• 藻場・生態系の付加

価値向上に関する調
査

• バイオ燃料化検証
• 藻場のモニタリング及び

管理手法の検討

静岡県熱海市
• CO2吸収固定、化石燃料削減検討
• 「カジメ」藻場創出、バイオ燃料化検証
• 藻場・生態系への影響調査

＜出典＞
https://www.eneos.co.jp/newsrelease/20250520_0
1_01_1040009.pdf

５．吸収源対策

https://wedocs.unep.org/handle/20.500.11822/7772%E3%80%81
https://www.env.go.jp/nature/saisei/
https://www.eneos.co.jp/newsrelease/20250520_01_01_1040009.pdf
https://www.eneos.co.jp/newsrelease/20250520_01_01_1040009.pdf
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地球温暖化対策計画における位置付け（ブルーカーボン）

 （中略）ブルーカーボン生態系による温室効果ガスの吸収・固定量の算定方法については、一部を除き確
立していないものもあることから、これらの算定方法を確立し、我が国の温室効果ガス排出・吸収目録（インベ
ントリ）への反映を進め、国際的なルール形成を主導するとともに、沿岸域における藻場・干潟の保全・再生・
創出と地域資源の利活用の好循環を生み出すことを目的とした「令和の里海づくり」モデル事業などの里海づ
くりの取組や「命を育むみなとのブルーインフラ拡大プロジェクト」等を通じて、効果的な藻場・干潟の保全・再
生・創出を推進する。また、吸収源としての期待が大きい沖合のブルーカーボンについては、海藻を生産・育
成することで、温室効果ガスを吸収し、深海に貯留・固定し、吸収量として算定・評価する取組の可能性の
検討を、バイオ資源としての利用も図りつつ進めるため、漁業の利用実態を考慮した海域利用の在り方、大
規模藻場造成・深海域への沈降等の技術開発、モニタリングによる海洋環境への影響等の把握などについて、
関係省庁連携や官民連携による推進体制を構築し、検討を進める。

2013年度 2030年度 2035年度 2040年度
森林等の吸収源対策による吸収見込量[万t-CO2] ー -4,774 -9,099 -8,424

森林吸収源対策 ー -3,800 -8,000 -7,200
農地土壌吸収源対策 ー -850 -875 -900
都市緑化 ー -124 -124 -124
ブルーカーボン ー ー -100 -200

＜出典＞地球温暖化対策計画 関連資料２，関連資料３
※2035年度、2040年度における吸収量は、地球温暖化対策計画（令和7年2月18日閣議決定）第３章第２節３．（１）に記載する新たな森林吸収量の
算定方法を適用した場合に見込まれる数値。

５．吸収源対策
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CO2吸収型コンクリート

 3類型のコンクリートによる吸収量（CO2固定量）について国連に報告。
 2025年提出インベントリでは合計約121トン（2023年度）の吸収量を算定・報告。
 これらのコンクリートについて、J－クレジット化の検討に2025年から着手。

製造時CO2固定型コンクリート CO2由来材料使用型コンクリート

バイオ炭使用型コンクリート

＜CO2-SUICOM＞ ＜T-eConcrete/Carbon-Recycle＞

＜クリーンクリートN＞

＜SUSMICS-C＞

排気ガスを用いて養生することで排気
ガス中に含まれるCO2をコンクリートに
固定

セメント混合割合を
40%以下とし、その
大部分を高炉スラグ
微粉末などで置き換
えた「クリーンクリート」
に、CO2を吸収・固定
化させた炭酸カルシウ
ムを主成分とする粉体
を混ぜ合わせて製造

セメントの代わりに高
炉スラグと特殊な反
応剤を使用し、CO2
を吸収・固定化させ
たカーボンリサイクル
製品を混ぜ合わせて
製造

木質バイオマスを炭化した「バイオ炭」
をコンクリートに混入することで、CO2を
コンクリートに固定

CO2‐SUICOM
埋設型枠

＜カーボフィクスセメント＞

SUSMICS-C 

CO2との反応により硬化するセメントを
使用し、硬化過程でセメント工場の排
気ガスから分離・回収したCO2を固定

人道橋 基礎構造物

５．吸収源対策
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地球温暖化対策計画における位置付け（CO2吸収型コンクリート）

 CO₂吸収型コンクリートによる温室効果ガスの吸収・固定量の算定方法については、一部を除き確立してい
ないことから、これらの算定方法を確立し、我が国の温室効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）への反
映を進めるとともに、技術開発、Ｊ－クレジット化の検討、地球温暖化対策推進法に基づく政府実行計画
（令和７年２月18日閣議決定）等に基づく公共調達による販路拡大により、2030年には、既存コンク
リートと同価格を目指す。新技術に関する国土交通省データベース（NETIS）による建設事業者、地方公
共団体等への周知、2025年日本国際博覧会での導入等により、国・地方公共団体による公共調達を拡
大することを目指す。また、将来的な公共工事での調達義務化も視野に、生産性、安全性、費用対効果
等の検証を進める。

 具体的には、2050年ネット・ゼロの実現に向けて、ますますその重要性が高まっている炭素除去・吸収系の
クレジットの創出・活用を促進するため、森林の所有者や管理主体への制度活用の働きかけを進め、森林経
営活動に由来するＪ－クレジットの創出及び活用拡大を図るほか、CO2吸収型コンクリート等のＪ－クレ
ジット化の検討を進める。

５．吸収源対策
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６．国際関係
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世界全体の排出削減に貢献する国際協力の推進

 1.5℃目標実現に向けて依然として存在する大幅な「目標のギャップ」があり、世界全体で大幅で
急速かつ持続的な排出削減が必要。 

 日本政府としては、30のパートナー国との二国間クレジット制度（JCM）をパリ協定６条に沿っ
て実施するとともに、アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）構想の下での取組を通じ、排出
削減の鍵を握るアジア諸国を始め、世界全体のネットゼロへの貢献を着実に重ねてきた。

 Ｇ７広島首脳コミュニケにおいても、削減目標が1.5℃目標や 2050 年ネット・ゼロに整合してい
ない全ての締約国に対し、削減目標の強化や2050年ネットゼロにコミットすることを求めた。

 日本としても、世界が野心引き上げに踏み出すことを後押し、パリ協定で求められる取組の履行を
支援するなど、これに全力で取り組み、世界の進む道筋を1.5℃目標と整合させていく。 

 2024年3月に開催された第６回国連環境総会（UNEA6）において、我が国より提案したシナ
ジー促進決議を採択。決議を踏まえ、気候変動に取り組むに当たって自然を活用した解決策
（Nature-based Solutions: NbS）を推進するなど、相乗効果（シナジー）のある政策やプ
ロジェクトの実施を奨励。

６．国際関係
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JCMを活用した国際緩和協力の拡大・加速の課題について
 世界全体の緩和取組及びパリ協定に沿った手続実施の促進に貢献し、また、その成果を我が国の野心的な

NDC実現にも活用できるよう、 2013年度の開始からの実績と成果を踏まえて、JCMを活用した国際緩和協
力の拡大・加速を図る。

 あわせて、JCMの実施期間を2030年度までとしているパートナー国を含めて、2030年度以降にどのように国際
緩和協力アプローチを継続強化していくべきか、検討を行う。

②担い手となる政府関係者・事業者等の能力向上
• A6IP（パリ協定6条実施パートナーシップ）等を通じたパートナー国の理解増進や手続の支援
• 我が国民間企業による6条及びそのガイダンスの趣旨（Environmental Integrityなど）への認識の醸成
• AZECやG7等の国際枠組を通じたカーボンマーケットに関する知見や経験の共有

①プロジェクト開発ソーシングの領域・規模・ルート等の拡大
• 幅広い分野・領域への拡大、削減ポテンシャルの大きい案件の発掘・形成（現在主流の省エネ・再エネ・廃

棄物分野に加え、農業・泥炭地管理などの非エネ排出削減、CCS、さらに削減のみならずGHG除去など）
• 政府資金支援とあわせた、民間資金を中心とするプロジェクトの拡大・加速
• 削減ポテンシャル等も加味した戦略的なパートナー国の新規開拓

※質の高い炭素市場の成熟のためには、クレジットの需要拡大が必要不可欠である。このため、主としてクレジットの供給サイドを担うJCM政策とし
ても、温対法SHK制度やGX-ETS等とのクレジット需要に直結する政策と連携しつつ、需要拡大の前提となる社会的認知の向上にも取り組む。 

③事業運営の効率性の向上や必要な体制・インフラの整備
• JCM指定実施機関（JCMA）における効率的なプロジェクト管理及びクレジット化手続き運営
• より強靭で利便性の高いRegistry System（登録簿システム）の整備

６．国際関係
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改定温対計画のJCMを活用した取組の拡大・加速の方向性について

 パリ協定に沿った世界全体の緩和を促進し、また、その成果を我が国の野心的なNDC実現にも
活用できるよう、 これまでの実績と成果も踏まえて、JCMを活用した取組の拡大・加速を図る。

②担い手となる政府関係者・事業者等の能力向上
• A6IP（パリ協定6条実施パートナーシップ）等を通じたパートナー国の案件形成や能力向上の支援
• 我が国民間企業による6条の趣旨（Environmental Integrityなど）への認識の醸成
• AZECやG7等の国際枠組を通じたカーボンマーケットに関する知見や経験の共有

①プロジェクト開発ソーシングの領域・規模・ルート等の拡大
• 幅広い分野・領域への拡大、削減ポテンシャルの大きい案件の発掘・形成（現在主流の省エネ・

再エネ・廃棄物分野に加え、農業・泥炭地管理などの非エネ排出削減、CCS、さらに削減のみな
らずGHG除去など）

• 政府資金支援とあわせた、民間資金を中心とするプロジェクトの戦略的な促進
• 削減ポテンシャル等も加味した戦略的なパートナー国の新規開拓

③事業運営の効率性の向上や必要な体制・インフラの整備
• 改正地球温暖化対策法に基づく指定実施機関（JCMA）による効率的なプロジェクト管理及

びクレジット制度運営
• より強靭で利便性の高いRegistry System（登録簿システム）の整備
※あわせて、JCMの実施期間を2030年度までとしているパートナー国を含めて、2030年度以降にどのように国

際緩和協力アプローチを継続強化していくべきか、検討を行う。

６．国際関係
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シミュレーションモデルを活用したNDC、長期戦略等策定支援
• アジア太平洋統合評価モデル（AIM）は、国別・セクター別において、温室効果ガス排出削減対策技術の導入

や対策による削減効果を評価するツール。(※我が国では、2030年度目標や長期戦略検討の際に活用)
• 国立環境研究所、京都大学、みずほリサーチ＆テクノロジーズ等が1990年から開発している統合評価モデル。

温室効果ガスの削減策や気候変動影響、適応策を評価して、様々な将来シナリオを定量化。
• 国レベルで、AIMモデル活用支援を進めることで、脱炭素社会に向け効果的な技術・政策を提示し、アジア諸国

のNDC（温室効果ガスの削減目標）、長期戦略策定を後押し。（タイ、ベトナム、インドネシアでAIMを活用）

• 都市レベルで、削減シナリオ策定に活用することで、都市の脱炭素の促進、都市間連携プロジェクトへの貢献、
JCMなどの個別プロジェクト形成支援。（ベトナム・ホーチミン、マレーシア・イスカンダール等の都市で活用）

「更新版 長期低排出発展戦
略」（2022年11月UNFCCC
提出）において、気候変動評
価と緩和政策の定量化に
AIM/EndUseモデルを、カー
ボンニュートラルとネットゼロGHG
シナリオのマクロ経済への影響
を評価するために、AIM/CGE
モデルを使用。

ベトナム・ハイフォン市の削減シナリオでの活用

https://unfccc.int/sites/default/
files/resource/Thailand%20LT-
LEDS%20%28Revised%20Versi
on%29_08Nov2022.pdf

タイでの活用

６．国際関係

https://unfccc.int/sites/default/files/resource/Thailand%20LT-LEDS%20%28Revised%20Version%29_08Nov2022.pdf
https://unfccc.int/sites/default/files/resource/Thailand%20LT-LEDS%20%28Revised%20Version%29_08Nov2022.pdf
https://unfccc.int/sites/default/files/resource/Thailand%20LT-LEDS%20%28Revised%20Version%29_08Nov2022.pdf
https://unfccc.int/sites/default/files/resource/Thailand%20LT-LEDS%20%28Revised%20Version%29_08Nov2022.pdf
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透明性向上の制度構築を世界に展開：透明性パートナーシップ（PaSTI*）
*Partnership to Strengthen Transparency for co-Innovation

企業等の温室効果ガス排出量
の算定報告公表制度 概念図

政府

算定

報告

算定

報告

地方公共団体／各省等

事業者等

企業等による緩和策
と温室効果ガス排出
量の透明性向上を

主流化

企業等が温室効果
ガス排出量を算定・

報告するための
制度構築を支援

政府関係者や企業
への能力構築実施

企業価値向上やESG投資
等の企業へのインセンティブ

調査や制度構築によりインセ
ンティブ構築を支援

PaSTIの活動例

PaSTIの活動

• 政府、自治体、企業などすべてのプレーヤーの取組の可視化（透明性の向上）により、気候変動対策
への参画、投資や更なる協力の促進を目指すために、2017年のCOP23において日本が設立

• 我が国に強みのある、事業者単位での算定・報告・公表制度（SHK制度）の実績を活かし、アジアに
おいて企業等の温室効果ガス排出量の透明性向上の制度構築を支援

• 日ASEAN統合基金（JAIF)を活用し、ASEANで施設レベルの算定報告ガイドラインを作成するとと
もに、JICAと連携し、ベトナムにおいて、事業所のGHG報告義務化の制度導入支援を実施。

2025年3月7日
民間事業者による
GHG排出量算定報告
に関するセミナー
@ベトナム

６．国際関係



119

都市間連携事業の概要

 環境協力の覚書や姉妹都市協定等による国内都市と海外都市の連携を活用し、国内都市の有する
脱炭素都市づくりの経験やノウハウを海外都市に移転。あわせて、JCMを活用したインフラ設備導入な
どを実現。日本から海外への「脱炭素ドミノ」を引き起こす。

 脱炭素・低炭素を推進する基盤制度の構築
例） 気候変動アクションプラン策定支援、

技術評価プロセス策定等

 海外都市職員へのノウハウ移転、キャパシティビルディング

 効果的な脱炭素・低炭素プロジェクトの形成
➔成功事例の他地域への水平展開

（JCM設備補助も活用）

海外の都市

現地企業等

支援日本の自治体

日系民間企業

環境省

契約

13カ国64都市・地域 日本23自治体が参画

ベトナム ：ハノイ市-福岡県、バリアブンタウ省-堺市
インドネシア ：ゴロンタロ州-愛媛県、西ジャワ州・バンテン州-北九州市
タイ ：バンコク都-横浜市、パタヤ市・ラヨーン市-大阪市
チリ ：レンカ区-富山市、
インド ：テランガーナ州-北九州市 など

６．国際関係
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環境インフラ海外展開プラットフォーム（JPRSI）
環境インフラの海外展開に取り組む我が国民間企業等を総合的に後押しするため、2020年9月に環境省

が設立した官民連携プラットフォーム。
2025年2月時点で618団体が参画。日本と現地の関係者間での情報共有とマッチングを推進。

参加団体内訳

1. 会員向けの情報提供
オンラインセミナーの開催
メールマガジンの配信
 会員が海外展開にあたって役立つ情報を様々な形で提供

2. 海外に向け、会員情報の発信
オンラインパビリオン
環境技術リスト
 海外企業・政府関係者等へHPで一元的に情報発信

３. 個別案件形成・受注獲得支援
現地企業とのビジネスマッチングセミナーの開催
環境省現地出向者との連携（チーム環境活動）
 各会員企業の個別の案件形成に向けたサポート

JPRSIの活動

JPRSI HP

６．国際関係
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地球環境問題の統合的解決に向けたシナジー促進に関する国際展開

 気候変動、生物多様性の損失、汚染の３つの世界的危機に統合的に対処し、SDGsの達成に貢献するた
めに、取組間の相乗効果（シナジー）を発揮させることが重要。

 このため我が国は、2024年3月の国連環境総会（UNEA6）にてシナジー促進決議を提案し、採択された。
 決議に基づき、各国や国際機関と連携し、環境省はシナジーの促進に関する国際イニシアティブを展開。

決議正式名 シナジー・協力・連携の国際環境条約及び他の関連環境文書の国内実施における促進に関する決議
共同提案国 フィジー共和国、カナダ、チリ共和国、スイス連邦、ノルウェー王国、ペルー共和国
決議概要  加盟国に対し、国際環境条約等の義務等を実施する際、シナジー・協力又は連携を強化し、シナジーの

優良事例を収集・共有し、情報交換を強化することによりシナジー・協力又は連携の潜在的なコベネ
フィットに関する知識と理解を深めることを奨励

 UNEP事務局長に対し、シナジー・協力又は連携を改善するため、要請に応じて加盟国を支援し、優良
事例・ツール・成功事例や教訓を収集、統合、共有し、実施状況をUNEA7で報告することを要請

シナジー促進決議の実施に関する環境省の取組
 国連環境計画（UNEP）に拠出金を拠出※し、シナジーの好事例の収集・

共有及びUNEA7での進捗レポートの作成のためのUNEPの活動を支援
 アジア太平洋シナジーレポートの作成を開始。国連アジア太平洋経済社会委

員会（ESCAP）、アジア開発銀行（ADB）、UNEP等と連携。
 GEA国際会議2024（地球環境行動会議（GEA）主催）を共催（昨年

10月）。気候、生物多様性、汚染分野の取組によるシナジーの発揮等に関
する議論がなされ、成果を関連国際会議等で発信。

 環境研究総合推進費により、SDGs達成への変革のためのシナジー強化とト
レードオフ解消に関する研究を推進

※「気候変動対策とSDGｓのシナジー推進事業」 令和６年度補正予算：30百万円
UNFCCC-COP29サイドイベントでの浅尾大臣による
「アジア太平洋シナジーレポート」作成の表明

６．国際関係
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 2025年９月にマレーシア・ランカウイにおいて開催されるASEAN環境大臣会合にあわせて第３回日
ASEAN環境気候変動閣僚級対話を開催予定。

 閣僚級対話では、①国際協調の下で環境保全と新たな成長を目指す互恵的パートナーシップに関する
共同声明、②改定日ASEAN気候環境戦略プログラム (SPACE2025) の採択を目指す。

 アジア型脱炭素成長モデルを示しつつ、揺らぐことなく脱炭素等に向けた努力を維持・拡大。

ASEAN諸国との環境協力（日ASEAN気候環境戦略プログラム）

 2023年8月に開催された日ASEAN環境気候変動閣僚級対話において、ASEAN気候環境戦略プログラ
ム（SPACE）が発足。同年9月の日ASEAN首脳会議において、岸田首相からも「日ASEAN気候環境戦
略プログラム（SPACE）を通じた気候変動・環境問題への対処に取り組む」 旨、言及。

１．気候変動
透明性：MRV（算定・報告・検証）システム構築の促進、金融機関が気候変動リスク情報を利

用するための気候関連財務情報開示パイロット事業
緩和：ASEAN気候変動戦略行動計画2025-2030の策定、福岡方式等メタン削減、脱炭素技

術普及支援、ゼロカーボンシティの普及、６条実施パートナーシップを通じた能力構築
適応とロス＆ダメージ：早期警戒システムの官民連携を通じた導入

２．汚染
 プラスチック汚染への対応（国家行動計画の策定・実施支援、モニタリング能力強化、データベース

整備、e-wasteに関する法制度整備及びモニタリング等の能力構築
３．生物多様性の損失
生物多様性日本基金を通じた生物多様性国家戦略及び行動計画策定支援、能力構築を含む昆

明・モントリオール生物多様性枠組の実施支援、侵略的外来種対策、ビジネス事例の共有等

＜日ASEAN気候環境戦略プログラム（SPACE）に基づく主な取組＞

第２回日ASEAN環境気
候変動閣僚級対話

（2023、ビエンチャン）

６．国際関係
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アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）の意義

●これまで首脳会合（2023年12月：東京、2024年10月：ビエンチャン）と閣僚
   会合（2023年3月：東京、 2024年8月：ジャカルタ）を開催
●エネルギーセクターを中心に、再エネやグリーンアンモニア等の個別プロジェクトを推進
⇒ アジアの産業やエネルギー構造を変えていくための面的なアクションが必要な状況

 AZECは、2022年１月、アジア各国が脱炭素化を進めるとの理念を共有し、エネルギートランジショ
ンを進めるために協力することを目的として日本が提唱。

 現下の国際情勢下、脱炭素化の取組は、経済成長とエネルギー安全保障を両立する形で進める必
要あり。

 したがって、各国の事情に応じた多様な道筋による現実的な形で、着実にアジアの脱炭素を進めてい
く必要がある。この考えの下、AZECの枠組みを通じて、日本の多様な技術やファイナンスを活用し、世
界の脱炭素化に貢献していく（日本自身の温室効果ガス（GHG）排出量は世界の３％）。

豪州 ブルネイ カンボジア

インドネシア 日本 ラオス

マレーシア フィリピン シンガポール

タイ ベトナム

インドネシア ベトナム タイ マレーシア
（参考）主要国の電力調達先比率

14%

31%
45%

10%
15%

3%

20%62%

2% 17%

48%
1%

32%

再エネ
11% 水力, 

8%

石炭, 
61%

石油等, 3%

天然ガス, 
17%

参加国

2024年は今後10年のためのアクションプランを含む共同声明に合意し、
新たなフェーズへ
※今後、第3回AZEC閣僚会合をマレーシアで開催予定。

６．国際関係
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改定地球温暖化対策計画 2025年2月18日閣議決定
第３章 目標達成のための対策・施策

第８節 海外における温室効果ガスの排出削減等の推進と国際的連携の確保、国際協力の推進
２．我が国の貢献による海外における削減 （１）世界の温室効果ガスの削減に向けた貢献

（二国間クレジット制度（JCM）の推進） 
相手国のニーズを深く理解した上で、優れた脱炭素技術等の普及等を通じて排出削減・吸収を実施することは、相手国のみならず我が国

も含めた双方の脱炭素社会への移行、経済と環境の好循環に貢献することができる。 このため、脱炭素技術、製品、システム、サービス、イ
ンフラ等の普及や対策実施を通じ、実現した温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を定量的に評価するとともに、我が国のNDC
の達成に活用するため、JCMを構築・実施していく。 
このようなJCMを活用した緩和対策促進に向けて、第一に、プロジェクト開発ソーシングの領域・規模・ルート等の拡大に取り組む。分

野・領域について、制度開始以来多数の案件を稼働させている省エネ・再エネ・廃棄物分野に加え、農業・泥炭地管理などの非エネ排出
削減、CCS、さらに削減のみならず温室効果ガス除去など幅広い分野・領域へと拡大を図るとともに、特に、削減ポテンシャルの大きい案件
の発掘・形成に優先的に取り組む。そのためにも、政府資金によるプロジェクト支援と併せて、民間資金を中心とするJCMプロジェクトについ
ても、官民の幅広い関係機関等（注）とも連携しつつ、国も技術面やMRVなども積極的に支援し、拡大・加速させる。パートナー国につ
いても、削減ポテンシャル等も加味しつつ、戦略的に新規開拓を進める。 
第二に、担い手となる政府関係者・事業者等の能力向上に取り組む。具体的には、パリ協定６条実施パートナーシップ（A6IP）等を

通じたパートナー国の理解増進や事務能力向上の支援や、我が国民間企業によるパリ協定第６条及びそのガイダンスの趣旨（環境十
全性など）への認識の醸成、アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）やG７等の国際枠組みを通じたカーボンマーケットに関する知見
や経験の共有に取り組む。 
第三に、事業運営の効率性の向上や必要な体制・インフラの整備に取り組む。具体的には、改正地球温暖化対策推進法に基づき指

定実施機関を立ち上げ、プロジェクト管理及びパートナー国との各種ガイドラインや規則等の改定や合同委員会等によるクレジット化手続に
係る運営実施の効率と実効性を高める。これを通じて、JCMの実施体制の強化を図り、世界におけるさらなる温室効果ガスの排出削減・吸
収を進める。関連して、クレジット発行量や口座開設者の増大を見据え、セキュリティを十分に確保し強靭で利便性の高い登録簿システムの
整備を進める。 
なお、パリ協定第６条に沿った協力的アプローチとして、パートナー国の一部は2030年までを期間として実施中であることから、2031年以

降にどのように国際緩和協力アプローチを継続強化していくべきか、検討調整を行い、関係事業者等の予見性を確保できるよう、できる
だけ早期に見通しを立てることを目指す。 

【注】新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）や国際協力機構（JICA）、国際協力銀行（JBIC）、日本貿易保険（NEXI）、アジア開発銀行
（ADB）、欧州復興開発銀行（EBRD）、世界銀行（WB）、国際連合工業開発機関（UNIDO）、国際農林水産業研究センター（JIRCAS）など

６．国際関係（参考）



125

二国間クレジット制度（JCM）の概要

 JCMは、日本とパートナー国の間で、日本の企業や政府が技術や資金の面で協力して対策を実行し、得られ
るGHG※１削減・吸収量を、両国の貢献度合いに応じて配分する仕組み。

日本への削減・吸収量の移転は、パリ協定6条に沿って行う（クレジット量は保守的に算定し、両国政府が
承認。日本はNDC達成にカウントし、相当分はパートナー国の削減・吸収量に計上しない）。

 クレジットを原資として、脱炭素型のサービスを利用する際のパートナー国側のコスト負担を抑制しつつ、日
本からの脱炭素投資を呼び込むことで、日本とパートナー国双方の削減・吸収量の増大に貢献するとともに、
経済の活性化や持続可能な発展、さらに、質の高い炭素市場の構築にも貢献する。

G
H

G

排
出
量

ク
レ
ジ
ッ
ト

G
H

G

排
出
量

対策
実施

排
出
削
減
・
吸
収
の
総
量

両国政府による制度の
共同運営
• 削減・吸収量の測

定・報告・検証
• クレジット量や用途を

承認 など

パートナー国

日本

パートナー国
のNDC達成

に活用

日本のNDC
達成に活用

※民間企業の取得
分はGX-ETS等で
のオフセット可能

削減・吸収量とクレジット発行移転の構造 日本からの脱炭素投資

再エネ

廃棄物

農業※２ CCS※２

森林移転

移転した分はパートナー国の
削減・吸収にカウントしない
（パリ協定6条の国際ルール）

省エネ

※２個別PJは計画段階※１GHG：Greenhouse Gas
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JCMパートナー国30か国一覧 2025年５月時点 ※番号は署名順

1

5

2427
28

20
21 22

29

3
4

18

19

1326

9

12

14

29. ウクライナ
21. モルドバ

東ヨーロッパ

4. ケニア: 5 事業

19. チュニジア: 2 事業 
18. セネガル

3. エチオピア

アフリカ

13. サウジアラビア: 3 事業
26. アラブ首長国連邦

中東

14. チリ: 16 事業

9. コスタリカ: 2 事業
12. メキシコ: 5 事業 

ラテン・アメリカ

2
67

8

10
11

15
16 17

東アジア、中央アジア、コーカサス

20. アゼルバイジャン
22. ジョージア

27. キルギス
28. カザフスタン

24. ウズベキスタン

1. モンゴル:11事業

25

23
16. タイ: 51 事業

7. ラオス: 6 事業

2. バングラデシュ: 5 事業

15. ミャンマー: 8 事業

8. インドネシア: 54 事業

25. パプアニューギニア

17. フィリピン: 21 事業

6. ベトナム: 50 事業

10. パラオ: 7 事業
11. カンボジア: 7 事業

23. スリランカ: 3 事業

東南アジア、南アジア、大洋州

5. モルディブ: 4 事業

30. タンザニア 

30
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環境省JCM資金支援事業 案件一覧（2013～2024年度） 2025年5月30日時点

ケニア：5件
●工場1MW太陽光発電※

●2.9MW太陽光発電
●2.3MW太陽光発電
■220kW太陽光発電と蓄電池
●1.7MW太陽光発電

モルディブ：4件
●校舎186kW太陽光発電※

■ｱｯﾄﾞｩ環礁ｽﾏｰﾄﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ※

■ﾏﾚ広域区廃棄物発電
■BESS及び海洋再ｴﾈ発電

パートナー国合計：265件採択(30か国)
(●設備補助: 247件（エコリース7件含む）, ▲F-gas: 4 件, ■ADB: 8 件, ■UNIDO: 2 件, ●新技術: 2件 , ◆ REDD+: 2 件)

運転開始(下線の案件)：212件 JCMプロジェクト登録(※の案件)：83件
モンゴル：11件
●高効率型熱供給ﾎﾞｲﾗ※※ ●農場2.1MW太陽光発電※ ●10MW太陽光発電※

●農場8.3MW太陽光発電※ ●15MW太陽光発電1※ ■再ｴﾈ拡大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ   
●LPGﾎﾞｲﾗｰによる燃料転換   ■健康ｻｰﾋﾞｽｱｸｾｽ性改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ●15MW太陽光発電2
●グリーン水素製造と熱供給 ●15MW太陽光発電と80MWh蓄電池

パラオ：7件
●商業施設370kW太陽光発電※ ●学校155kW太陽光発電※

●商業施設445kW太陽光発電Ⅱ※ ●商業施設0.4MW太陽光発電※

●商業施設1MW太陽光発電※ ■ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ融資ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
●0.6MW太陽光発電と0.3MWh蓄電池

タイ：54件
●ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ省ｴﾈ ●工場1MW太陽光発電※ ●省ｴﾈ型織機※   
●省ｴﾈ型冷凍機･ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ※ ●高効率冷凍機 ●二輪車製造工場ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ※

●省ｴﾈ型空調ｼｽﾃﾑ・冷凍機※ ●省ｴﾈ冷却ｼｽﾃﾑ※          ●高効率型電解槽
●省ｴﾈ型冷水供給ｼｽﾃﾑ ●物販店舗LED ●ｾﾒﾝﾄ工場12MW廃熱発電※

●自動車部品工場ｺｼﾞｪﾈ ●冷凍機と濃縮機  ●2MW太陽光発電1  
●ｴｱｺﾝ部品工場3.4MW太陽光発電※ ●冷温同時取り出し型ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ※ ●5MW水上太陽光発電※         
●ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ30MW太陽光発電 ※ ●ｺﾞﾑﾍﾞﾙﾄ工場高効率ﾎﾞｲﾗ    ●空調制御ｼｽﾃﾑ
●食品工場ﾊﾞｲｵﾏｽｺｼﾞｪﾈ     ●繊維工場ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈ ●工業団地17.8MW太陽光発電
●3.4MW太陽光発電 ●食用油工場ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ ●0.8MW太陽光発電と高効率ﾁﾗｰ
▲ﾌﾛﾝ回収破壊ｽｷｰﾑ ●37MW太陽光発電と高効率溶解炉 ●排ガス熱交換器
●8.1MW太陽光発電 ●機械工場省ｴﾈ型冷凍機 ●5MW太陽光発電
●2.6MW太陽光発電 ●ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝ技術2.7MW太陽光発電 ●2MW太陽光発電2 
●18.9MW太陽光と水上太陽光発電 ●衣料品工場高効率貫流ﾎﾞｲﾗ ●ﾎﾞｲﾗ、ﾁﾗｰと太陽光発電
●2MW太陽光発電3 ●1.3MW太陽光発電（ｴｺﾘｰｽ) ●0.13MW太陽光発電（ｴｺﾘｰｽ）
●ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈと22MW太陽光 ●ORC廃熱回収発電 ●4MW太陽光発電 
●2.9MW太陽光発電 ●0.9MW太陽光発電 ●1.6MW太陽光発電(ｴｺﾘｰｽ)
●化学工場ﾊﾞｲｵﾏｽｺｼﾞｪﾈ ●ｱﾙﾐｲﾝｺﾞｯﾄの生産性改善 ●ﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲﾄ太陽電池
●104MW太陽光発電と129MWh蓄電池 ●48MW太陽光発電と60MWh蓄電池  ●太陽光発電とﾋｰﾄﾊﾞｯﾃﾘｰ

ラオス：6件
◆焼畑管理REDD+
●高効率変圧器1※ 

●14MW水上太陽光発電※

●11MW太陽光発電※  
●7MW太陽光発電
●高効率変圧器2

サウジアラビア：3件
●高効率電解槽※  ●400MW太陽光発電
●100MW太陽光発電

バングラデシュ：5件
●食品工場省ｴﾈ型冷凍機 ●高効率織機※

●工場315kW太陽光発電※ ●紡績工場省ｴﾈ型冷凍機※

■南西部高効率送電線導入

ベトナム：48件
●ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾀｺｸﾞﾗﾌ ※ ●高効率変圧器1 ※ ●ﾎﾃﾙ高効率ｴｱｺﾝ1※ ●ﾚﾝｽﾞ工場省ｴﾈ型空調※

●電槽化成設備※ ●ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ320kW太陽光発電※            ●高効率変圧器2※  
●空調制御ｼｽﾃﾑ ●高効率焼成炉 ●水道会社高効率ﾎﾟﾝﾌﾟ※ ●ﾚﾝｽﾞ工場省ｴﾈ※

●高効率変圧器3※  ●電線製造工場省ｴﾈ※ ●高効率変圧器4 ●ﾋﾞｰﾙ工場省ｴﾈ
●高効率ﾀｰﾎﾞ冷凍機 ●ｺﾝﾃﾅﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ ●取水ﾎﾟﾝﾌﾟのｲﾝﾊﾞｰﾀｰ化 ▲ﾌﾛﾝ回収破壊ｽｷｰﾑ(専焼型）
●化学工場ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ ●高効率空冷チラー ●49MW太陽光発電   ●57MW太陽光発電
●ｲﾝｽﾀﾝﾄｺｰﾋｰ工場ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ ●食品工場高効率ﾎﾞｲﾗ ●ﾎﾃﾙ高効率ｴｱｺﾝ2 ●ﾊﾞｸﾆﾝ省廃棄物発電
●ｵﾌｨｽﾋﾞﾙLED ●工場群3.7MW太陽光発電 ●12MW太陽光発電 ●6.5MW太陽光発電
●2.5MW太陽光発電 ●高効率ﾁﾗｰとLED ▲ﾌﾛﾝ回収破壊ｽｷｰﾑ(混焼型） ●20MWﾊﾞｲｵﾏｽ発電
●16MW小水力発電 ●7.9MW太陽光発電 ●0.4MW太陽光発電（ｴｺﾘｰｽ) ●5.8MW太陽光発電2
●40MW洋上風力発電 ●1.8MW太陽光発電 ●0.8MW太陽光発電 ●50MWﾊﾞｲｵﾏｽ発電
●50MWﾊﾞｲｵﾏｽ発電2 ●15MW太陽光発電 ●4.1MW太陽光発電 ●1.9MW太陽光発電
●1.25MW太陽光発電

チリ：16件
●1MW太陽光発電※ ●3.4MWもみ殻発電 ●3MW太陽光発電1※

●3MW太陽光発電2※ ●25.8MW太陽光発電 ●9MW太陽光発電1
●9MW太陽光発電2 ●3MW太陽光発電3 ●6MW太陽光発電
●9MW太陽光発電3 ●9MW太陽光発電4 ●28MW太陽光発電
●2.0MW太陽光発電 ●34MW太陽光発電と104MWh蓄電池
●太陽光発電所への294MWh蓄電池 ●12MW太陽光発電と33MWh蓄電池

ミャンマー：8件
●700kW廃棄物発電※ ●省ｴﾈ型醸造設備
●高効率貫流ﾎﾞｲﾗ ●1.8MWもみ殻発電
●省ｴﾈ冷凍ｼｽﾃﾑ ●ｾﾒﾝﾄ工場8.8MW廃熱発電
●省ｴﾈ型醸造設備とﾊﾞｲｵｶﾞｽﾎﾞｲﾗｰ ●4.3MW太陽光発電 

カンボジア:7件
●高効率LED街路灯※ ●学校200kW太陽光発電※ ●1MW太陽光発電と高効率ﾁﾗｰ
●配水ﾎﾟﾝﾌﾟのｲﾝﾊﾞｰﾀ化※ ●学校0.9MW太陽光発電 ●10MW太陽光発電と3MWh蓄電池
●20MW太陽光発電

コスタリカ：2件
●5MW太陽光発電※

●高効率ﾁﾗｰと排熱回収温水器

フィリピン：21件 
●1.53MW太陽光発電※ ●1MW太陽光発電※   
●1.2MW太陽光発電※ ●4MW太陽光発電※ 

●9.6MW太陽光発電 ●ﾊﾞｲｵｶﾞｽ発電と燃料転換
●29MWﾊﾞｲﾅﾘｰ地熱発電 ●20MWﾌﾗｯｼｭ地熱発電
▲ﾌﾛﾝ回収破壊ｽｷｰﾑ ●28MWﾊﾞｲﾅﾘｰ地熱発電
●14.5MW小水力発電 ●9MW太陽光発電
●0.8MW太陽光発電(ｴｺﾘｰｽ) ●5.6MWﾊﾞｲﾅﾘｰ地熱発電
●ｾﾒﾝﾄ工場6MW廃熱発電 ●27MW太陽光発電
●1.2MW太陽光発電(ｴｺﾘｰｽ) ●11.3MW小水力発電
●10MW太陽光発電 ●7MW太陽光発電
●4.5MW小水力発電

メキシコ：5件
●1.2MWﾒﾀﾝｶﾞｽ回収発電 ●貫流ﾎﾞｲﾗｰと燃料転換
●30MW太陽光発電1 ●省ｴﾈ蒸溜ｼｽﾃﾑ       
●0.5MW太陽光発電(ｴｺﾘｰｽ)

インドネシア：56件 
●工場空調ｴﾈﾙｷﾞｰ削減1※ ●ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ省ｴﾈ※ ●高効率冷却装置※※ ●冷温同時取出し型ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ※

●工場空調ｴﾈﾙｷﾞｰ削減2※ ●ｾﾒﾝﾄ工場30MW廃熱発電※ ●500kW太陽光発電と蓄電池※ ●ﾘｼﾞｪﾈﾊﾞｰﾅｰ※

●省ｴﾈ型冷凍機※ ●省ｴﾈ型段ﾎﾞｰﾙ古紙処理ｼｽﾃﾑ※ ●省ｴﾈ型織機※ ●ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ高効率冷凍機※

●ｽﾏｰﾄLED街路灯※ ●ﾌｨﾙﾑ工場高効率貫流ﾎﾞｲﾗ ※   ●自動車製造工場ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈ※ ●ｺﾞﾙﾌﾎﾞｰﾙ工場高効率貫流ﾎﾞｲﾗ※

●ｼﾞｬｶﾊﾞﾘﾝ1.6MW太陽光発電※ ◆焼畑抑制REDD+ ●10MW小水力発電1※ ●高効率織機※

●物販店舗LED ※ ●産業排水処理省ｴﾈ ●0.5MW太陽光発電※ ●ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈと吸収式冷
●吸収式冷凍機※ ●省ｴﾈ型滅菌釜1※ ●公共ﾊﾞｽCNG混焼設備※ ●小水力発電ｼｽﾃﾑ能力改善※

●高効率射出成型機 ●2MW小水力発電 ●ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ生産工場高効率ﾎﾞｲﾗ ●10MW小水力発電2 
●6MW小水力発電1 ●6MW小水力発電2 ●5MW小水力発電 ●4.2MW太陽光発電※ 

●高効率熱媒ﾋｰﾀｰ ●2.1MW太陽光発電1 ●6MW小水力発電3 ●3.1MW太陽光発電
●2.1MW太陽光発電2 ●3.5MW小水力発電 ●2.3MW小水力発電 ●省ｴﾈ型滅菌釜2※ 

●化学工場高効率貫流ﾎﾞｲﾗ ●5MW太陽光発電 ●複合施設省エネ設備と太陽光発電
■55MW地熱発電 ●12MWﾊﾞｲｵﾏｽ発電 ●板ｶﾞﾗｽ製造溶融炉の改善   ●3MW太陽光発電
●0.8MW太陽光発電 ●ｶﾞﾗｽ製造工程省ｴﾈ ●1.5MW太陽光発電                 ●2.7MW太陽光発電
●0.7MW太陽光発電

スリランカ：3件
●13.5MW太陽光発電
●26MW太陽光発電
●10MW太陽光発電

チュニジア：4件
●50MW太陽光発電1  ●50MW太陽光発電2  ●100MW太陽光発電
■廃棄物管理福岡方式

６．国際関係（参考）
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JCMによるベネフィット (廃棄物発電の例) 

プラスチック
汚染防止

クリーンな空気

電力供給埋立の
最小化

きれいな街
廃棄物発電

メタン
排出削減

CH4
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 名称：日本政府指定JCM実施機構
The Joint Crediting Mechanism Implementation Agency, designated by the Government of Japan
※通称は、「JCM Agency（JCMA）」

 運営： （公財）地球環境センター（東京都文京区本郷三丁目22番5号）
 役員： 統括責任者 木村祐二、 事務局長 水野勇史
 体制： 制度運営グループ、プロジェクト推進グループ、理解参画促進チーム、総務グループ 計47名
 主務大臣：環境大臣・経済産業大臣・農林水産大臣
 主な活動内容

(1) JCMの制度運営（パートナー国との調整含む）
(2) 国際協力排出削減量口座簿（JCM登録簿）の運営
(3) JCMプロジェクトの手続支援及び管理プラットフォームの運営
(4) 情報発信ウェブサイトの管理
(5) 案件組成のための相談対応及び広報活動

日本政府指定JCM実施機構（JCMA）全体概要

 2025年4月1日に、地球温暖化対策推進法に基づき、JCMのプロジェクト登録からクレジット発行までの制度
運営やパートナー国との調整等の事務を担う指定実施機関として、（公財）地球環境センターが指定された。

指定実施機関は、プロジェクト登録からクレジット発行までのJCMの制度運営やパートナー国との調整等に関す
る法令上の主務大臣の事務を担うとともに、効率的なプロジェクト実施のための取組を行う。

 JCMAが法律に基づき政府同等の権限を持つことにより、多数の国と同時に調整が可能となるとともに、クレジッ
ト発行までの事務をワンストップ化することで、JCM制度活用の効率化・迅速化を図る。

６．国際関係（参考）
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パリ協定6条活用の見通しについて
パリ協定6条の適切な実施により、2030年までに世界全体で年間最大で40～120億トンCO2※1の追加的削減が実現されうるとの専門家の試

算がある。この量は、2018年の全世界CO2排出量（エネルギー起源）の約1～4割に相当。

グローバルな脱炭素市場や民間投資が活性化することにより、世界的な排出削減と同時に各国の経済成長にも貢献し、2030年時点で約50兆
円（3～4千億USドル）※2の市場規模が見込まれる。

締約国（195の国と地域）の77%は、NDCs実施において、少なくとも1種類の自主的な協力を使用する計画、または使用する可能性がある。と
りわけ、6条2項の協力的アプローチの使用を計画する／可能性がある締約国の割合は53%と最も多い。

※1 J. Edmonds et al. 2021. How much could article 6 enhance nationally determined contribution ambition toward Paris Agreement goals through economic efficiency? (P.18), Climate Change 
Economics.; UNEP and UNEP DTU. 2021. Emissions Gap Report 2021. (P.59).; TSVCM. 2021. TASKFORCE ON SCALING VOLUNTARY CARBON MARKETS Final Report (P.13).

※2 UNEP and UNEP DTU. 2021. Emissions Gap Report 2021 (P.60).; IETA (2021) The Carbon Markets Role of Article 6 Compatible Carbon Markets in Reaching Net-Zero (P.13).

（出所） “Nationally determined contributions under the Paris Agreement Synthesis report by the secretariat” (FCCC/PA/CMA/2023/12) (UNFCCC, 2023) より作成

（注） 非市場アプローチとCDMについては、使用意向がある締約国及び使用可能性がある締約国の割合の合計は、四捨五入により、提示された合計値と合致しない。
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世界におけるパリ協定6条に関する二国間制度の概況
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日本韓国

モルドバ

アゼルバイジャン
ジョージア

ウズベキスタン

ミャンマー

ネパール
バングラデシュ

ガボン

アイスランド

UAE
クウェート

サウジアラビア

ウルグアイ

バヌアツ

モルディブ

キルギス

パラオ

メキシコ

モナコ

リヒテンシュタイン

インドネシア

取得国または取得国兼パートナー国

（出所）UNEP Copenhagen Climate Centreの6条パイプラインデータベース（2024年10月ダウンロード）より作成パートナー国
（注）「パートナー国」は緩和活動が国内で実施される国、 「取得国」は国際的に移転される緩和成果を取得する国を指す。

取得国 パートナー国
日本 モンゴル、ケニア、ベトナム、インドネシア、メキシコ、サウジアラビ

ア、チリ、タイ等、29か国
シンガポール インドネシア、コロンビア、タイ、ケニア、チリ、ベトナム、セネガル等、

22か国
スイス ペルー、セネガル、タイ、ウクライナ、ケニア等、17か国
韓国 ベトナム、モンゴル、ガーナ、ウズベキスタン、インドネシア等、9か

国
スウェーデン ネパール、ドミニカ共和国、ガーナ、ザンビア、ルワンダの5か国

取得国 パートナー国
ノルウェー インドネシア、セネガル、モロッコの3か国

オーストラリア フィジー、パプアニューギニアの2か国

リヒテンシュタイン ガーナ1か国

クウェート ルワンダ1か国

UAE パラグアイ1か国

モナコ チュニジア1か国

６．国際関係（参考）
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パリ協定6条実施パートナーシップ（A6IP）

 二国間クレジット制度（JCM）を含むパリ協定６条（市場メカニズム） 実施に向け、実施体制の整備や具体的な案件における手続支援
等を実施。

 当該パートナーシップはCOP27にて日本主導により立ち上げ、2023年G7札幌会合を契機に「同パートナーシップセンター」を設立。
 センターの活動を通じJCMがより拡大・促進できる環境を醸成し、国が決定する貢献（NDC）達成へ貢献する。

背景・目的

パリ協定６条の完全運用化が2024年11月に合意されたことも踏まえ、
国連気候変動枠組条約事務局や世界銀行等と更に連携し、「パリ協定
６条実施パートナーシップセンター」が下記の活動を行う。
 JCMパートナー国を含む各国の6条実施体制構築及び手続実施支

援 （6条戦略策定、案件形成支援、政府承認、報告、クレジット
管理等）

 パリ協定６条の理解醸成活動
 パートナーシップの運営 等

これらの実施体制の整備や具体的な案件における手続支援等を踏まえ、
JCMをはじめとするパリ協定６条の取組への理解醸成を図り、支援国に
とっても国際協力を活用した排出削減の取組が加速されるような手続整
備支援を行うことも含め、世界的な排出削減を進める。

概要

国
米、英、独、仏、豪、加、伊、NZ、スイス、ブラジル、
印、ケニア、エチオピア、ウガンダ、UAE、タイ、モルディ
ブ、パラオ等

国際機関等
UNFCCC事務局、 UNEP、 UNDP、UNIDO、
世界銀行、ADB、AFD（アフリカ開発銀行）、
EBRD（ヨーロッパ復興開発銀行）等

センター 事務局

各国支援 理解醸成活動

パートナー国

研究機関・
民間企業

UNFCCC地域協力
センター・
地域アライアンス

国際機関 86か国、200機関以上

6条実施パートナーシップ

運営

参加国・機関 86か国・220以上機関（2025年4月30日時点）

６．国際関係（参考）
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都市間連携事業（2013～2025年度）

ベトナム
ハイフォン市 北九州市
ダナン市 横浜市
ホーチミン市
・トゥードック市 大阪市

キエンザン省 神戸市
カントー市 広島県
ソクチャン省 広島県
ハノイ市 福岡県
クアンニン省・
ハイフォン市 滋賀県

バリアブンタウ省・ベト
ナム南部地域

堺市・大
阪市

ベンチェ省 愛媛県
ドンナイ省 神戸市
フエ市トゥエンホア区 静岡市
ダナン市 堺市

ミャンマー
ヤンゴン管区 北九州市
ヤンゴン市 川崎市
エーヤワディ管区 福島市
ザガイン管区 福島市
マンダレー市 北九州市
ヤンゴン市 福岡市

タイ
バンコク都 横浜市
ラヨン県 北九州市
チェンマイ県 北九州市
タイ東部経済回廊 大阪市
ウボンラチャタニ県・
ワリンチャムラップ市・
ピブンマンサハン市

北九州市

パタヤ市・ラヨーン市 大阪市

モンゴル

ウランバートル市 札幌市、
北海道庁

ウランバートル市
・トゥブ県 札幌市

ウランバートル市 札幌市

モルディブ
マーレ市 富山市

ラオス
ビエンチャン特別市 京都市

インド
バンガロール市 横浜市
テランガーナ州 北九州市
マハラシュトラ州 大阪市

インドネシア
デンパサール市 東京一組
スラバヤ市 北九州市
バタム市 横浜市
スマラン市※ 富山市
バンドン市 川崎市
ジャカルタ特別州 川崎市
バリ州※ 富山市
リアウ州ローカンウル県
・プカンバル市 川崎市

ゴロンタロ州 愛媛県
バンテン州（チレゴン
市)・西ジャワ州 北九州市

マカッサル市 真庭市
マカッサル市 横浜市
ギャニャール県 大崎町
バドゥン県 富山市
※バリ州・スマラン市は共同連携案件

マレーシア
イスカンダル開発地域 北九州市
イスカンダル開発地域
・コタキナバル市 富山市

ペナン州 川崎市

クアラルンプール市 東京都・
さいたま市

イスカンダル開発地域 富山市

フィリピン
ケソン市 大阪市
ダバオ市 北九州市
メトロセブ地域(セブ
市・マンダウエ市・ダナ
オ市）

横浜市

カンボジア
プノンペン都 北九州市
シェムリアップ州 神奈川県

チリ
サンディアゴ市
レンカ区 富山市

パラオ
コロール州 北九州市
アイライ州 浦添市

13カ国64都市・地域
日本23自治体が参画
＊2025年度案件

６．国際関係（参考）
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第6回国連環境総会におけるシナジー促進決議の採択

SDGs間の相乗効果（シナジー）を高めることが “3つの危機” を克服するカギであるという共通認識を醸成
し、各国に2030年までのSDGs達成の努力を促すこと等を目的として、本年3月のUNEA6にて、シナジー決
議案を我が国から提出し、採択。

• UNEAは、国連環境計画（UNEP）の意思決定機関（原則、2年に1回開催）。UNEPの予算や作業計画等の組織事項に加えて、
喫緊の環境問題に関する国際社会の取組方針等を示す決議の議論・採択等を行っている。

• 今次総会のUNEA6では、日本のシナジー決議を含む14の決議が採択：汚染関係（農薬、化学品、大気汚染、砂嵐）、
生物多様性関係（水、海洋、土地劣化）、問題要因関係（重要鉱物、ライフスタイル、戦争の環境影響、サトウキビ）、

ガバナンス関係（シナジー、MEA連携、地域フォーラム）

日程 2024年2月26日（月）～3月1日（金） 場所 ナイロビ

概要

• 科学的知見によれば、環境に対する圧力と影響は増大している。
• シナジー・協力・連携の強化がそれらを克服し、国の環境政策とアクションを進める鍵である。
• シナジーが発現している好事例を収集・共有し、情報交換を促進することによって、シナジーに対す

る認識を高める。

国連環境総会（UNEA）の概要

共同
提案国 フィジー共和国、カナダ、チリ共和国、スイス連邦、ノルウェー王国、ペルー共和国

タイトル シナジー・協力・連携の国際環境条約及び他の関連環境文書の国内実施における促進に関する
決議

６．国際関係（参考）
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７．その他環境省関連対策・施策
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① モビリティの脱炭素化

② 気候変動に係る研究、観測、監視

③ ESD

④ ゼロカーボンパーク

７．その他環境省関連対策・施策
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① モビリティの脱炭素化

② 気候変動に係る研究、観測、監視

③ ESD

④ ゼロカーボンパーク

７．その他環境省関連対策・施策
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次世代自動車の普及、燃費改善等

【地球温暖化対策計画の記述】
 エネルギー効率に優れる次世代自動車（EV、FCV、PHEV、ハイブリッド自動車 （HV）等）の

普及拡大を推進する。
 また、商用車については、８トン以下の小型車については新車販売で、2030年までに電動車20

～30％、2040年までに電動車と合成燃料等の脱炭素燃料車で100％を目指す。８トン超の
大型車については、 2020年代に5,000台の先行導入を目指すとともに、水素や合成燃料等の
価格低減に向けた技術開発・普及の取組の進捗も踏まえ、2030年までに2040年の電動車の
普及目標を設定する。

【環境省施策の概要】
 「商用車等の電動化促進事業（2023年度～）」により、商用車等（BEV、PHEV、FCV等）

及び充電設備の導入を支援。
 「環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業（2019年度～）」により、大型ハイブリッドトラック

や電気トラック・バス等の市場投入初期段階の導入を支援。
 「運輸部門の脱炭素化に向けた先進的システム社会実装促進事業（2024年度～）」により、

社会実装を前提とした脱炭素輸送モデルを構築。

７．その他環境省関連対策・施策 ー①モビリティの脱炭素化
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公共交通機関等の利用促進

【地球温暖化対策計画の記述】
 鉄道を始めとする公共交通機関はマイカーと比べて単位輸送量当たりの二酸化炭素排出量が少

なく、その利用促進が地域の二酸化炭素排出量の削減に寄与する。公共交通分野における脱
炭素化とマイカーだけに頼ることなく移動しやすい環境整備を図るため、まちづくりと連携しつつ、
LRT（Light Rail Transit）・BRT（Bus Rapid Transit）等の二酸化炭素排出の少ない輸
送システムの導入を推進する（以下略）。 

自動車の使用抑制及び
渋滞緩和によるCO2削減

観光地等での交通機関
公共交通機関

脱炭素交通システムの構築を通じた脱炭素社会の実現

公共交通の利用促進とあわせて、観光地等に脱炭素交通システムを導入

【環境省施策の概要】
「地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業」により、マイカーの依存度が高い地方都市部

を中心に、公共交通ネットワークの再構築や利用者利便の向上に係る面的な取組を支援。
高齢化対策、観光振興等の地域課題と地域交通の脱炭素化を同時解決する取組を促進。

７．その他環境省関連対策・施策 ー①モビリティの脱炭素化
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鉄道分野の脱炭素化

【環境省施策の概要】
「地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業」により、鉄道車両への次世代半導体素子を

用いたＶＶＶＦインバータや高効率空調・LED 照明設備のといった先進的な省エネ機器の導入
や、回生電力を有効に活用するための大容量蓄電池や駅舎補助電源装置の導入、き電線上下
一括化等の取り組みを通じて、鉄軌道システムの省電力化・低炭素化に資する事業を支援。

イメージ

【地球温暖化対策計画の記述】
 鉄道道部門においては、軽量タイプの車両やVVVF（Variable Voltage Variable 

Frequency control）機器搭載車両などのエネルギー効率の良い車両や先進的な省エネル
ギー機器等を導入してきたところであり、引き続きその導入を促進するとともに、鉄道アセットを活用
した太陽光発電等、再生可能エネルギーの導入を推進する。 また、非化石ディーゼル燃料の導
入や水素燃料電池鉄道車両等の社会実装を推進し、 非電化区間を含む鉄道ネットワーク全体
の脱炭素化を図る。

７．その他環境省関連対策・施策 ー①モビリティの脱炭素化
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船舶分野、航空分野の脱炭素化

【地球温暖化対策計画の記述】
 船舶部門においては、内航船省エネルギー格付制度等による省エネルギー・省CO2船舶の普及

促進に加えて、革新的省エネルギー技術やデジタル技術等を活用した運 航効率化にも資する船
舶、バイオ燃料を活用した船舶、ゼロエミッション船等（水素・アンモニア燃料船、水素燃料電池
船、バッテリー船、LNG燃料船、メタノール 燃料船等）の技術開発・実証・導入促進を推進する。
また、ゼロエミッション船等の 国内生産設備の整備・増強を推進する。

 航空分野の脱炭素化に向けて、①持続可能な航空燃料（SAF：Sustainable aviation 
fuel）の導入促進、②管制の高度化による運航方式の改善、③機材・装備品等への新技術導
入、④空港施設・空港車両の省エネルギー化等の促進、⑤空港の再生可能エネルギー拠点化
等を促進し、官民連携の取組を推進する。 

【環境省施策の概要】
「ゼロエミッション船当の建造促進事業」により、ゼロエミッション船等の建造に必要となる生産設備の

整備を支援し、その普及を促進。
「産業車両等の脱炭素化促進事業」により、空港の再エネを活用した装置・車両の導入、港湾区

域の脱炭素化に配慮した荷役機械等の導入、船舶のLNG・メタノール燃料システム等の導入、燃
料電池フォークリフトの導入により、産業車両・産業機械等の脱炭素化を促進。 

７．その他環境省関連対策・施策 ー①モビリティの脱炭素化
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① モビリティの脱炭素化

② 気候変動に係る研究、観測、監視

③ ESD

④ ゼロカーボンパーク

７．その他環境省関連対策・施策
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気候変動に係る研究の推進、観測・監視体制の強化①

地球環境保全試験研究費
環境省が地球環境保全に関する関係行政機関の研究費を一括して計上し、その配分を通じて政府
全体としての研究進捗の効率化を図りつつ、中・長期的視点から地球環境保全に関する試験研究
を実施。

【2023年度】
2023年度に開始した「東南アジア及び国内太平洋沿岸域における短寿命気候強制因子気体成分の長期

モニタリング」、「緩和と適応の両立のためのアジア・アフリカの水田のメタン排出と生産応答モニタリング」等の研
究開発課題を含む計10課題を実施中。

【2023年度】
気候変動の緩和策と適応策の統合的戦略研究をはじめ、気候変動メカニズムの解明、地球温暖化による

影響の評価、温室効果ガスの削減及び地球温暖化への適応策等に関する研究開発課題を複数実施。

環境研究総合推進費
気候変動問題への対応、循環型社会の実現、自然環境との共生、環境リスク管理等による安全の
確保等、持続可能な社会構築のための環境政策の推進にとって不可欠な科学的知見の集積及び
技術開発の促進を目的として、環境分野のほぼ全領域にわたる研究開発を実施。

７．その他環境省関連対策・施策 ー②気候変動に係る研究、観測、監視
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【2023年度】
 2023年から開始された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第７次評価報告書サイクルに関する国内外の活動を継続し

て支援。
我が国の最新の知見が各種報告書に十分に反映されるよう、日本の研究者の支援や意見交換を行った。
 IPCC第6次評価報告書および第7次評価報告書サイクルについて、普及啓発資料の作成・広報活動を行った。
【2024年度以降】
2024年度以降は、第７次評価報告書サイクルへの準備・対応等を行い、我が国の最新の知見が反映することを通じて、IPCCへの
貢献を目指す。

気候変動に係る研究の推進、観測・監視体制の強化②

【2023年度】
温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）、 「いぶき２号」（GOSAT-2）によって、二酸化炭素とメタンの濃度を宇宙

から継続的に観測し、全大気月別平均濃度が季節変動をしながらも上昇している状況を把握し定常的に公開。
３号機にあたる温室効果ガス・水循環観測技術衛星（GOSAT-GW）は、2025年6月の打ち上げに向け、温室効果ガス排

出源の特定能力と排出量推計精度の向上を目指した温室効果ガス観測センサ３型（TANSO-3）の詳細設計を完了するとと
もに、プロトフライトモデルの製作・試験及び地上システムの開発を実施。

 GOSATシリーズを活用した温室効果ガス排出量推計技術の普及促進の一環として、モンゴルにおける成果を学術論文として公
表し、中央アジア5か国への展開を目指し、2023年度までにそのうち3か国と技術協力に関する協定を締結。別途、インドが、国
連への報告書の中で、GOSATのデータを自国のメタン排出量推計の妥当性検証に活用。

【2024年度以降】
GOSATシリーズの継続的な観測体制により、我が国主導の温室効果ガス排出量推計技術の国際標準化及び脱炭素化社会に向
けた施策効果の把握への貢献を目指す。

温室効果ガス観測センサの開発・運用

IPCC

７．その他環境省関連対策・施策 ー②気候変動に係る研究、観測、監視
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① モビリティの脱炭素化

② 気候変動に係る研究、観測、監視

③ ESD

④ ゼロカーボンパーク

７．その他環境省関連対策・施策
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環境教育及び持続可能な開発のための教育（ESD）の推進

教職員等環境教育・学習リーダー養成研修事業
教職員等に対し、環境教育の企画・実践力を高める研修を実施。（397名参加）

全国ユース環境ネットワーク促進事業
• 優良な環境活動を行う高校生を表彰。
• 高校生が社会との関わりの中で、自らの環境活動のあり方を考えるワークショップを実施。
• 環境情報誌を作成し、高校に配布。

人材認定等事業登録制度
• 民間における環境人材の円滑な活用等を目的として、民間事業者等が行っている

環境保全に関する知識や能力を有する者等の研修や認定等の事業を、申請に基
づき、国が登録する制度。

• 登録事業数：55
• 認定・受講者等数：約32,700人（年間）
• 登録事業は、環境教育、森林保全、リサイクル・廃棄物等など様々な分野。

（例：うちエコ診断士資格試験、ビオトープ管理士セミナー、産業廃棄物処理検
定等）

• 登録事業で得られた知識や技能は、就職、起業などキャリア形成にも繋がっている。

体験の機会の場の認定制度
• 土地又は建物の所有権等を有する国民や民間団体等が、その土地又は建物で

提供する自然体験活動等の体験の機会の場について、申請に基づき、都道府県
知事等が認定をする制度。

• 場の認定数：31 ・利用者数：約 43,000人（年間）
• 安全性の基準を満たし、質の高い体験プログラムを提供する場として、安心して深

い学びを得ることが可能。
（例：社有林、廃棄物処理施設、自然体験学校、公害資料館等）

• 学校の授業や、企業等の社員研修の場としても利用されている。
• 教職員等養成研修の実施場所としても活用。

法律上の制度予 算 事 業

（※）数字は全て令和５年度末時点

ESD推進ネットワークの整備

187拠点

37か所

施策の性格上、直ちにCO2排出量の削減に寄与するものではないが、企業が教育の主体として参画し始め、例えば、環境教育等促進法に
基づく「体験の機会の場」の認定数や参加者数の増加により、多くの国民が体験活動に参加できているなど、様々な取組を通じて対策が進
んでいるものと評価できることから、引き続き、組織や地域の実情に応じた創意工夫のある環境教育の取組及びESDを推進していく。

●対策・施策の進捗状況と今後の取組方針

持続可能な社会の構築を目指して、環境教育等促進法に基づき、学校、家庭、職場等における民間団体等の自発的な環境教育等の取
組を促進するとともに、ESD推進ネットワークの整備を通じて、持続可能な開発のための教育（ESD）の活動を推進。

●概要

７．その他環境省関連対策・施策 ー③ESD
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① モビリティの脱炭素化

② 気候変動に係る研究、観測、監視

③ ESD

④ ゼロカーボンパーク

７．その他環境省関連対策・施策
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 国立公園における電気自動車等の活用、国立公園に立地する利用施設における再生可能エネ
ルギーの活用、地産地消等の取組を進めることで、国立公園の脱炭素化を目指すとともに、脱プラ
スチックも含めてサステナブルな観光地づくりを実現.

 国立公園をカーボンニュートラルのショーケースとし、訪れる国内外の人たちに脱炭素型の持続可能
なライフスタイルを体験して頂く場を提供．

国立公園におけるゼロカーボンパーク推進

ビジターセンター等の
環境省直轄施設

国立公園内や
利用拠点間のモビリティ

ホテル・レジャー施設
体験型ツアー等の

コンテンツ

国立公園

2021年3月より、先行してカーボンニュートラルに取り組むエリアを「ゼロカーボンパーク」として位置づけ。
地域循環共生圏づくりプラットフォームやゼロカーボンシティの支援枠組みを基礎として、既存のエネ特事
業や自然公園関係事業等の活用によりパッケージで支援。

ゼロカーボンパークの主な要件ゼロカーボンパークの取組の対象

地方環境事務所の伴走支援
（エネ特事業・自然公園関係事業のパッケージ支援）

○国立公園の自然環境の保全に配慮しつつ、施設管理者等の需要
側のカーボンニュートラルに向けた具体の取組（利用施設の自家
消費型再エネ設備の導入・省エネ改修、モビリティの脱炭素化
等）を行う予定があること。

○国立公園内のみならず、周辺の利用拠点やアクセスも含めたエリア
全体の脱炭素化を進めるものであること。

○脱炭素以外にもプラスチックゴミの削減など、サステナブルな観光
地作りに資する取組があること。（例：ウォーターサーバーの設
置、プラスチック容器の削減等）

○脱炭素の取組を利用者に対して普及啓発するものであること。

ゼロカーボンパーク登録自治体：松本市、志摩市、那須塩原市、妙高市、釧路市（阿寒摩周国立公園及び釧路湿原国立公園）、千歳市、片品村、弟子
屈町、美幌町、足寄町、日光市、廿日市市、福島市、鳥羽市、立山町、雲仙市、宮古市、美瑛町、隠岐の島町、羅臼町・斜里町、南伊勢町

 2025年４月時点

７．その他環境省関連対策・施策 ー④ゼロカーボンパーク
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